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1. 概要 

立形ポンプのノズルには，比較的口径の大きい配管が接続されているため，ノズル反力に

よる立形ポンプの耐震性への影響について検討した。 

本資料が関連する工認図書は以下のとおり。 

・「Ⅵ-2-5-4-1-2 残留熱除去ポンプの耐震性についての計算書」 

・「Ⅵ-2-5-5-1-1 高圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算書」 

・「Ⅵ-2-5-5-2-1 低圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算書」 

・「Ⅵ-2-5-7-1-3 原子炉補機海水ポンプの耐震性についての計算書」 

・「Ⅵ-2-5-7-2-3 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの耐震性についての計算書」 

・「Ⅵ-2-10-2-11 隔離弁，機器・配管の耐震性についての計算書」 

 

2. ノズル反力の影響検討 

 残留熱除去ポンプを代表例とし，ノズル反力の影響を確認する。 

 2.1 ノズルの構造について 

   残留熱除去ポンプのノズル部の構造について図 1 に示す。図 1 に示すとおり，残留熱除

去ポンプは号機によってノズル配置が異なるが，ノズル反力の影響検討においてはノズル

反力の方向が一致する厳しい条件設定として，Ｃ号機のノズル配置に対して検討する。 

 

 

図 1 残留熱除去ポンプのノズル部 
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2.2 ノズルの健全性について 

 機器の設計において，配管系と取り合うノズルにはノズルの健全性を確保するための許

容荷重を設定している。残留熱除去ポンプのノズルの許容荷重を表 1 に示す。接続される

配管からの荷重及びモーメントを表 1 の値以下とすることで，ノズルの健全性を確保する

設計を行っている。 

表 1 残留熱除去ポンプのノズルの許容荷重 

対象ノズル 軸力（N） 曲げモーメント（N･mm） 

吸込ノズル（500A） 

吐出ノズル（350A） 

2.3 ポンプ全体系への影響について 

  ポンプノズルに接続される配管からの荷重及びモーメントが生じた場合において，ポンプ

全体系の耐震性への影響を耐震評価上厳しい部位である基礎ボルトに注目して確認した。 

2.3.1 ノズル反力の合成 

 簡易かつ保守的な設定として，図 2 に示すようにノズルに表 1 に示す許容荷重相当

の荷重及びモーメントが生じた場合を想定し，合成した水平方向荷重をノズル高さに

作用させる。ノズル反力の合成結果について表 2に示す。 

図 2 ノズル反力の合成 
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表 2 ノズル反力の合成結果 

記号 定義 値 単位 

LＳ 吸込ノズル端部とポンプ中心間の水平方向距離 （mm） 

Lｄ 吐出ノズル端部とポンプ中心間の水平方向距離 （mm） 

FMs モーメント Msにより生じる荷重 （N） 

FMd モーメント Mdにより生じる荷重 （N） 

Fｃ ノズル反力による軸直角方向の荷重 （N） 

Fｌ ノズル反力による軸方向の荷重 （N） 

FＨ ノズル反力による水平方向の合成荷重 （N） 

2.3.2 基礎ボルトの応力の計算方法 

  基礎ボルトの応力は，2.3.1で合成したノズル反力をノズル高さに作用させた場合

に生じるモーメント及びせん断力について計算する。基礎ボルトの応力の計算モデ

ルを図3に示す。

図 3 基礎ボルトの応力の計算モデル 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものと

し，最も厳しい条件として転倒支点から最も離れた基礎ボルトについて計算

する。 

ノズル反力による引張力 

1ｆ1

ｎＨ
１ｎｂ

・Ｄ 
8

3

ｈＦ

・ｎ

・
＝Ｆ  

ノズル反力による引張応力 

１ｂ

１ｎｂ
１ｎｂ

Ａ

Ｆ
＝σ  

 

地震による引張応力 １ｂσ と，ノズル反力による引張応力 １ｎｂσ を組み合わせた応

力として １ｃｂσ を以下の式により求める。なお，地震による引張応力とノズル反力

による引張応力の組合せにはＳＲＳＳ法を適用する。 

22
１ｎｂ１ｂ１ｃｂ σσσ ＝   

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算

する。 

ノズル反力によるせん断力 

1
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ノズル反力によるせん断応力 

１ｂ

１ｎｂ
１ｎｂ

Ａ

Ｑ
τ ＝  

地震によるせん断応力 １ｂτ と，ノズル反力によるせん断応力 １ｎｂτ を組み合わせた応

力として １ｃｂτ を以下の式により求める。なお，地震によるせん断応力とノズル反力によ

るせん断応力の組合せにはＳＲＳＳ法を適用する。 

22
１ｎｂ１ｂ１ｃｂ τττ ＝   
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2.3.3 基礎ボルトの応力の評価 

2.3.2に基づいて算出した基礎ボルトの荷重及び応力の算出結果を表 3に，算出応

力と許容応力との比較結果を表 4に示す。 

表 4 に示すとおり，ノズル許容荷重相当の荷重が吸込及び吐出ノズルから同時に作

用するという保守的な条件設定においても，基礎ボルトに生じる応力は許容応力を下

回っており，十分な裕度を有していることを確認した。 

表 3 基礎ボルトの応力算出過程及び算出結果 

記号 定義 値 単位 備考 

hn ノズル高さ （mm） 

ｎ1 基礎ボルトの本数 12 （－） 

ｎf1 
評価上引張力を受けるとして期待する基礎

ボルトの本数 
12 （－） 

D１ 基礎ボルトのピッチ円直径 （mm） 

Fb1n

ノズル反力により基礎ボルトに作用する

引張力（1 本当たり） 
（N） 

Qb1n

ノズル反力により基礎ボルトに作用する

せん断力（1 本当たり） 
（N） 

Ab1 基礎ボルトの軸断面積 （mm2） 

σb1n 
ノズル反力により基礎ボルトに生じる

引張応力 
9 (MPa) 

τb1n 
ノズル反力により基礎ボルトに生じる

せん断応力 
10 (MPa) 

σb1 地震により基礎ボルトに生じる引張応力 39 (MPa) 
耐震計算書に

て算出 

τb1 地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 25 (MPa) 
耐震計算書に

て算出 

σb1c 
ノズル反力と地震の組合せにより基礎

ボルトに生じる引張応力 
40 (MPa) 

τb1c

ノズル反力と地震の組合せにより基礎

ボルトに生じるせん断応力 
27 (MPa) 
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表 4 基礎ボルトの応力評価結果 

 
応力 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力（MPa） 許容応力（MPa） 

ノズル反力 
引張 σｂ１ｎ＝9 444 

せん断 τｂ１ｎ＝10 342 

地震 
引張 σｂ１＝39 444 

せん断 τｂ１＝25 342 

ノズル反力＋ 

地震 

引張 σｂ１ｃ＝40 444 

せん断 τｂ１ｃ＝27 342 

 

3. 結論 

ノズル反力による立形ポンプの耐震性への影響について確認した。ノズルについては，配

管反力に許容荷重を設ける設計により健全性を確保している。また，ノズル反力によるポン

プ全体系への影響については，２箇所のノズルからノズル許容荷重相当の荷重が同時に作用

する保守的な条件設定においても，ノズル反力による立形ポンプの耐震性への影響は軽微で

あることを確認した。 



補足-027-10-82 管の耐震評価のうち疲労評価に用いる諸元について 
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1. はじめに 

本資料は，管の耐震性についての計算書に記載の疲労評価における疲労累積係数算出にあ

たって使用した諸元を整理したものである。 

なお，本資料は以下に示す図書について補足する図書である。 

・Ⅵ-2-5-2-1-1「管の耐震性についての計算書（原子炉再循環系）」 

・Ⅵ-2-5-3-1-2「管の耐震性についての計算書（主蒸気系）」 

・Ⅵ-2-5-3-2-1「管の耐震性についての計算書（給水系）」 

・Ⅵ-2-5-4-1-4「管の耐震性についての計算書（残留熱除去系）」 

・Ⅵ-2-5-5-1-3「管の耐震性についての計算書（高圧炉心スプレイ系）」 

・Ⅵ-2-5-5-2-3「管の耐震性についての計算書（低圧炉心スプレイ系）」 

・Ⅵ-2-5-6-1-3「管の耐震性についての計算書（原子炉隔離時冷却系）」 

・Ⅵ-2-5-8-1-1「管の耐震性についての計算書（原子炉浄化系）」 

・Ⅵ-2-6-3-2-1-2「管の耐震性についての計算書（制御棒駆動水圧系）」 

・Ⅵ-2-6-6-1-1「管の耐震性についての計算書（逃がし安全弁窒素ガス供給系）」 

・Ⅵ-2-9-4-5-2-1「管の耐震性についての計算書（可燃性ガス濃度制御系）」 

 

 

2. 疲労評価結果 

  クラス１管の疲労評価結果を表 1 に示し，クラス２以下の管の疲労評価結果を表 2 に示

す。なお，表中の記号は以下のとおり。 

 

Ｓｎ  ：クラス１管の規定に基づき計算された一次＋二次応力（MPa） 

Ｋｅ  ：割増し係数 

Ｓｐ  ：ピーク応力（MPa） 

Ｓℓ   ：繰返しピーク応力強さ（温度補正前）（MPa） 

Ｓℓ’  ：繰返しピーク応力強さ（温度補正後）（MPa） 

Ｎｉ    ：許容繰返し回数（回） 

ｎｉ    ：等価繰返し回数（回） 

ＵＳｓ ：地震による疲労累積係数 

Ｕ     ：運転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労累積係数 
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表 1 クラス１管の疲労評価結果（1/2）

系統名 
配管 

モデル
評価点 

施設 

分類＊1 

許容応力 

状態 

Ｓｎ 

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ 

(MPa) 

Ｓℓ 

(MPa) 

Ｓℓ’ 

(MPa) 

Ｎｉ＊2 

(回) 

ｎｉ 

(回) 

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

(ｎｉ/Ｎｉ) 
Ｕ Ｕ＋ＵＳｓ 

原子炉 

再循環系 

PLR-PD-1 
26 ＤＢ ⅣＡＳ 434.8 10731 150 0.0140 0.0014 0.0154 

67 ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 386.0 19267 150 0.0078 0.0050 0.0128 

PLR-PD-2 
26 ＤＢ ⅣＡＳ 409.3 14445 150 0.0104 0.0005 0.0109 

212 ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 204.0 23213 150 0.0065 0.0031 0.0096 

主蒸気系 

MS-PD-1 24 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 852.7 340 150 0.4412 0.1208 0.5620 

MS-PD-2 15 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 823.5 369 150 0.4065 0.1191 0.5256 

MS-PD-3 12 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 903.1 297 150 0.5051 0.0303 0.5354 

MS-PD-4 28 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 965.8 253 150 0.5929 0.0378 0.6307 

給水系 
FW-PD-1 33 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 35.9 ― 150 0.0000 0.0890 0.0890 

FW-PD-2 33 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 35.9 ― 150 0.0000 0.0890 0.0890 

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

  ＊2：繰返しピーク応力強さ（温度補正後）が，設計疲労線図の下限値以下となるものについては「―」と記載する。 
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表 1 クラス１管の疲労評価結果（2/2） 

系統名 
配管 

モデル
評価点 

施設 

分類＊1 

許容応力 

状態 

Ｓｎ 

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ 

(MPa) 

Ｓℓ 

(MPa) 

Ｓℓ’ 

(MPa) 

Ｎｉ＊2 

(回) 

ｎｉ 

(回) 

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

(ｎｉ/Ｎｉ) 
Ｕ Ｕ＋ＵＳｓ 

残留熱 

除去系 

RHR-PD-4 31N ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 10566 150 0.0142 0.0019 0.0161 

RHR-PD-5 41 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ ― 150 0.0000 0.0040 0.0040 

RHR-PD-6 32N ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 19293 150 0.0078 0.0019 0.0097 

RHR-PD-7 27 ＤＢ ⅣＡＳ 885 150 0.1695 0.0075 0.1770 

RHR-PD-8 18 ＤＢ ⅣＡＳ 23611 150 0.0064 0.0010 0.0074 

RHR-R-1 110 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ ― 150 0.0000 0.0010 0.0010 

RHR-R-5A 18 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ ― 150 0.0000 0.0000 0.0000 

RHR-R-16 50 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 248032 150 0.0006 0.0000 0.0006 

高圧炉心 

スプレイ系
HPCS-PD-1 36N ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ ― 150 0.0000 0.0041 0.0041 

低圧炉心 

スプレイ系
LPCS-PD-1 1701 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 35906 150 0.0042 0.0000 0.0042 

原子炉隔離時 

冷却系 

RCIC-PD-1 31 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 1853 150 0.0810 0.0058 0.0868 

RCIC-R-3 6 ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 426346 150 0.0004 0.0054 0.0058 

原子炉 

浄化系 

CUW-PD-1 331 ＤＢ ⅣＡＳ ― 150 0.0000 0.7792 0.7792 

CUW-R-1 2 ＤＢ ⅣＡＳ ― 150 0.0000 0.0025 0.0025 

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

  ＊2：繰返しピーク応力強さ（温度補正後）が，設計疲労線図の下限値以下となるものについては「―」と記載する。 
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表 2 クラス２以下の管の疲労評価結果

系統名 
配管 

モデル
評価点 

施設 

分類＊ 

許容応力 

状態 

Ｓｎ 

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ 

(MPa) 

Ｓℓ 

(MPa) 

Ｓℓ’ 

(MPa) 

Ｎｉ 

(回) 

ｎｉ 

(回) 

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

(ｎｉ/Ｎｉ) 

残留熱除去系 
RHR-R-8 141 ＤＢ ⅣＡＳ 583.8 941 150 0.1594 

RHR-R-17 54A ＤＢ ⅣＡＳ 458.8 8535 150 0.0176 

制御棒駆動水圧系 
CRD-PD-1 44N ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 758.8 1302 150 0.1152 

CRD-PD-2 44N ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ/ⅤＡＳ 1027.3 489 150 0.3068 

逃がし安全弁 

窒素ガス供給系 
ADS-R-3SP 

61W ＤＢ/ＳＡ ⅣＡＳ 803.0 1074 150 0.1397 

61W ＳＡ ⅤＡＳ 856.8 870 150 0.1725 

可燃性ガス濃度制御系 FCS-R-3 87 ＤＢ ⅣＡＳ 1157.1 164 100 0.6098 

注記＊：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 



補足-027-10-83 電気盤等の基礎・支持構造に係る耐震評価部位に関する
補足説明資料
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1. 概要 

工認耐震計算書では，盤及び計装ラック（以下「電気盤等」という。）全体を支持する基

礎・支持構造に係る部材である基礎ボルト及び取付ボルトを構造強度評価における評価部位と

している。本資料では，基礎・支持構造を構成する要素のうち工認耐震計算書に記載していな

いチャンネルベースと埋込金物又は後打金物の溶接部（以下「溶接部」という。）の構造強度

について説明する。溶接部の評価においては，代表の電気盤等を選定して，地震力により溶接

部に生じる応力が許容限界内に収まることを確認する。 

盤の工認添付書類の関連図書を表 1－1に，計装ラックの工認添付書類の関連図書を表 1－2

に示す。 

表 1－1 盤の工認添付書類の関連図書（1/3） 

Ⅵ-2-6-7-2-1 安全設備制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-2 原子炉補機制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-3 原子炉補機制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-4 原子炉制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-5 所内電気盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-6 安全設備補助制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-7 起動領域モニタ盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-8 出力領域モニタ盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-9 プロセス放射線モニタ盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-10 A－RHR・LPCS継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-11 B・C－RHR継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-12 HPCS継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-13 HPCSトリップ設定器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-14 A－格納容器隔離継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-15 B－格納容器隔離継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-16 A-原子炉保護継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-17 B-原子炉保護継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-18 A1原子炉保護トリップ設定器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-19 A2原子炉保護トリップ設定器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-20 B1原子炉保護トリップ設定器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-21 B2原子炉保護トリップ設定器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-22 窒素ガス制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-23 燃料プール冷却制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-24 A－原子炉プロセス計測盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-25 B－原子炉プロセス計測盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-26 共通盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-27 A－自動減圧継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-28 B－自動減圧継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-29 A－SGT・FCS・MSLC継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-30 B－SGT・FCS・MSLC継電器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-31 A-格納容器 H2/O2濃度計盤の耐震性についての計算書 
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表 1－1 盤の工認添付書類の関連図書（2/3） 

Ⅵ-2-6-7-2-32 A-格納容器 H2/O2濃度計演算器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-33 B-格納容器 H2/O2濃度計盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-34 B-格納容器 H2/O2濃度計演算器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-35 ＡＭ設備制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-36 工学的安全施設トリップ設定器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-37 重大事故監視盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-38 重大事故変換器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-42 A－ＳＲＭ／ＩＲＭ前置増幅器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-43 B－ＳＲＭ／ＩＲＭ前置増幅器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-44 C－ＳＲＭ／ＩＲＭ前置増幅器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-45 D－ＳＲＭ／ＩＲＭ前置増幅器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-46 再循環ＭＧ開閉器盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-2-47 
中央制御室外原子炉停止制御盤の耐震性についての計算書 

（その１） 

Ⅵ-2-6-7-2-48 
中央制御室外原子炉停止制御盤の耐震性についての計算書 

（その２） 

Ⅵ-2-6-7-2-49 格納容器水素／酸素計測装置制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-3-3-1 統合原子力防災ＮＷ盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-3-4-1 ＳＰＤＳ伝送盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-3-4-2 
１・２号ＳＰＤＳ伝送用ゲートウェイ盤・データ収集盤の耐震性に

ついての計算書 

Ⅵ-2-6-7-3-4-3 ２号ＳＰＤＳ伝送用インバータ盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-2-1-2 
非常用ディーゼル発電設備励磁装置及び保護継電装置の耐震性につ

いての計算書 

Ⅵ-2-10-1-2-2-2 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備励磁装置及び保護継電装置

の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-2-3-2 
ガスタービン発電機励磁装置及び保護継電装置の耐震性についての

計算書 

Ⅵ-2-10-1-2-3-7 緊急用直流 115V蓄電池の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-2-3-8 緊急用直流 60V蓄電池の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-1 計装用無停電交流電源装置の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-2 230V系充電器（常用）の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-3 B1-115V系充電器（SA）の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-4 SA用 115V系充電器の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-5 230V系蓄電池（RCIC）の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-6 A-115V系蓄電池の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-7 B-115V系蓄電池の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-8 B1-115V系蓄電池（SA）の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-9 SA用 115V系蓄電池の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-10 高圧炉心スプレイ系蓄電池の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-3-11 原子炉中性子計装用蓄電池の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-1 230V系充電器（RCIC）の耐震性についての計算書 
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表 1－1 盤の工認添付書類の関連図書（3/3） 

Ⅵ-2-10-1-4-2 A-115V系充電器の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-3 B-115V系充電器の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-4 高圧炉心スプレイ系充電器・直流盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-5 原子炉中性子計装用充電器の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-6 メタルクラッド開閉装置の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-7 ロードセンタの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-8 コントロールセンタの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-9 動力変圧器の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-10 緊急用メタクラの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-11 緊急用メタクラ接続プラグ盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-12 SAロードセンタの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-13 SAコントロールセンタの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-17 充電器電源切替盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-18 緊急時対策所 発電機接続プラグ盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-19 緊急時対策所 低圧受電盤・低圧母線盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-20 緊急時対策所 低圧分電盤 1の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-21 緊急時対策所 低圧分電盤 2の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-22 A-115V系直流盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-23 B-115V系直流盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-25 230V系直流盤（常用）の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-27 緊急時対策所 無停電交流電源装置の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-28 緊急時対策所 無停電分電盤 1の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-29 緊急時対策所 直流 115V充電器の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-31 原子炉中性子計装用分電盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-32 SA対策設備用分電盤（2）の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-別添 1-2-2 火災受信機盤の耐震性についての計算書 
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表 1－2 計装ラックの工認添付書類の関連図書 

Ⅵ-2-6-5-3 残留熱除去ポンプ出口圧力の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-4 低圧炉心スプレイポンプ出口圧力の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-7 残留熱除去ポンプ出口流量の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-8 原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-9 高圧炉心スプレイポンプ出口流量の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-10 低圧炉心スプレイポンプ出口流量の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-16 原子炉圧力の耐震性についての計算書（その１） 

Ⅵ-2-6-5-18 原子炉水位(広帯域)の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-19 原子炉水位(燃料域)の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-20 原子炉水位(狭帯域)の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-22 ドライウェル圧力の耐震性についての計算書（その１） 

Ⅵ-2-6-5-23 サプレッションチェンバ圧力の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-32 格納容器酸素濃度の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-33 格納容器酸素濃度(ＳＡ)の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-34 格納容器水素濃度の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-35 格納容器水素濃度(ＳＡ)の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-46 ドライウェル圧力の耐震性についての計算書（その２） 

Ⅵ-2-6-5-50 主蒸気管流量大の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-5-51 ドライウェル圧力の耐震性についての計算書（その３） 

Ⅵ-2-6-5-52 ドライウェル圧力の耐震性についての計算書（その４） 

Ⅵ-2-6-5-53 ドライウェル圧力の耐震性についての計算書（その５） 

Ⅵ-2-6-7-1-5 残留熱除去系熱交換器冷却水流量の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-7 原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-8 高圧炉心スプレイポンプ出口圧力の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-12 
格納容器ガスサンプリング装置(格納容器水素濃度(SA)及び格納容器

酸素濃度 (ＳＡ))の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-13 

格納容器ガスサンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格

納容器酸素濃度（Ｂ系））（B－原子炉格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラ

ック）の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-14 

格納容器ガスサンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格

納容器酸素濃度（Ｂ系））（B－原子炉格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ク

ーララック）の耐震性についての計算書 

 

2. 電気盤等の溶接部評価 

2.1 構造計画 

盤の構造計画を表 2－1に，計装ラックの構造計画を表 2－2に示す。 
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表 2－1 盤の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

盤は，取付ボルトにてチ

ャンネルベースに設置す

る。 

チャンネルベースは，溶

接にて埋込金物又は後打

金物に固定する。 

 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（短辺方向）

側面

チャンネルベース

（長辺方向）

取付ボルト

正面

床

盤

埋込金物
(後打金物)

溶接

（正面図） （側面図） 



  

 

6 

表 2－2 計装ラックの構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

計装ラックは，ラック取

付ボルトにてチャンネル

ベースに設置する。 

チャンネルベースは，溶

接にて埋込金物又は後打

金物に固定する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組

み合わせた直立形計

装ラック） 

 

 

 

 

床 

チャンネルベース 

（正面図） 

ラック 

取付ボルト 

（側面図） 

計装ラック 

溶接 

埋込金物 

（後打金物） 
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2.2 代表設備の選定 

電気盤等の溶接部の構造強度の確認に際して，耐震評価上厳しいと考えられる設備を代表と

して，耐震評価を行う。代表の選定にあたっては，以下を考慮する。 

・電気盤等の構造 

・チャンネルベースを含む電気盤等の総質量 

・設計震度 

電気盤等の構造は金物に対してチャンネルベースを溶接する構成は共通であるため，金物一

枚当たりで負担する質量が大きく，設計震度が大きい「緊急時対策所 無停電交流電源装置」

及び「格納容器ガスサンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度（Ｂ

系））（B－原子炉格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）」を評価対象として選定する。 

 

2.3 適応規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

a 溶接部の有効のど厚 mm 

Ａｗ 溶接部の有効断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ ＊  設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 

Ｆｗ 溶接部に作用する引張力 N 

ƒｓｍ せん断力のみを受ける溶接部の許容せん断応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 据付面から重心までの距離 mm 

′ 溶接有効長さ mm 

1 重心と溶接間の水平方向距離＊ mm 

2 重心と溶接間の水平方向距離＊ mm 

ｍ 電気盤等の総質量（チャンネルベース含） kg 

ｎ 溶接数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する溶接数 ― 

Ｑｗ 溶接部に作用するせん断力 N 

ｓ 溶接脚長 mm 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

σ 溶接部に生じるせん断応力 MPa 

σｗ 溶接部に生じる引張力により発生するせん断応力 MPa 

τｗ 溶接部に生じるせん断力により発生するせん断応力 MPa 

注記＊：１≦２ 
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2.5 評価方針 

電気盤等の溶接部の強度評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す電気盤等の構造を踏まえ「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で測定した固有周期に基づく設計用地

震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

電気盤等の溶接部の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 電気盤等の溶接部の耐震評価フロー 

 

 

 

 

電気盤等の溶接部の構造強度評価 

 

地震時における応力 

 

固有周期 

 

設計用地震力 
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3. 評価部位 

電気盤等の溶接部の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき実施する。 

代表盤：緊急時対策所 無停電交流電源装置の溶接部の概略を図 3－1に，代表計装ラック：

格納容器ガスサンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度（Ｂ系））（B

－原子炉格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）の溶接部の概略を図 3－2示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 緊急時対策所 無停電交流電源装置の溶接部の概要図 

 

（短辺方向）

側面

（長辺方向）

取付ボルト

正面

床

盤

チャンネルベース

埋込金物

溶接

上面

（平面図） 

 

（正面図） 

 

（側面図） 
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図 3－2 格納容器ガスサンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度 

（Ｂ系））（B－原子炉格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）の溶接部の概要図

（平面図） 

  

（正面図） 

  

（側面図） 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の確認 

電気盤等の固有周期は，Ⅵ-2-10-1-4-27 「緊急時対策所 無停電交流電源装置の耐震性に

ついての計算書」及びⅥ-2-6-7-1-13 「格納容器ガスサンプリング装置（格納容器水素濃度

（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度（Ｂ系））（B－原子炉格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）の耐

震性についての計算書」に基づき，それぞれ剛構造であることを確認している。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 電気盤等（チャンネルベースを含む）の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は電気盤等に対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。また，水平

方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

(3) 電気盤等は溶接により床面に固定されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向は，計算モデルにおける短辺方向及び長辺方向について検討し，本資料には結

果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 電気盤等（チャンネルベースを含む）の重心位置については，転倒方向を考慮して，計

算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行う。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

電気盤等の溶接部の荷重の組合せ及び許容応力状態は, Ⅵ-2-10-1-4-27 「緊急時対策

所無停電交流電源装置の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-6-7-1-13 「格納容器ガスサ

ンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度（Ｂ系））（B－原子炉

格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）の耐震性についての計算書」に基づき,代表盤及び代

表計装ラックと同じ設定とする。 

 

5.2.2 許容応力 

電気盤等の溶接部の許容応力は，Ⅵ-2-1-9 「機能維持の基本方針」に基づき表 5－1の

とおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

電気盤等の溶接部の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 5－2に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－3に示す。 
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表 5－1 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

一次応力 

せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｓ ＊

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－2 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

溶接部 

（格納容器ガスサンプリング

装置（格納容器水素濃度（Ｂ

系）及び格納容器酸素濃度

（Ｂ系））（B－原子炉格納容器

Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）） 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

溶接部 

（緊急時対策所 無停電交流

電源装置） 

SS400 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

溶接部 

（格納容器ガスサンプリング

装置（格納容器水素濃度（Ｂ

系）及び格納容器酸素濃度

（Ｂ系））（B－原子炉格納容器

Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）） 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

緊急時対策所 無停電交流電源装置の評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に，格納容器ガ

スサンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度（Ｂ系））（B－原子炉格

納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）の評価に用いる設計用地震力を表 5－5に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－4 緊急時対策所 無停電交流電源装置の設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

緊急時対策所 

EL 50.25＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

― ― ＣＨ＝2.90＊2 ＣＶ＝1.41＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

 

表 5－5 格納容器ガスサンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度（Ｂ

系））（B－原子炉格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）の設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

原子炉建物 

EL 34.8＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＨ＝1.56＊2 ＣＶ＝1.31＊2 ＣＨ＝2.07＊3 ＣＶ＝2.39＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 溶接部の計算方法 

溶接部の応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

により発生するせん断応力及びせん断力により発生するせん断応力について計算す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－1 計算モデル（溶接部）（長辺方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－2 計算モデル（溶接部）（短辺方向転倒） 
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盤
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(1) 引張力により発生するせん断応力

溶接部に対する引張力は，図5－1及び図5－2で最外列の溶接部を支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｗ  ＝ 
ｍ・g・ＣＨ・ｈ －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・２

ｎｆ・(１＋２)
··········· (5.4.1.1.1)

引張力により発生するせん断応力 

σｗ ＝ 
Ｆｗ

Ａｗ
 ·············································· (5.4.1.1.2)

ここで，溶接部の有効断面積Ａｗは次式により求める。 

Ａｗ ＝ ａ・′  ············································ (5.4.1.1.3) 

ただし，溶接部の有効のど厚ａは次式により求める。 

ａ ＝ 0.7・ｓ  ············································· (5.4.1.1.4) 

(2) せん断力により発生するせん断応力

溶接部に対するせん断力は，溶接部全数で受けるものとして計算する。

せん断力

Ｑｗ ＝ ｍ・g・ＣＨ  ········································· (5.4.1.1.5) 

せん断力により発生するせん断応力 

τｗ ＝ 
Ｑｗ

ｎ・Ａｗ
········································ (5.4.1.1.6)

(3) 溶接部に生じるせん断応力

溶接に対するせん断応力は，各せん断応力を足し合わせたものとして計算する。

σ ＝  (σｗ)2 + (τｗ)2   ································ (5.4.1.1.7) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 溶接部の応力計算条件 

溶接部の応力計算に用いる計算条件は，本資料の【緊急時対策所 無停電交流電源装

置（R46-P0800）溶接部の耐震性についての計算結果】及び【格納容器ガスサンプリン

グ装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度（Ｂ系））（B－原子炉格納容

器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）溶接部の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器

要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 溶接部の応力評価 

5.4.1.1項で求めた溶接部にかかるせん断応力は，許容せん断応力 ƒｓｍ以下で

あること。ただし，ƒｓｍは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓｍ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ ＊

1.5・ 3
・1.5
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

電気盤等の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

電気盤等の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【緊急時対策所  無停電交流電源装置（ R46-P0800）溶接部の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急時対策所 

無停電交流電源装置 

（R46-P0800） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

緊急時対策所 

EL 50.25＊1 
― ― ＣＨ＝2.90＊2 ＣＶ＝1.41＊2 40 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 
(mm) 

ｓ 
(mm) 

ａ 
(mm) 

′
(mm)

Ａｗ

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

溶接部 1176 6.5 4.6 87 395.9 14 
245 

（厚さ≦16mm） 

400 

（厚さ≦16mm） 

部材 
１＊

(mm)

２＊

(mm)
ｎｆ＊ 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

溶接部 

597 623 7 

― 280 ― 長辺方向 

2186 2214 2 

 注記＊：溶接部の機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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1.3 計算数値 

1.3.1 溶接部に作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｗ Ｑｗ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― ― 

1.4 結論 

1.4.1 溶接部の応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS400 せん断 ― ― σ ＝121 ƒｓｍ＝161 

すべて許容応力以下である。 
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ｍ g

転倒方向

21

（1≦2）

溶接部

ｈＡ Ａ

チャンネルベース

Ａ～Ａ矢視図

ｈ

21

（1≦2）

ｍ g

正面

（長辺方向）

側面

（短辺方向）

溶接部

ｓ

ａ
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【格納容器ガスサンプリング装置（格納容器水素濃度（Ｂ系）及び格納容器酸素濃度（Ｂ系））（B－原子炉格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計ラック）溶接部の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器ガスサンプリング

装置（格納容器水素濃度

（Ｂ系）及び格納容器酸素

濃度（Ｂ系））（B－原子炉

格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計

ラック）

（2RSR-3-3B） 

Ｓ 
原子炉建物 

EL 34.8＊1 
ＣＨ＝1.56＊2 ＣＶ＝1.31＊2 ＣＨ＝2.07＊3 ＣＶ＝2.39＊3 50 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 
(mm) 

ｓ 
(mm) 

ａ 
(mm) 

′
(mm)

Ａｗ

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

溶接部 870 5 3.5 150 525.0 10 
241 

（厚さ≦16mm） 

394 

（厚さ≦16mm） 

部材 
１＊

(mm)

２＊

(mm)
ｎｆ＊ 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

溶接部 

275 325 5 

241 276 短辺方向 短辺方向 

1565 2036 2 

注記＊：溶接部の機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 溶接部に作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｗ Ｑｗ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 

1.4 結論 

1.4.1 溶接部の応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS400 せん断 σ ＝25 ƒｓｍ＝139 σ ＝38 ƒｓｍ＝159 

すべて許容応力以下である。 
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１ ２ 

溶接部 

（１≦２）

ｍ g 

ｈ
 

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 

（１≦２）

２ １

Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

正面 

（長辺方向） 

溶接部 

ｓ 

ａ

Ａ 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器ガスサンプリング

装置（格納容器水素濃度

（Ｂ系）及び格納容器酸素

濃度（Ｂ系））（B－原子炉

格納容器Ｈ２・Ｏ２分析計

ラック）

（2RSR-3-3B） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL 34.8＊1 
― ― ＣＨ＝2.07＊2 ＣＶ＝2.39＊2 50 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 
(mm) 

ｓ 
(mm) 

ａ 
(mm) 

′
(mm)

Ａｗ

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

溶接部 870 5 3.5 150 525.0 10 
241 

（厚さ≦16mm） 

394 

（厚さ≦16mm） 

部材 
１＊

(mm)

２＊

(mm)
ｎｆ＊ 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

溶接部 

275 325 5 

― 276 ― 短辺方向 

1565 2036 2 

注記＊：溶接部の機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 溶接部に作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｗ Ｑｗ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― ― 

1.4 結論 

1.4.1 溶接部の応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS400 せん断 ― σ ＝38 ƒｓｍ＝159 

すべて許容応力以下である。 
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１ ２ 

溶接部 

（１≦２）

ｍ g 

ｈ
 

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 

（１≦２）

２ １

Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

正面 

（長辺方向） 

溶接部 

ｓ 

ａ

Ａ 
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1. はじめに

本資料では，ほう酸水注入ポンプの動的機能維持要求の考え方を示し，停止時を想定し

た動的機能維持評価が可能であることを説明する。 

なお，本資料が関連する工認図書は以下のとおりである。 

・「Ⅵ-2-6-4-1-1 ほう酸水注入ポンプの耐震性についての計算書」

2. ほう酸水注入ポンプの動的機能維持要求の考え方

設計基準対象設備（以下「ＤＢ設備」という。）は，従前からＪＥＡＧ４６０１-1984

（参考１参照）に基づき動的機能維持が要求される設備を整理した上で，動的機能維持評

価を実施している。ＤＢ設備としてのほう酸水注入ポンプは，ＪＥＡＧ４６０１-1984にお

いて動的機能維持が要求される設備には該当せず，島根３号機建設工認における動的機能

維持評価実績＊1においても，ほう酸水注入ポンプは動的機能維持評価対象外である。ＪＥ

ＡＧ４６０１を見直して制定されたＪＥＡＣ４６０１-2008（参考２参照）において「ほう

酸水注入系（BWR）の耐震クラスについて」の解説として「BWRについては，制御棒の挿入

のみにより冷温停止状態への移行が可能であり，基準地震動Ｓｓに対してほう酸水注入系

の機能維持する安全上の要求はない。しかしながら，ほう酸水注入系が安全機能の重要度

分類においてMS-1に属していることを考慮し，構造強度についてはＳクラスに準じて取り

扱うこととする。」という考え方が示されており，この考え方はＪＥＡＧ４６０１-1984に

おいても同様であると考えられる。 

一方，重大事故等対処設備（以下「ＳＡ設備」という。）としてのほう酸水注入ポンプ

の動的機能維持要求については，補足-027-10-31「重大事故等対処設備の動的機能維持要

求の整理について」に従い，「事象発生からの期間を限定せず動作が必要な機器」として

地震後機能維持が要求される。ただし，重大事故等は「地震の独立事象」として扱ってお

り，ほう酸水注入ポンプの運転を想定する時間は，約 時間であることから，地震荷重

との組合せが不要な期間（10－2 年＊2）より短時間であり，停止時を想定した評価が可能で

ある。 

ＤＢ設備及びＳＡ設備としてのほう酸水注入ポンプの動的機能維持要求を表１に示す。

注記＊1：島根原子力発電所第3号機 第5回工事計画認可申請書（島原建技第52号平成20 

 年5月30日）Ⅳ-2-11「申請設備に係る動的機能維持に関する説明書」 

＊2：補足-023-06「重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と地震の組合

せについて」に記載 

3. ほう酸水注入ポンプの動的機能維持評価について

ほう酸水注入ポンプの動的機能維持要求は表1に示すとおりであり，ＳＡ設備としての地

震後機能維持（停止時）が要求されることから，停止時を想定した動的機能維持評価を行

う。 
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表1 ほう酸水注入ポンプの動的機能維持要求について 

動作時期 ＤＢ設備 ＳＡ設備 

事象発生後

長期 

動的機能維持 

要求無し 

β：地震後機能維持（停止時） 

運転を想定する時間は約 時間であり，地震荷重との組合

せが不要な期間（10－2 年）より短時間である。 
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参考１ ＪＥＡＧ４６０１-1984 抜粋
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参考２ ＪＥＡＣ４６０１-2008 抜粋
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1. はじめに 

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」に示すとおり，サプレ

ッションチェンバに作用する地震力はスペクトルモーダル解析を用いて算出する。このた

め，解析から得られたサプレッションチェンバの応答加速度を用いて，サプレッションチェ

ンバ内に設置される機器・配管を評価するための設計用震度は作成できるが，設計用床応答

スペクトルは作成できない。 

以上より，サプレッションチェンバ内に設置される機器・配管のうち，固有周期が 0.05

秒以下であり剛構造である機器・配管については，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作

成方針」に記載している「サプレッションチェンバ」又は「サプレッションチェンバ（補強

リング及びサポート）」の設計用震度を用いて耐震評価を実施する。一方，サプレッション

チェンバの設計用床応答スペクトルは作成しないため，固有周期が 0.05 秒を超え柔構造と

なる機器・配管については，サプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポート

と連成させた３次元はりモデルを作成し，地震応答解析から得られた地震力を用いて耐震評

価を実施する。 

本資料は，上記のとおり，サプレッションチェンバ内に設置される機器・配管は設備ごと

に適用する耐震条件が異なることから，サプレッションチェンバ内に設置される機器・配管

の耐震条件について，補足説明するものである。 

なお，本資料が関連する図書は以下のとおりである。 

 

・Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」 

・Ⅵ-2-5-3-1-2「管の耐震性についての計算書（主蒸気系）」 

・Ⅵ-2-5-4-1-3「残留熱除去系ストレーナの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-4-1-4「管の耐震性についての計算書（残留熱除去系）」 

・Ⅵ-2-5-4-1-5「ストレーナ部ティーの耐震性についての計算書（残留熱除去系）」 

・Ⅵ-2-5-4-1-6「残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-4-1-7「残留熱除去系ストレーナ取付部サポートの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-5-1-2「高圧炉心スプレイ系ストレーナの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-5-1-3「管の耐震性についての計算書（高圧炉心スプレイ系）」 

・Ⅵ-2-5-5-1-4「ストレーナ部ティーの耐震性についての計算書（高圧炉心スプレイ系）」 

・Ⅵ-2-5-5-1-5「高圧炉心スプレイ系ストレーナ取付部コネクタの耐震性についての計算

書」 

・Ⅵ-2-5-5-1-6「高圧炉心スプレイ系ストレーナ取付部サポートの耐震性についての計算

書」 

・Ⅵ-2-5-5-2-2「低圧炉心スプレイ系ストレーナの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-5-2-3「管の耐震性についての計算書（低圧炉心スプレイ系）」 

・Ⅵ-2-5-5-2-4「ストレーナ部ティーの耐震性についての計算書（低圧炉心スプレイ系）」 

・Ⅵ-2-5-5-2-5「低圧炉心スプレイ系ストレーナ取付部コネクタの耐震性についての計算

書」 
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・Ⅵ-2-5-5-2-6「低圧炉心スプレイ系ストレーナ取付部サポートの耐震性についての計算

書」 

・Ⅵ-2-5-5-3-2「管の耐震性についての計算書（高圧原子炉代替注水系）」 

・Ⅵ-2-5-5-4-1「原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-6-1-3「管の耐震性についての計算書（原子炉隔離時冷却系）」 

・Ⅵ-2-5-6-1-4「ストレーナ部ティーの耐震性についての計算書（原子炉隔離時冷却系）」 

・Ⅵ-2-6-5-24「サプレッションプール水温度の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-6-5-30「サプレッションチェンバ温度（ＳＡ）の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-6-5-31「サプレッションプール水温度（ＳＡ）の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-9-2-8「サプレッションチェンバアクセスハッチの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-9-4-4-1-2「サプレッションチェンバスプレイ管の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-9-4-4-4-2「管の耐震性についての計算書（残留熱代替除去系）」 

・Ⅵ-2-9-4-5-1-1「管の耐震性についての計算書（非常用ガス処理系）」 

・Ⅵ-2-9-4-5-2-1「管の耐震性についての計算書（可燃性ガス濃度制御系）」 

・Ⅵ-2-9-4-5-4-1「管の耐震性についての計算書（窒素ガス代替注入系）」 

・Ⅵ-2-9-4-6-1-1「管の耐震性についての計算書（窒素ガス制御系）」 

・Ⅵ-2-9-4-7-1-1「管の耐震性についての計算書（格納容器フィルタベント系）」 

・補足-027-10-14「配管解析における重心位置スペクトル法の適用について」 

・補足-027-10-45「サプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポートの耐震

評価手法について」 
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2. サプレッションチェンバ内に設置される柔構造の機器・配管の評価概要

サプレッションチェンバ内に設置される柔構造の機器・配管を表 2－1に示す。表 2－1に

示す機器・配管は，サプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポートとの連成

モデルを作成し，スペクトルモーダル解析にて耐震評価を実施する。なお，高圧炉心スプレ

イ系及び低圧炉心スプレイ系の各設備は，残留熱除去系と同形状であることから，各系統で

最大となる荷重条件を用いて，評価結果を残留熱除去系の計算書に代表して記載している。

そのため，表 2－1には残留熱除去系の計算書のみを代表して記載する。 

表 2－1 サプレッションチェンバ内に設置され柔構造である機器・配管 

（連成モデルを作成して耐震評価を実施する機器・配管） 

図書番号 機器名 固有周期(s)＊1 
解析モデルを記載 

している耐震計算書 

Ⅵ-2-5-4-1-3 残留熱除去系ストレーナ＊2 

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッシ

ョンチェンバの耐震性

についての計算書 

Ⅵ-2-5-4-1-5 
ストレーナ部ティー（残留

熱除去系）＊2 

Ⅵ-2-5-4-1-6 
残留熱除去系ストレーナ取

付部コネクタ＊2 

Ⅵ-2-5-4-1-7 
残留熱除去系ストレーナ取

付部サポート＊2 

Ⅵ-2-9-4-4-1-2 
サプレッションチェンバス

プレイ管 

Ⅵ-2-9-4-4-1-2「サプレ

ッションチェンバスプ

レイ管の耐震性につい

ての計算書」 

注記＊1：水平方向及び鉛直方向の 1次固有周期のうち，大きい方を記載 

＊2：高圧炉心スプレイ系及び低圧炉心スプレイ系を含む。 
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3. サプレッションチェンバ内に設置される剛構造の機器の評価概要

サプレッションチェンバ内に設置される剛構造の機器を表 3－1に示す。表 3－1に示す

機器は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に記載している「サプレッショ

ンチェンバ」又は「サプレッションチェンバ（補強リング及びサポート）」の設計用震度を

用いて耐震評価を実施する。 

表 3－1 サプレッションチェンバ内に設置され剛構造である機器 

（設計用震度を用いて耐震評価を実施する機器） 

図書番号 機器名 固有周期 (s)＊1 据付場所＊2 

Ⅵ-2-5-5-4-1 
原子炉隔離時冷却系スト

レーナ
サプレッションチェンバ

Ⅵ-2-5-6-1-4 
ストレーナ部ティー（原

子炉隔離時冷却系） 

Ⅵ-2-6-5-24 
サプレッションプール水

温度 

サプレッションチェンバ

（補強リング及びサポート） 

Ⅵ-2-6-5-30 
サプレッションチェンバ

温度（ＳＡ） 

サプレッションチェンバ

（補強リング及びサポート） 

Ⅵ-2-6-5-31 
サプレッションプール水

温度（ＳＡ） 

サプレッションチェンバ

（補強リング及びサポート） 

Ⅵ-2-9-2-8 
サプレッションチェンバ

アクセスハッチ
サプレッションチェンバ

注記＊1：水平方向及び鉛直方向の 1次固有周期のうち，大きい方を記載 

＊2：Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に記載の構造物名を示す。 
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4. サプレッションチェンバ内に設置される剛構造の配管の評価概要及びサプレッションチ

ェンバ外に接続される配管の評価概要 

4.1 サプレッションチェンバ接続配管の配置概要 

サプレッションチェンバ内に設置される剛構造の配管及びサプレッションチェンバ外に

接続される配管（以下「サプレッションチェンバ接続配管」という。）は，大別すると以下

の 4パターンとなる。サプレッションチェンバ接続配管の配置概要を図 4.1-1に，サプレッ

ションチェンバ接続配管を含む耐震計算書，配管モデル及び各パターンとの対応を表 4.1-1

に示す。 

 

・パターンＡ：原子炉建物内～サプレッションチェンバ貫通部 

・パターンＢ：サプレッションチェンバ貫通部～サプレッションチェンバ内 

・パターンＣ：原子炉格納容器内～ベント管貫通部 

・パターンＤ：ベント管貫通部～サプレッションチェンバ内 

 

 

図 4.1-1 サプレッションチェンバ接続配管の配置概要 

  

原子炉建物

原子炉格納容器

サプレッション
チェンバ

ベント管

原子炉圧力容器

ガンマ線遮蔽壁

パターンＤ

パターンＢ

パターンＣ

パターンＡ

配管サポート

配管貫通部

パターンＣの配管

パターンＤの配管
パターンＢの配管

パターンＡの配管
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表 4.1-1 サプレッションチェンバ接続配管を含む耐震計算書， 

配管モデル及び各パターンとの対応 

管の耐震性についての計算書 
配管モデル パターン 

図書番号 系統名 

Ⅵ-2-5-3-1-2 主蒸気系 

MS-PD-1 Ｃ 

MS-PD-2 Ｃ 

MS-PD-3 Ｃ 

MS-PD-4 Ｃ 

MS-PS-6 Ｄ 

MS-PS-7 Ｄ 

MS-PS-8 Ｄ 

MS-PS-9 Ｄ 

MS-PS-10 Ｄ 

MS-PS-11 Ｄ 

MS-PS-12 Ｄ 

MS-PS-13 Ｄ 

MS-PS-14 Ｄ 

MS-PS-15 Ｄ 

MS-PS-16 Ｄ 

MS-PS-17 Ｄ 

Ⅵ-2-5-4-1-4 残留熱除去系 

RHR-R-1 Ａ 

RHR-R-6 Ａ 

RHR-R-7 Ａ 

RHR-R-12 Ａ 

RHR-R-14 Ａ 

RHR-PS-9 Ｂ 

RHR-PS-10 Ｂ 

Ⅵ-2-5-4-1-4 

Ⅵ-2-9-4-4-4-2 

残留熱除去系 

残留熱代替除去系 
RHR-R-2 Ａ 

Ⅵ-2-5-4-1-4 

Ⅵ-2-5-5-3-2 

残留熱除去系 

高圧原子炉代替注水系 
RHR-R-3 Ａ 

Ⅵ-2-5-5-1-3 高圧炉心スプレイ系 HPCS-R-1 Ａ 

Ⅵ-2-5-5-2-3 低圧炉心スプレイ系 LPCS-R-1 Ａ 

Ⅵ-2-5-6-1-3 原子炉隔離時冷却系 
RCIC-R-1 Ａ 

RCIC-PS-2 Ｂ 

Ⅵ-2-5-6-1-3 

Ⅵ-2-5-5-3-2 

原子炉隔離時冷却系 

高圧原子炉代替注水系 
RCIC-R-4 Ａ 

Ⅵ-2-9-4-5-1-1 

Ⅵ-2-9-4-7-1-1 

非常用ガス処理系 

格納容器フィルタベント系 
SGT-R-1 Ａ 

Ⅵ-2-9-4-5-2-1 可燃性ガス濃度制御系 
FCS-R-3 Ａ 

FCS-R-4 Ａ 

Ⅵ-2-9-4-5-4-1 窒素ガス代替注入系 ANI-R-6SP Ａ 

Ⅵ-2-9-4-6-1-1 窒素ガス制御系 NGC-R-1 Ａ 

  



7 

4.2 適用する耐震条件 

以下にサプレッションチェンバ接続配管の耐震条件の設定手順を示す。また，サプレッ

ションチェンバ接続配管の耐震条件の概要を表 4.2-1 に，具体的な耐震条件についてパ

ターン毎に 4.2.1～4.2.4項に示す。 

 

〇耐震条件の設定手順 

STEP1：建物・構築物ごとの耐震支持点数を確認。 

STEP2：最も耐震支持点数の多い建物・構築物を選定。 

STEP3：配管モデルの重心位置を算出し，当該建物・構築物のうち，重心位置の上階の質

点を選定する。 

STEP4：配管系に生じる建物・構築物間相対変位を確認し，変位量を設定する。 

 

表 4.2-1 サプレッションチェンバ接続配管の耐震条件の概要 

パターン 設置位置 
地震応答 

加速度 
相対変位 構造 

パターン

Ａ 

原子炉建物内～ 

サプレッションチェンバ貫通部 

（サプレッションチェンバ外） 

原子炉建物 

サプレッショ

ンチェンバと

の相対変位＊1 

剛構造 

柔構造 

パターン

Ｂ 

サプレッションチェンバ貫通部

～サプレッションチェンバ内 

（サプレッションチェンバ内） 

サプレッショ

ンチェンバ 
― 剛構造 

パターン

Ｃ 

原子炉格納容器内～ 

ベント管貫通部 

（サプレッションチェンバ外） 

ガンマ線 

遮蔽壁 

ベント管との 

相対変位＊2 
柔構造 

パターン

Ｄ 

ベント管貫通部～ 

サプレッションチェンバ内 

（サプレッションチェンバ内） 

サプレッショ

ンチェンバ 

ベント管との 

相対変位＊2 
剛構造 

 注記＊1：サプレッションチェンバ接続部に入力する相対変位について示す。 

   ＊2：ベント管接続部に入力する相対変位について示す。 
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4.2.1 パターンＡ（原子炉建物内～サプレッションチェンバ貫通部） 

パターンＡのモデルは図 4.2.1-1及び図 4.2.1-2のとおり，片端がアンカ（機器等の

接続部含む），もう片端がサプレッションチェンバ接続部となるモデルである。設計用床

応答スペクトル及び設計用震度は主な支持点である原子炉建物の耐震条件を適用し，サ

プレッションチェンバとの接続点は相対変位を入力することでサプレッションチェンバ

の応答を表現する。 

なお，サプレッションチェンバの地震応答に関する影響について添付資料－１にて確

認した。 

 

 

図 4.2.1-1 パターンＡの配管モデルのイメージ図 

  

原子炉建物

サプレッションチェンバ
接続部

サプレッションチェンバ
との相対変位を入力

アンカ
（機器等の接続部含む）
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4.2.2 パターンＢ（サプレッションチェンバ貫通部～サプレッションチェンバ内） 

パターンＢのモデルは図 4.2.2-1及び図 4.2.2-2のとおり，片端がフリー端，もう片

端がサプレッションチェンバ接続部となるモデルである。設計用床応答スペクトル及び

設計用震度は全ての支持点がサプレッションチェンバに位置するため，サプレッション

チェンバの耐震条件を適用する。また，パターンＢは全ての支持点がサプレッションチ

ェンバであることから，相対変位の入力は不要である。なお，パターンＢの配管は全て

剛構造であるため，評価手法は 3項に記載の機器と同様である。 

図 4.2.2-1 パターンＢの配管モデルのイメージ図 

サプレッションチェンバ

サプレッションチェンバ
接続部
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4.2.3 パターンＣ（原子炉格納容器内～ベント管貫通部） 

パターンＣのモデルは図 4.2.3-1及び図 4.2.3-2のとおり，片端が原子炉圧力容器接

続部，もう片端がベント管貫通部に接続されるモデルである。設計用床応答スペクトル

及び設計用震度は主な支持点であるガンマ線遮蔽壁の耐震条件を適用する。なお，パタ

ーンＣはサプレッションチェンバに支持点を持たないことから，サプレッションチェン

バの耐震条件は適用していない。 

図 4.2.3-1 パターンＣの配管モデルのイメージ図 

原子炉圧力容器
接続部

ガンマ線遮蔽壁

ベント管貫通部

ベント管貫通部
との相対変位を入力

原子炉圧力容器
との相対変位を入力
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4.2.4 パターンＤ（ベント管貫通部～サプレッションチェンバ内） 

パターンＤのモデルは図 4.2.4-1及び図 4.2.4-2のとおり，片端がフリー端，もう片

端がベント管接続部となるモデルである。設計用床応答スペクトル及び設計用震度は主

な支持点であるサプレッションチェンバの耐震条件を適用し，ベント管との接続点は相

対変位を入力することでベント管の応答を表現する。なお，パターンＤの配管は全て剛

構造である。 

図 4.2.4-1 パターンＤの配管モデルのイメージ図 

サプレッションチェンバ

ベント管
接続部

ベント管
との相対変位を入力
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5. まとめ

2.～4.に記載のとおり，サプレッションチェンバに設置される機器・配管については，剛

構造の機器・配管と柔構造の機器・配管それぞれについて適切な耐震条件を適用している。
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添付資料－１ 

サプレッションチェンバ接続配管の地震応答に関する影響確認

1. 概要

島根２号機における配管系の評価は，主な支持点を有する建物・構築物等の地震応答加速度

を適用している。パターンＡ（原子炉建物内～サプレッションチェンバ貫通部）の配管におい

ても，設計用床応答スペクトル及び設計用震度は主な支持点である原子炉建物の地震応答加速

度を適用し，主な支持点を有する建物・構築物等でないサプレッションチェンバの地震応答加

速度は，系全体に影響するものではないことから耐震条件として入力していない。 

本資料は，サプレッションチェンバの地震応答を考慮してもサプレッションチェンバ接続配

管の耐震成立性への影響がないことを説明するものである。 

2. サプレッションチェンバの地震応答に関する影響確認方針

サプレッションチェンバ接続配管の耐震評価に対するサプレッションチェンバの地震応答

の影響に関して，今回工認におけるサプレッションチェンバ接続配管の耐震評価方法がより実

態に応じた評価方法であることを定量的に説明するため，サプレッションチェンバの地震応答

の影響が考えられる配管モデルに対し，より実態に応じた精緻な耐震評価として多入力時刻歴

応答解析による影響確認を行う。なお，パターンＢ及びパターンＤはサプレッションチェンバ

の地震応答加速度を入力としており，パターンＣはサプレッションチェンバに支持点を持たな

いことから，パターンＡの配管モデルについて影響を確認する。 

3. 地震応答解析方法

サプレッションチェンバと原子炉建物の時刻歴応答加速度を用いた多入力時刻歴応答解析

を行い，今回工認におけるサプレッションチェンバ接続配管の耐震評価結果と比較する。なお，

地震応答解析モデルにおいて複数の入力点に地震応答加速度を考慮することができる地震応

答解析手法として，多入力時刻歴応答解析に加えて多入力スペクトルモーダル解析があるが，

より実態に応じた精緻な解析を行う観点で，多入力時刻歴応答解析を用いた。 
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4. 多入力時刻歴応答解析における入力地震動 

サプレッションチェンバの地震応答加速度を考慮した多入力時刻歴応答解析に用いる入力

地震動は，サプレッションチェンバの 1 次固有周期で応答加速度が大きいＳｓ－Ｄ（詳細は

「サプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポートの耐震評価手法について（補

足-027-10-45）」を参照）とし，サプレッションチェンバとの接続位置にはサプレッションチ

ェンバの時刻歴加速度，原子炉建物で支持するサポートの位置には設置位置に応じた原子炉建

物の時刻歴加速度を入力する。 

 

5. 影響確認 

（a）確認対象配管モデル 

 サプレッションチェンバの応答影響を定量的に検討するため，以下の手順にて確認対象配

管モデルを選定する。 

【確認対象配管モデル選定手順】 

① スペクトルモーダル解析によるモード毎の応力の抽出 

パターンＡの配管モデル（計16モデル）について，サプレッションチェンバ近傍

（ペネ接続部から１つ目の２方向拘束点の間）で一次応力の裕度が最小となる評価点

の発生応力をモード及び方向毎に抽出。 

② 原子炉建物の床応答スペクトルから地震応答加速度を抽出 

 各モデルの固有周期毎に原子炉建物の床応答スペクトルから地震応答加速度を抽

出。 

③ 1.0G当たりの応力の算出 

 ①で抽出したスペクトルモーダル解析によるモード毎の応力を②の原子炉建物の

床応答スペクトルから抽出した地震応答加速度で除し，モード及び方向毎に1.0G当

たりの応力を算出。 

④ サプレッションチェンバの床応答スペクトルから地震応答加速度を抽出 

 各モデルの固有周期毎にサプレッションチェンバの床応答スペクトルから地震応答

加速度を抽出。 

⑤ S／C近傍推定応力の算出 

③で算出した1.0G当たりの応力に④のサプレッションチェンバの床応答スペクト

ルのから抽出した地震応答加速度を乗じた後，SRSS及びモード合成した応力（以下

「S／C近傍推定応力」という。）を算出し，その裕度が最小となる配管モデルを確

認対象配管モデルとして選定。ただし，一次＋二次応力の評価にて疲労評価を実施

している場合は疲労累積係数が最大の配管モデルを確認対象配管モデルとして選

定。 

 具体的な S／C 近傍推定応力の算定方法を添表 1に，確認対象配管モデル選定結果を添表

2に示す。添表 2のとおり，RHR-R-2を確認対象配管モデルとして選定した。 

 なお，添表 2 に示す配管のうち RHR-R-7，RHR-R-14 及び FCS-R-4 は，S／C 近傍推定応力

が大きいことから，S／C 近傍推定応力を低減させるため耐震補強工事を実施しており，添

表 2の値は耐震補強工事後の値である。 
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添表 1 S／C近傍推定応力の算定方法（RHR-R-2の例） 

ﾓｰﾄﾞ

固有周

期 

① ② ③ ④ ⑤ 

スペクトルモーダル解析

によるモード毎の応力＊1 

原子炉建物の 

床応答スペクトルの 

地震応答加速度 

1.0G当たりの応力 

(①／②)

サプレッションチェンバ

床応答スペクトルの

地震応答加速度 

S／C近傍推定応力の算出 

(③×④)

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 水平＊2 鉛直 水平 鉛直 
SRSS 

モード

合成＊3 X方向 Z方向 Y方向 X方向 Z方向 Y方向 X方向 Z方向 Y方向 X方向 Z方向 Y方向 X方向 Z方向 Y方向 

(S) (MPa) (MPa) (MPa) (G) (G) (G) (MPa) (MPa) (MPa) (G) (G) (G) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) 

1 2.06 1.33 1.13 3.03 2.94 2.77 0.68 0.46 0.41 7.75 7.75 3.37 5.27 3.56 1.38 6.51 

378.38 

2 7.94 12.82 0.51 3.13 3.13 3.07 2.54 4.10 0.17 11.01 11.01 3.54 27.96 45.13 0.60 53.10 

3 25.21 26.37 5.96 2.50 3.17 2.75 10.08 8.33 2.17 28.19 28.19 5.91 284.20 234.86 12.82 368.91 

4 0.04 0.04 0.06 2.52 3.21 2.72 0.02 0.02 0.03 33.10 33.10 7.20 0.66 0.66 0.22 0.96 

5 0.25 0.28 0.01 2.55 3.34 2.44 0.10 0.09 0.01 49.58 49.58 11.03 4.96 4.46 0.11 6.67 

6 0.00 0.46 0.00 2.59 3.45 2.19 0.00 0.14 0.00 56.01 56.01 12.91 0.00 7.84 0.00 7.84 

7 0.01 0.00 0.00 2.99 3.70 1.68 0.01 0.00 0.00 24.58 24.58 6.58 0.25 0.00 0.00 0.25 

8 0.00 0.00 0.03 3.03 3.77 1.94 0.00 0.00 0.02 17.09 17.09 6.01 0.00 0.00 0.12 0.12 

9 8.57 0.84 0.71 3.00 3.83 2.04 2.86 0.22 0.35 17.09 17.09 6.01 48.89 3.76 2.10 49.08 

10 0.15 0.91 0.35 2.37 3.50 2.64 0.07 0.27 0.14 7.56 7.56 17.04 0.53 2.04 2.39 3.18 

11 2.90 3.73 0.21 2.09 3.27 2.55 1.39 1.14 0.09 7.37 7.37 11.61 10.24 8.40 1.04 13.29 

12 4.93 13.96 1.75 2.09 3.24 2.46 2.37 4.31 0.72 7.31 7.31 9.34 17.33 31.51 6.72 36.58 

13 0.27 5.20 0.83 2.08 3.18 2.24 0.14 1.64 0.37 6.98 6.98 8.76 0.98 11.44 3.24 11.93 

14 0.05 0.16 0.03 1.74 2.49 2.44 0.03 0.07 0.02 5.82 5.82 5.54 0.17 0.41 0.11 0.46 

15 0.57 2.25 0.41 1.73 2.47 2.45 0.33 0.91 0.17 5.82 5.82 5.54 1.92 5.29 0.94 5.71 

16 0.04 0.02 0.05 1.72 2.23 2.47 0.03 0.02 0.03 5.65 5.65 4.80 0.17 0.11 0.14 0.25 

注記＊1：サプレッションチェンバ近傍（ペネ接続部から１つ目の２方向拘束点の間）で一次応力の裕度が最小となる評価点の発生応力をモード及び方向毎に抽出 

＊2：サプレッションチェンバの床応答スペクトルは，円筒座標系にて算出しており，①のスペクトルモーダル解析の座標軸と異なるため，水平方向（X方向及び Z方向） 

の地震応答加速度は，円筒座標系における水平方向（円周方向及び半径方向）の最大値とする。 

  ＊3：各モードの SRSSした応力を二乗和平方根にて足し合わせした応力 
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添表 2 確認対象配管モデル選定結果 

配管モデル 

一次応力 一次＋二次応力 

備考 
S／C近傍 

推定応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 
裕度 確認対象 

S／C近傍 

推定応力＊ 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 
裕度 

疲労累積

係数 
確認対象 

RHR-R-1 6 335 55.83 － 172 398 2.31 － －  

RHR-R-2 379 335 0.88 〇 912 398 0.43 1.0以上 〇  

RHR-R-3 127 335 2.63 － 343 398 1.16 － －  

RHR-R-6 54 363 6.72 － 228 414 1.81 － －  

RHR-R-7 95 363 3.82 － 241 420 1.74 － －  

RHR-R-12 109 363 3.33 － 295 414 1.4 － －  

RHR-R-14 10 363 36.3 － 79 420 5.31 － －  

HPCS-R-1 2 335 167.5 － 235 398 1.69 － －  

LPCS-R-1 207 335 1.61 － 547 398 0.72 0.4673 －  

RCIC-R-1 139 396 2.84 － 335 438 1.3 － －  

RCIC-R-4 36 363 10.08 － 223 418 1.87 － －  

SGT-R-1 31 363 11.7 － 322 386 1.19 － －  

FCS-R-3 84 363 4.32 － 362 438 1.2 － －  

FCS-R-4 17 363 21.35 － 164 438 2.67 － －  

ANI-R-6SP － 363 － － － 414 － － － 剛構造であるため，検討対象外 

NGC-R-1 10 335 33.5 － 94 438 4.65 － －  

注記＊：添表１の手法で算出した S／C 近傍推定応力の両振幅ベースの応力に，今回工認のスペクトルモーダル解析で得られた相対変位による応力を足

し合わせて算出した応力 
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（b）入力条件 

 RHR-R-2の多入力時刻歴解析の入力条件として，添図 1にサプレッションチェンバの時

刻歴加速度取り出し位置，添図 2に原子炉建物の時刻歴加速度取り出し位置，添図 3にサ

プレッションチェンバの時刻歴加速度，添図 4に原子炉建物の時刻歴加速度，添図 5に解

析モデルと時刻歴加速度入力位置の関係を示す。なお，4項のとおり，入力地震動はサプ

レッションチェンバの 1次固有周期で応答加速度が大きいＳｓ－Ｄとする。 

 

 

 

添図 1 サプレッションチェンバの時刻歴加速度取り出し位置 

NS 

EW 
UD 

：時刻歴加速度抽出点 
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添図 2 原子炉建物の時刻歴加速度取り出し位置（ＮＳ方向）（1／3） 

 

 

18

6

1

2

3

4

5

9

10

11

12

13

7

8

15

16

17

14

34

35

20

23

24

25

26

27

21

22

29

30

31

32

33

28

OW-13 IW-11 DW IW-3 OW-1

19 (18)

(6)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(7)

(8)

(15)

(16)

(17)

(14)

(34)

(20)

(23)

(24)

(25)

(26)

(27)

(21)

(22)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(28)

(19)

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 23.8

EL 30.5

EL 34.8

EL 42.8

EL 51.7

EL 63.5

EL 10.1

EL 15.3

(m)

：時刻歴加速度抽出点 

：サプレッションチェンバ 

設置位置 



 

添 1-7 

 

添図 2 原子炉建物の時刻歴加速度取り出し位置（ＥＷ方向）（2／3） 
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添図 2 原子炉建物の時刻歴加速度取り出し位置（鉛直方向）（3／3） 
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添図 3 時刻歴加速度（1／3） 

（Ｓｓ－Ｄ地震動，サプレッションチェンバ，ＮＳ方向，質点番号：153） 

 

添図 3 時刻歴加速度（2／3） 

（Ｓｓ－Ｄ地震動，サプレッションチェンバ，ＥＷ方向，質点番号：153） 

 

添図 3 時刻歴加速度（3／3） 

（Ｓｓ－Ｄ地震動，サプレッションチェンバ，ＵＤ方向，質点番号：153） 
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添図 4 時刻歴加速度（1／4） 

（Ｓｓ－Ｄ地震動，原子炉建物：EL 8.800m，ＮＳ方向，質点番号：5） 

 

添図 4 時刻歴加速度（2／4） 

（Ｓｓ－Ｄ地震動，原子炉建物：EL 8.800m，ＮＳ方向，質点番号：27） 

 

添図 4 時刻歴加速度（3／4） 

（Ｓｓ－Ｄ地震動，原子炉建物：EL 8.800m，ＥＷ方向，質点番号：28） 
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添図 4 時刻歴加速度（4／4） 

（Ｓｓ－Ｄ地震動，原子炉建物：EL 8.800m，ＵＤ方向，質点番号：14）
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添図 5 解析モデルと時刻歴加速度入力位置の関係（1／6） 
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添図 5 解析モデルと時刻歴加速度入力位置の関係（2／6） 
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添図 5 解析モデルと時刻歴加速度入力位置の関係（3／6） 
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添図 5 解析モデルと時刻歴加速度入力位置の関係（4／6） 
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添図 5 解析モデルと時刻歴加速度入力位置の関係（5／6） 
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添図 5 解析モデルと時刻歴加速度入力位置の関係（6／6） 
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（c）影響確認結果 

 RHR-R-2 の耐震評価に対するサプレッションチェンバの地震応答加速度に関する影響

確認として，サプレッションチェンバの地震応答加速度を考慮した多入力時刻歴応答解析

と今回工認の評価結果を添表 3に示す。 

サプレッションチェンバの地震応答加速度を考慮した多入力時刻歴応答解析による発

生応力は，今回工認の評価結果に比べて，一次応力と一次＋二次応力で増減はあるものの，

大きな差はなく，許容値を十分に満足することを確認した。 

なお，サプレッションチェンバの地震応答加速度を考慮した多入力時刻歴応答解析の一

次応力は 2.0 倍以上の高い裕度があるため，入力時刻歴の時間シフト及び時刻歴の位相

反転を考慮した解析においても許容値を満足すると考えられる。また，一次＋二次応力に

ついては，一定の裕度（裕度：1.39）があること，及び応力評価の裕度が 1.0を下回る場

合は疲労評価を実施する方針としており，疲労評価においては十分な裕度があることから

疲労累積係数は 1.0を下回ると考えられる。 

また，サプレッションチェンバの地震応答加速度を考慮した多入力時刻歴応答解析によ

る発生応力は，S／C近傍推定応力に比べて，半分以下の値となることを確認した。 
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添表 3 RHR-R-2の評価結果 

配管 

モデル 

一次応力 一次＋二次応力 

評価点 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 
裕度 評価点 

発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 
裕度 

疲労累積

係数 

サプレッションチェンバの 

地震応答加速度を考慮した 

多入力時刻歴応答解析 

27 147 335 2.27 27 283 394 1.39 ― 

今回工認 

（配管の重心位置等を考慮し

た原子炉建物の設計用床応答

スペクトルを適用したスペク

トルモーダル解析） 

27 141 335 2.37 21 294 394 1.34 ― 

（参考） 

S／C近傍推定応力 
3 379 335 0.88 3 912 398 0.43 1.0以上 
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（d）影響確認結果に対する考察 

 RHR-R-2 の固有周期とサプレッションチェンバの床応答スペクトルの関係を添図 6 に，

モード図を添図 7 に示す。なお，サプレッションチェンバは，円周方向と半径方向で応答

傾向が異なることから，直交座標系（ES方向及び NS方向）ではなく，円筒座標系（円周

方向及び半径方向）にて床応答スペクトルを作成した。添図 6のとおり，サプレッション

チェンバの床応答スペクトルは，水平が 0.085s，鉛直が 0.085s 及び 0.061s でピークを

持つ形状である。 

添表 1 のうち③の 1.0G 当たりの応力のとおり，RHR-R-2 のサプレッションチェンバ近

傍の 1.0G 当たりの応力は，全ての方向で 3 次モードが最大となる。また，3 次モードに

おいてはサプレッションチェンバの床応答スペクトルのピーク近傍のモードであるため，

サプレッションチェンバの地震応答加速度も比較的高くなる。このように RHR-R-2 は，

1.0G 当たりの応力が大きくなり，地震応答加速度が高くなるモードを有するため，サプ

レッションチェンバの地震応答加速度を考慮した多入力時刻歴応答解析で算出した応力

が，今回工認におけるスペクトルモーダル解析で算出した応力と同程度の応力になったと

考えられる。 

また，S／C 近傍推定応力は，サプレッションチェンバの床応答スペクトルを適用した

スペクトルモーダル解析結果と同等以上＊となる応力である。RHR-R-2 以外の配管モデル

は添表 2 のとおり S／C 近傍推定応力が許容応力を下回るため，RHR-R-2 以外の配管モデ

ルもサプレッションチェンバの床応答スペクトルを考慮した多入力のスペクトルモーダ

ル解析や時刻歴解析を実施しても許容応力を下回ると考えられる。 

なお，多入力時刻歴解析の最小裕度点がサプレッションチェンバから少し離れた位置に

あり，S／C 近傍推定応力の算出点と異なる質点であるが，原子炉建物の耐震条件の影響

（スペクトルモーダル解析で考慮済の条件）によるものであり，サプレッションチェンバ

の地震応答加速度に関する影響が大きいモデルは，上記のとおり以下の２つの条件が該当

するモードを有するモデルである。S／C 近傍推定応力はこの２つの条件を数値化したパ

ラメータであり，S／C 近傍推定応力が最も大きいモデルである RHR-R-2 をサプレッショ

ンチェンバの地震応答加速度に関する影響確認の代表として選定したことは妥当である。 

・サプレッションチェンバ近傍で応答する（サプレッションチェンバ近傍で 1.0G 当たり

の応力が大きい）モードを有する。 

・上記のモードが，サプレッションチェンバの床応答スペクトルのピーク又はピーク近傍

のモードである。 

 

注記＊：サプレッションチェンバの床応答スペクトルを適用したスペクトルモーダル解析

結果と同等になる手法であり，保守的な耐震条件を適用（円周方向及び半径方向

の最大値を水平震度として適用）していることから，サプレッションチェンバの

床応答スペクトルを適用したスペクトルモーダル解析結果と同等以上の応力とな

る。 

 



添
1
-21 

(a)スペクトル全体 (b)ピーク近傍と配管の固有周期

添図 6 RHR-R-2 の固有周期とサプレッションチェンバの床応答スペクトルの関係（半径方向）（1／3） 
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(a)スペクトル全体 (b)ピーク近傍と配管の固有周期

添図 6 RHR-R-2 の固有周期とサプレッションチェンバの床応答スペクトルの関係（円周方向）（2／3） 
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波形名：基準地震動Ｓｓ
構造物名：サプレッションチェンバ

減衰定数：2.0%
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(a)スペクトル全体 (b)ピーク近傍と配管の固有周期

添図 6 RHR-R-2 の固有周期とサプレッションチェンバの床応答スペクトルの関係（鉛直方向）（3／3） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，1次モード）（1／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，2次モード）（2／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，3次モード）（3／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，4次モード）（4／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，5次モード）（5／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，6次モード）（6／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，7次モード）（7／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，8次モード）（8／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，9次モード）（9／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，10次モード）（10／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，11次モード）（11／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，12次モード）（12／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，13次モード）（13／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，14次モード）（14／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，15次モード）（15／16） 
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添図 7 振動モード図（RHR-R-2，16次モード）（16／16） 
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6. 結言

 S／C近傍推定応力の算出の結果，RHR-R-2 以外は S／C 近傍推定応力が許容応力を下回る結

果となった。また，RHR-R-2 は，サプレッションチェンバの地震応答加速度を考慮した多入力

時刻歴応答解析を行い，多入力時刻歴応答解析による発生応力は，今回工認の評価結果に比べ

て大きな差はなく，許容値を十分に満足することを確認した。 

以上のことから，サプレッションチェンバの地震応答加速度による耐震性への影響はないこ

とを確認した。
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参考資料－１ 

 

サプレッションチェンバ接続配管の時刻歴解析手法について 

 

1 緒言 

 本書は，サプレッションチェンバ接続配管の影響評価として用いた多入力時刻歴応答

解析方法について示すものである。参図1に多入力時刻歴応答解析方法の評価概要を示

す。 

 

 

S ：一次応力 

P ：圧力 

Do ：管外径 

t ：管の厚さ 

i,i1,i2 ：応力係数 

Ma ：自重により生じるモーメント 

Mb ：地震を含めた短期荷重により生じるモーメント 

Z ：管の断面係数 

Sn ：一次＋二次応力 

Mb
＊
 ：地震の慣性力により生じるモーメントの全振幅 

Mc ：地震の相対変位により生じるモーメントの全振幅 

参図1 多入力時刻歴応答解析方法の評価概要 

 

サプレッションチェンバ及び原子炉建物の

時刻歴加速度 

時刻歴応答解析 

地震応答加速度によるモーメントMb及びMb
＊
 

相対変位によるモーメント Mc 

ＪＥＡＧ４６０１記載式から応力を算出 

一次応力： S=
PDo

4t
+
0.75iሺMa+Mbሻ

Z
 

一次＋二次応力： Sn=
0.75i1Mb＊ + i2Mc

Z
 

自重によるモーメント Ma 

自重解析（静解析） 
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2 多入力時刻歴応答解析の概要 

 配管の時刻歴応答解析（モーダル解析）の理論式を以下に示す。減衰は，モード減衰

として  を用いる。解析コードは，「MSC NASTRAN」を用いる。 

3 多入力時刻歴応答解析手法 

 多入力時刻歴応答解析では，基準とする入力点（基準入力点）に対する配管系の相対変

位及び入力点の相対変位を用いると，地震による慣性力を受ける配管系の運動方程式は以

下となる。 

                 bb0aaa xKxCyIM　xKxCxM
~~

  (１) 

 M ，  C ，  K ：配管系の質量，減衰，剛性マトリクス 

 I ：単位ベクトル 

 ax ：基準入力点に対する配管系の相対変位ベクトル 

 bx ：基準入力点に対する入力点の相対変位ベクトル 

0y ：基準入力点の絶対変位 

 C~ ：入力点の相対速度に対応した減衰マトリクス

 K~ ：入力点の相対変位に対応した剛性マトリクス

式（１）の左辺は地震による慣性力を受ける配管系の運動方程式である。右辺第一項

は，基準入力点の加速度を用いており，右辺第二項及び右辺第三項は，入力点の相対変

位，相対速度により生じる力を表している。式（１）は，単一入力の場合と同様に，モ

ード座標系の運動方程式に変換することが可能であり，今回の評価では，モード空間で

の連成した運動方程式に対して時間積分を行う方法を適用する。 

4 多入力の２自由度系の運動方程式の例 

多入力の時刻歴応答解析手法は，いくつかの定式化が可能であるが，前項に示した系

全体の絶対変位を「基準とする支持点の絶対変位」と「基準とする支持点からの相対変

位」の和で表す場合の定式化について，多入力の場合の２自由度系の運動方程式の例を

以下に示す。多入力の場合の２自由度系の概念図を参図2に示す。
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参図 2 多入力の場合の２自由度系 

  

  

 

   
質点 1 質点 2 

  

支持点 1 支持点 2 

  

, ：支持点１に対する各質点の相対変位  
 ：基準とする支持点 1の絶対変位 

 

 

 

 

 

, ：質量 

, , ：ばね定数 

, , ：減衰係数 

, ：支持点１に対する各支持点の相対変位 （ ） 
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地震による慣性力を受ける配管系の運動方程式を以下に示す。 

 

          0xxkxxkxxcxxcyxm a1a22b1a11a1a22b1a11a11    （２） 

          0xxkxxkxxcxxcyxm a2b23a1a22a2b23a1a22a22    （３） 

 

基準とする支持点 1に関する項を右辺に移項すると， 

 

    ymxkxcxkxkkxcxccxm 1b11b11a22a121a22a121a11
   （４） 

    ymxkxcxkkxkxccxcxm 2b23b23a232a12a232a12a22
   （５） 

 

となる。式（４）及び式（５）を行列で表現すると， 
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となる。 

ここで，質量マトリクスを  M ，入力点の相対速度に対応した減衰マトリクスを  C~ ，入

力点以外の相対速度に対応した減衰マトリクスを  C ，入力点の相対変位に対応した剛性

マトリクスを  K~ ，入力点以外の相対変位に対応した剛性マトリクスを  K とし，ベクトル 

については，{𝑋𝑎} = {
𝑋𝑎1
𝑋𝑎2

}，{𝑋𝑏} = {
𝑋𝑏1
𝑋𝑏2

}にて記述した上でこれらを右辺に移項すると，以

下の式となる。 

                bbaaa x]K[xCyIMxKxCxM
~~

   （７） 

 

式（７）の左辺は質点の変位ｘaで表されるため各質点の応答を示した運動方程式

であり，右辺は支持点の変位ｘb及びｙで表されるため系への入力を示した運動方程

式である。なお，この式は前項に示す式（１）と同様の方程式となる。 

式（７）を解くと慣性力成分（一次応力）及び相対変位成分（二次応力）を含む

解が算出される。配管系における評価では，一次応力と一次＋二次応力をそれぞれ

評価する必要があるため，式（７）を解く際に質量マトリクスをゼロマトリクスと

することで，慣性力成分を除去した相対変位成分のみを算出し，式（７）の解から

差をとることで一次応力を算出する。 
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なお，系を静的平衡関係から得られる疑似静的変位と動的変位の和で定義することを

特徴とするCloughの方法がＪＥＡＧ４６０１＊に示されているが，変位等の定義の仕方

が異なるだけであり，系の運動方程式としては，式（１）と同等である（参図3を参

照）。 

 

注記＊：原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（社団法人日本電気協

会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図3 ＪＥＡＧ４６０１－1987（6.5.4  地震応答解析法 (3)配管 抜粋） 
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1. 概要 

島根２号機の取水槽ガントリクレーン（Ｃクラス施設）は，下部に設置された上位クラ

ス施設である原子炉補機海水ポンプ等に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する必

要があるため，Ⅵ-2-11-2-7-14「取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算書」に

おいて耐震評価結果を示している。 

本書は，Ⅵ-2-11-2-7-14「取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算書」に係る

補足説明資料として，取水槽ガントリクレーンに設置する単軸粘性ダンパの概要及び設計

方針についてまとめたものである。 

なお，取水槽ガントリクレーンの評価に用いた解析手法の適用性，評価用地震動の選定

方法等については，補足-027-10-48「取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算書

に関する補足説明資料」でまとめている。 

 

2. 構造計画 

島根２号機の取水槽ガントリクレーンは，波及的影響を防止するための対策として制震

装置を適用する。当該クレーンの地震条件は短周期側に厳しい傾向であり，耐震補強によ

る高剛性化の効果が得られ難いため，履歴型や粘性型(単軸)といった制震装置の中から地

震エネルギーの減衰性能に優れる単軸粘性ダンパを設置することでクレーンの地震応答の

低減を図っている(添付 1参照)。 

単軸粘性ダンパの適用にあたっては，その減衰性能を適切にモデル化し，単軸粘性ダン

パを組み込んだ機器・配管系の地震応答解析を実施する必要がある。本資料では，単軸粘

性ダンパの構造，作動原理等を示した上で，単軸粘性ダンパの減衰性能を適切に考慮した

モデル化及び地震応答解析手法について説明する。 

なお，単軸粘性ダンパの設置は，島根２号機，島根３号機及び柏崎６／７号機等の排気

筒で実績がある。 
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3. 基本方針

3.1 構造概要 

3.1.1 取水槽ガントリクレーンの構造概要 

取水槽ガントリクレーンの構造を図 3－1 に示す。取水槽ガントリクレーンは大型

の構造物であり，単軸粘性ダンパの設置による地震荷重の低減が耐震性向上に有効で

ある。取水槽ガントリクレーンの応答は，横行方向に脚が変形する振動モードが支配

的であり，ガーダと脚の間にブレースを介して単軸粘性ダンパを設置する。単軸粘性

ダンパの設置は，島根２号機，島根３号機及び柏崎６／７号機等の排気筒で実績があ

る。 

単軸粘性ダンパ取付部の構造を図 3－2 に示す。ダンパ本体の長さは標準設計の約

1.5mとし，これに約 10mのブレースを接続している。単軸粘性ダンパとガーダの接続

部，ブレースと脚の接続部にはクレビスと呼ぶ回転部を設けている。このクレビスは

単軸粘性ダンパの伸縮方向と直交する一方向にはピンを軸として自由に回転可能とな

っている。また，ピンの軸受部は球面軸受となっており，単軸粘性ダンパに伸縮方向

以外の荷重が加わらない構造としている。 

図 3－1 取水槽ガントリクレーンの構造 
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図 3－2 単軸粘性ダンパ取付部の構造 

 

3.1.2 単軸粘性ダンパの構造概要 

取水槽ガントリクレーンに設置する単軸粘性ダンパの仕様を表 3－1 に示す。また，

単軸粘性ダンパの外観及び構造を図 3－3に示す。単軸粘性ダンパは主にシリンダ，ピ

ストン，ロッド及び粘性体により構成されている。単軸粘性ダンパの粘性体（シリコ

ン系）は化学的に安定であり，消防法で定められている危険物に該当しない。 

単軸粘性ダンパの動作原理を図 3－4に示す。単軸粘性ダンパは，ピストン，ロッド

が軸方向に移動することにより，シリンダ内面とピストン外面の間に形成されるオリ

フィス部を粘性体が流れ，その抵抗力により減衰性能を発揮するものであり，自重等

の静的荷重は支持しない。 
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表 3－1 単軸粘性ダンパの仕様 

定格荷重 

(kN) 

全長

（mm） 

外径

（mm） 

質量 

（kg） 

許容荷重 

（kN） 

 許容変位 

（mm） 

220 1535 224 533 300 100 

図 3－3 単軸粘性ダンパの外観及び構造 

 短縮時 

 中立時 

 伸張時 

図 3－4 単軸粘性ダンパの動作原理 

ピストン 

シリンダ

粘性体 

概要図(オリフィス部) 

シリンダとピストンの隙間(赤枠部)が

オリフィス部であり，ピストンの移動

方向に対し，シリンダ内部の粘性体が

オリフィス部を介してピストンの移動

方向とは逆に流動し抵抗力が発生する。 

オリフィス部(全周)

ピストンの動き 

ピストンの動き 

粘性体の流れ 

粘性体の流れ 
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3.1.3 単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの設計方針 

単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの耐震設計フローを図 3－5 に，

設計プロセスを表 3－2に示す。また，単軸粘性ダンパを設置する前の取水槽ガントリ

クレーンと単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの地震応答解析モデル

を図 3－6 に示す。単軸粘性ダンパ設置前の地震応答解析モデルに単軸粘性ダンパを

適切にモデル化して追加するという考え方は，既工認実績のある排気筒のモデル化の

考え方と同様である。 

図 3－5 の耐震設計フローは，基本的に一般的な機器の設計フローと同じであるが，

単軸粘性ダンパを設置することに伴う追加の設計プロセスについて，3.2 項にて詳細

に説明する。 

 

図 3－5 単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの耐震設計フロー 

2.2.5 

2.2.4 

2.2.2 

2.2.3(1) 

2.2.3(2) 

2.2.3(3) 

2.2.3(4) 
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表 3－2 単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの設計プロセス 

番号＊ 実施事項 内容 
追加設計 

プロセス 

(1) 設計条件の決定 
取水槽ガントリクレーンの仕様，設計条件を決

定する。 
－ 

(2) 
取水槽ガントリ 

クレーンのモデル化 

取水槽ガントリクレーン本体を構成する主要部

材を質点及びはり要素でモデル化し，車輪部のす

べり及び浮上り等の非線形挙動をギャップ要素，

ばね要素及び減衰要素でモデル化する。 

－ 

(3) 
単軸粘性ダンパの 

配置検討 
単軸粘性ダンパの配置を検討する。 ○ 

(4) 
単軸粘性ダンパの性

能評価方針の検討 

単軸粘性ダンパの減衰性能への影響の検討を要

する項目を抽出し，性能試験及びモデル化におけ

る対応方針の検討を行う。 

○ 

(5) 
単軸粘性ダンパの 

性能試験 

単軸粘性ダンパの実機使用条件を踏まえた性能

試験条件を設定し，性能試験を実施する。 
○ 

(6) 
単軸粘性ダンパの 

モデル化 

性能試験結果から単軸粘性ダンパの減衰性能を

Maxwell モデルによりモデル化する。また，減衰

性能のばらつきを考慮して，地震応答解析モデル

における減衰性能を設定する。 

○ 

(7) 
単軸粘性ダンパの 

解析モデルの追加 

取水槽ガントリクレーンの地震応答解析モデル

に単軸粘性ダンパをモデル化した Maxwell モデル

を追加する。 

○ 

(8) 地震応答解析の実施 
地震応答解析を実施し，応力，変位等を求め

る。 
－ 

(9) 単軸粘性ダンパ評価 

地震応答解析により得られた応答値が性能試験

条件の範囲内であること及び単軸粘性ダンパの許

容限界が満たされていることを確認する。 

○ 

(10) 機器評価 
地震応答解析結果を基に，発生応力，浮上り量，

吊具荷重が許容値以内であることを確認する。 
－ 

(11) 詳細構造設計 
地震応答解析結果を基に，各部の詳細構造設計

を行う。 
－ 

注記＊：番号は図 3－5の耐震設計フローの番号に対応している。 
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単軸粘性ダンパの設置前 

単軸粘性ダンパの設置後 

図 3－6 取水槽ガントリクレーンの地震応答解析モデル 

車輪部のモデル

節点

ばね要素

ギャップ要素

減衰要素

鉛直方向

節点（レール）

鉛直方向

節点（レール）

ギャップ要素

節点（転倒防止装置爪部） 

転倒防止装置のモデル

取水槽におけるクレーン設置位置の 
床応答加速度時刻歴波入力位置
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3.1.4 適用規格 

取水槽ガントリクレーンの単軸粘性ダンパの設計における適用規格の適用範囲につ

いて表 3－3に示す。 

 

表 3－3 取水槽ガントリクレーンの単軸粘性ダンパ設計における適用規格及び適用範囲 

適用対象 適用範囲 適用規格 適用の考え方 

単軸粘性 

ダンパ 

構造強度

評価 

許容 

荷重 

ＪＥＡＧ４６０１ 
・ブレース部は，従来の機器・配管系 

の支持構造物と同様とする。 

－ 

（製品仕様に基づく） 

・ダンパ部は，単軸粘性ダンパの構造 

特性に基づき設定する。 

許容 

変位 

― 

（製品仕様に基づく） 

・単軸粘性ダンパの最大ストローク 

（構造上の許容変位）に基づき設 

定する。 

減衰性能の設定 
― 

（性能試験結果） 

・単軸粘性ダンパの試験結果（加振 

速度に応じた抵抗力）に基づき設 

定する。 
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3.2 耐震評価方法 

3.2.1 評価方針 

3.1.3 にて整理した単軸粘性ダンパを設置することに伴う追加の設計プロセスにつ

いて，具体的な評価方針を以下に示す。 

まず，取水槽ガントリクレーンの構造を考慮して，地震荷重の低減に効果的な単軸

粘性ダンパの配置を検討する。次に，単軸粘性ダンパの減衰性能への影響の検討を要

する項目を抽出し，性能試験及びモデル化における対応方針を検討する。単軸粘性ダ

ンパのモデル化を行うために，実機使用条件を踏まえた性能試験条件により，実機に

設置する単軸粘性ダンパを用いた性能試験を実施する。性能試験の結果に基づき減衰

性能を設定し，単軸粘性ダンパを Maxwell モデルによりモデル化する。この Maxwell

モデルを取水槽ガントリクレーンの地震応答解析モデルに追加し，地震応答解析を行

う。単軸粘性ダンパの評価として，地震応答解析により得られた応答値が性能試験条

件の範囲内であること及び単軸粘性ダンパの許容限界が満たされていることを確認す

る。 

3.2.2 単軸粘性ダンパの配置検討 

取水槽ガントリクレーンにおける単軸粘性ダンパの配置を図 3－7 に示す。取水槽

ガントリクレーンの構造を考慮して，地震時に生じるガーダ及び脚の地震応答を抑制

する観点から地震荷重の低減に効果的な単軸粘性ダンパを配置検討している。具体的

には，単軸粘性ダンパはロッド内のピストンが軸方向に移動することで生じる抵抗力

により減衰性能を発揮するため，クレーン各部の中で比較的大きな地震応答が横行方

向に生じるガーダと脚の間を繋ぐようにダンパを設置する。 

図 3－7 取水槽ガントリクレーンにおける単軸粘性ダンパの配置 
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3.2.3 性能試験及び解析モデル 

(1) 単軸粘性ダンパの性能評価方針の検討

単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの評価においては単軸粘性ダン

パの減衰性能を適切に取得して設定することが重要であるため，単軸粘性ダンパの性

能試験及びモデル化にあたって，減衰性能への影響の検討を要する項目を「免震構造

の審査手引きの提案（平成 26年 1月） 独立行政法人原子力安全基盤機構」を参照し

て抽出した（添付 2 参照）。減衰性能への影響の検討結果を表 3－4 に示す。減衰性能

に影響する項目については，減衰性能を取得するための性能試験条件の設定において

適切に考慮する，若しくは地震応答解析においてばらつきとして考慮する方針とする。 

表 3－4 減衰性能への影響の検討結果（単軸粘性ダンパ） 

No. 項目 減衰性能への影響 対応方針 

1 連続加振 

連続加振による減衰性能への影響は十分小

さいことを試験により確認する（添付 3参

照）。 

－ 

2 振動数 

減衰性能は，加振振動数によって±10%以

内の範囲で変動することを試験により確認

する（添付 3参照）。 

左記の変動及びば

らつき要因を合わせ

て，±20%の減衰性

能のばらつきを考慮

する。 
3 製造公差 

製造公差による減衰性能のばらつきは±

10%以内で管理する。 

(2) 単軸粘性ダンパの性能試験

a. 性能試験条件の設定

単軸粘性ダンパの実機使用条件を踏まえ，性能試験条件を設定する。

加振振動数による単軸粘性ダンパの減衰性能の変動は比較的小さいことを踏まえ，

単軸粘性ダンパの許容変位 100mm の中で実機使用条件を含む幅広い試験速度（0.1～

0.8m/s）を設定して性能試験を実施する。単軸粘性ダンパの性能試験条件を表 3－5

に示す。 

b. 性能試験の実施

設定した性能試験条件により，単軸粘性ダンパの性能試験を実施する。性能試験方

法の詳細について添付 4 に示す。地震応答解析に適用する単軸粘性ダンパの減衰性

能は，実機に設置する単軸粘性ダンパについて性能試験を実施のうえ設定する。単軸

粘性ダンパは抵抗力が速度の 0.1 乗に比例するように設計されており，非線形の挙

動を示すことから，その減衰性能は抵抗力と速度の関係で把握する。性能試験結果に

より取得した減衰性能を図 3－8に示す。 
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表 3－5 単軸粘性ダンパの性能試験条件 

No. 振動数（Hz） 加振速度（m/s） 

1 

1.6 

0.1 

2 0.2 

3 0.4 

4 0.5 

5 0.8 

 

 

 

図 3－8 単軸粘性ダンパの性能試験結果 

 

 

(3) 単軸粘性ダンパのモデル化 

a. 減衰性能のモデル化 

単軸粘性ダンパの減衰性能の表現方法及びモデル化の考え方を添付 5 及び添付 6

に示す。 

性能試験の結果に基づき，単軸粘性ダンパの減衰性能をモデル化する。 

単軸粘性ダンパは，加振速度の変化に対して抵抗力の変化が小さく，振動数依存性

も比較的小さいことから，速度の 0.1乗に比例するダッシュポットを組み込んだ 2パ

ラメータの Maxwellモデルを用いる。単軸粘性ダンパの減衰性能を模擬する Maxwell

モデルを図 3－9 に示す。加振振動数 1.6Hz の場合の Maxwellモデルによる計算値と

性能試験結果の比較を図 3－10に示す。この図から，速度と抵抗力の関係及び履歴曲

線で囲まれる面積に相当する散逸エネルギーのいずれに関しても，Maxwellモデルに

より減衰性能を精度良く表現できることが分かる。 
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b. ばらつきの考慮 

単軸粘性ダンパの減衰性能のばらつきを考慮して，地震応答解析に用いる解析モデ

ルを設定する。性能試験結果に基づいてモデル化した単軸粘性ダンパの減衰性能に対

して，表 3－4 に基づき，振動数による±10%の変動と,製造公差による±10%のばらつ

きを合わせて±20%のばらつきを考慮する。単軸粘性ダンパの減衰性能は，ばらつき

を考慮して標準性能＋20%，標準性能，標準性能－20%の 3段階設定する。標準性能＋

20%の減衰性能を設定する理由は，単軸粘性ダンパの取付部材の設計においては減衰

性能が高く抵抗力が大きい場合の荷重を適用するためである。地震応答解析モデルに

おける減衰性能の設定を図 3－11及び表 3－6に示す。 

 

 

図 3－9 単軸粘性ダンパの Maxwellモデル 
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図 3－10 Maxwellモデルによる計算値と性能試験結果の比較 

図 3－11 地震応答解析モデルにおける段階的な減衰性能の設定 

表 3－6 単軸粘性ダンパの性能ばらつきを考慮した減衰性能の設定 

荷重（速度 0.5m/s時） [kN] 剛性ｋＤ [N/mm] 減衰定数ｃＤ 

標準性能 220 

性能ばらつき ＋20% 264 

－20% 176 
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(4) 単軸粘性ダンパの解析モデルの追加 

単軸粘性ダンパをモデル化した Maxwell モデルを取水槽ガントリクレーンの地震応

答解析モデルに追加することにより，単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレ

ーンの地震応答解析モデルを作成する。 

 

3.2.4 単軸粘性ダンパの性能評価 

単軸粘性ダンパの減衰性能については，単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリ

クレーンの地震応答解析によって得られた応答値が，減衰性能を取得した性能試験の

試験条件の範囲内であることを確認する。 

単軸粘性ダンパの構造強度については，許容限界を満足し地震時にその機能を維持

する設計とするため，単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの地震応答

解析によって得られた応答値が，許容荷重及び許容変位を満たすことを確認する。 

 

3.2.5 機器評価 

取水槽ガントリクレーンは，地震に伴う損傷，落下によって上位クラス施設へ波及

的影響を及ぼさないことが要求されるため，機器評価における評価方法及び許容限界

は表 3－7のとおりとする。許容限界は，ＪＥＡＧ４６０１等に基づき設定することを

基本とする。 

 

表 3－7 機器評価における評価方法及び許容限界 

評価方針 設計地震力 部位 評価方法 許容限界 

上位クラス施設

へ波及的影響を

及ぼさないこと 

基準地震動

Ｓｓによる

地震力 

単 軸 粘 性

ダンパ 

単軸粘性ダンパの荷重及

び変位が許容限界を超え

ないことを確認する。 

許容荷重及び

許容変位 
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4. 実績との比較 

既工認実績のある単軸粘性ダンパとの差異に着目し，機器への適用性や減衰性能への影

響の観点から検討を要する項目を整理した。その結果，追加の検討項目は抽出されず，必

要な検討が行われていることを確認した。既工認実績との差異の確認結果について，詳細

を添付7に示す。 

単軸粘性ダンパを設置する場合の耐震評価方法について，原子炉施設の耐震設計の体系

及び新規制基準適合性審査の実績を踏まえて重点的に検討すべき事項を抽出し，耐震評価

方法において考慮していることを確認するため，「耐震設計に係る工認審査ガイド（最終改

正 平成29年11月15日，原規技発第1711152号）」に基づき，耐震評価方法の設定にあたっ

て必要な検討を実施していることを確認した。確認の結果を添付8に示す。工認審査ガイド

に基づいて抽出した検討事項は，耐震評価方法の設定にあたって考慮されており，追加の

検討を要する事項はないことを確認した。 

 

5. 他設備との比較 

制震装置を有する設備として，島根２号機の排気筒の他に配管系で適用している三軸粘性

ダンパを含めた構造等の特徴比較を添付 9に示す。制震装置の適用においては，使用環境の

違い等を踏まえ，特性試験項目や減衰性能への影響要因など適切に考慮している。 

 

6. 単軸粘性ダンパの保守管理 

取水槽ガントリクレーンに設置する単軸粘性ダンパは，設置環境を踏まえた経年劣化事象

を考慮した適切な周期による定期的な点検により，設備性能を維持する。保守管理の詳細を

添付 10に示す。 

 

7. まとめ 

単軸粘性ダンパは，その減衰性能をMaxwellモデルにより精度良くモデル化できる。ま

た，単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの地震応答解析では，減衰性能の

変動及びばらつきを踏まえて段階的に設定した減衰性能に対応した地震応答解析を行い，

これらの最大応答を用いて耐震評価を行う。したがって，単軸粘性ダンパのモデル化は妥

当であり，減衰性能の変動及びばらつきを適切に考慮していることから，地震応答解析手

法として妥当と考える。 
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添付 1 

取水槽ガントリクレーンに設置する制震装置の適用性検討 

 

制震装置の適用性検討について詳細を表 1－1 に示す。地震時に走行レール上をクレーンがすべるという構造特徴より，制震装置の配置検討を踏まえ

横行方向（走行レールの直交方向）の減衰性能が期待できる単軸粘性ダンパを選定している。 

 

表 1－1 取水槽ガントリクレーンに設置する制震装置の適用性検討 

分類 
ダンパの 

種類 
原理 

作動 

方向 

支持 

荷重 
抵抗力の特性 

原子力施設 

における 

適用実績 

適

用

性 

理由 

履歴型 

弾塑性 

ダンパ 

材料の弾塑性挙動を利用

してエネルギーを吸収す

るダンパ 

1方向 

又は 

2方向 

熱膨張 

 

地震 

荷重 

抵抗力は，材料の初期剛性，二次剛

性で決まる。 

なし 

△ 

塑性変形で地震エネルギーを吸収しており，

繰り返しにより抵抗力が変化する。また，ダ

ンパの剛性が高いため，クレーンの剛性が高

くなる。 

摩擦 

ダンパ 

摩擦抵抗力を利用してエ

ネルギーを吸収するダン

パ 

抵抗力は，摩擦材の締め付け力等

で決定し，履歴曲線は矩形に近い。 
○ 

粘性ダンパと特性は類似しているが，加振繰

り返し回数が多くなると，性能が変化する場

合がある。 

鉛ダンパ 

鉛の塑性流動抵抗力を利

用してエネルギーを吸収

するダンパ 

抵抗力は鉛の初期剛性，二次剛性

で決まる。 
△ 

塑性変形で地震エネルギーを吸収しており，

繰り返しにより抵抗力が変化する。 

粘

性

型 

単

軸 

粘性 

ダンパ 

(非線形) 

粘性体の流動抵抗を利用

してエネルギーを吸収す

るダンパ 

１方向 
地震 

荷重 

抵抗力は速度のべき乗(0.1～1)に

比例し，0.1乗の場合，履歴曲線は

矩形に近い。 

なし ◎ 

微小変位から最大変位まで，抵抗力の変化が

小さく，エネルギー吸収が大きいため，クレ

ーンの剛性を高くせず，地震エネルギーの吸

収を大きくできる。 

粘性 

ダンパ 

（線形） 

粘性体の流動抵抗を利用

してエネルギーを吸収す

るダンパ 

抵抗力は速度に比例し，履歴曲線

は楕円に近い。 
排気筒への 

適用例あり 

○ 
適用は可能であるが，粘性ダンパ（非線形）

ほどのエネルギー吸収が期待できない。 

オイル 

ダンパ 

オイルの流動抵抗を利用

してエネルギーを吸収す

るダンパ 

抵抗力は速度のべき乗（0.4～1）に

比例し，履歴曲線は楕円に近い。 
○ 

適用は可能であるが，粘性ダンパ（非線形）

ほどのエネルギー吸収が期待できない。 

凡例 ◎：適用可能（有効性が最も高い） ○：適用可能  △：適用するために課題がある ×：適用不可 
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添付 2 

単軸粘性ダンパの減衰性能に影響する検討項目の抽出 

 

単軸粘性ダンパの減衰性能の設定において考慮すべき事項について「免震構造の審査手引きの提案（平成 26年 1月） 独立行政法人原子力安全基盤機

構」を参照して表 2－1に整理した。各項目について単軸粘性ダンパの構造，使用条件，性能試験方法等を踏まえて，減衰性能への影響の検討要否を表 2

－2に整理した。表 2－2で検討要となった項目については，単軸粘性ダンパのモデル化にあたって減衰性能への影響を検討する。 

 

表 2－1 免震構造の審査手引きの提案における検討項目（1/3） 

項目 内容 記載箇所 

①制震装置に

応じた減衰

性能の設定 

制震装置に応じた減衰性能の設定方法につい

て検討する。 

【本文】5.4.8(機器免震に係る考慮事項)(2) 免震装置の構造に起因する応答特

性の考慮 P.31 

【解説】5.4.8(機器免震に係る考慮事項)(2)免震装置の構造に起因する応答特性

の考慮 P.38 

【審査等のポイント】5.4.8(機器免震に係る考慮事項)(2)免震装置の構造に起因

する応答特性の考慮 P.42 

②地震入力方

向 

地震入力方向による減衰性能の変化について

検討する。 

【本文】5.4.8(機器免震に係る考慮事項)(1)地震入力方向による免震特性変化の

考慮 P.31 

【解説】5.4.8(機器免震に係る考慮事項)(1)地震入力方向による免震特性変化の

考慮 P.38 

【審査等のポイント】5.4.8(機器免震に係る考慮事項)(1)地震入力方向による免

震特性変化の考慮 P.42 

③使用環境 使用環境を踏まえて減衰性能を設定する。 
【本文】5.4.6 P.30 

【解説】5.4.6 P.33 
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表 2－1 免震構造の審査手引きの提案における検討項目（2/3） 

項目 内容 記載箇所 

④温度 
減衰性能の変化要因として温度による影響を

検討する。 

【本文】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.31 

【解説】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇地震時免震機能の変化の考慮 P.36 

【審査等のポイント】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の

性能の変化に係る考慮〇地震時免震機能の変化の考慮 P.41 

⑤速度 
減衰性能の変化要因として速度による影響を

検討する。 【本文】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇地震時免震機能の変化の考慮 P.31 

【解説】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇地震時免震機能の変化の考慮 P.36 

【審査等のポイント】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の

性能の変化に係る考慮〇地震時免震機能の変化の考慮 P.41 

⑥振動数 
減衰性能の変化要因として振動数による影響

を検討する。 

⑦連続加振 作動中の減衰性能の変化について検討する。 

⑧経年劣化 
経年劣化による減衰性能のばらつきについて

検討する。 

【本文】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.31 

【解説】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.35 

【審査等のポイント】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の

性能の変化に係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.41 

【参考資料-4】 
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表 2－1 免震構造の審査手引きの提案における検討項目（3/3） 

項目 内容 記載箇所 

⑨製造公差 

製造公差による減衰性能のばらつきについて

検討する。 

 

【本文】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.31 

【解説】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.35 

【審査等のポイント】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の

性能の変化に係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.41 

⑩据付公差 
据付公差による減衰性能のばらつきについて

検討する。 

【解説】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.35 

【審査等のポイント】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の

性能の変化に係る考慮〇免震要素特性のばらつきの考慮 P.41 

⑪制震装置の

構造上の動

作制限 

制震装置の構造上，動作に影響を与える機構

等があれば，その影響を検討する。 

【解説】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇免震装置変位防止用ストッパー，台座，擁壁，塵埃防止カバー，結露

に対する免震機能の変化の考慮 P.36 

⑫地震以外の

外的事象 

地震以外の外的事象による減衰性能への影響

を検討する。 

【本文】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇地震以外の津波や風等外的事象に対する免震機能の変化の考慮 P.31 

【解説】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の性能の変化に

係る考慮〇地震以外の津波や風等外的事象に対する免震機能の変化の考慮 P.36 

【審査等のポイント】5.4.8(建屋免震・機器免震共通の考慮事項)(3)免震装置の

性能の変化に係る考慮〇地震以外の津波や風等外的事象に対する免震機能の変化

の考慮 P.42 
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表 2－2 減衰性能への影響の検討項目の抽出 

項目＊ 
単軸粘性ダンパ 

要否 理由 

①制震装置に応じた

減衰性能の設定 
－ 

単軸粘性ダンパの性能試験結果を踏まえて減衰性能を適

切にモデル化する。 

②地震入力方向 － 
単軸粘性ダンパは，伸縮方向にのみ動作することから，

この方向に加振して減衰性能を取得する。 

③ 

使用 

環境 

④温度 〇 
減衰性能に対する温度の影響が小さいことを試験により

確認する。 

放射線 － 屋外で使用するため放射線の影響を受けない。 

⑧経年劣化 － 

化学的に安定な粘性体を使用しており，減衰性能の劣化

は生じない。単軸粘性ダンパは 10年以上の継続使用の実績

がある。 

⑥振動数 〇 振動数による減衰性能への影響を確認する。 

⑤速度 － 

単軸粘性ダンパは非線形の挙動を示すことから，減衰性

能は速度と抵抗力の関係として把握し，これを適切にモデ

ル化する。 

⑦連続加振 〇 連続加振による減衰性能への影響を確認する。 

ばら 

つき 

⑨製造公差 〇 製造公差による減衰性能のばらつきが生じる。 

⑩据付公差 － 

単軸粘性ダンパはオリフィス部を粘性体が移動する際の

流動抵抗により減衰性能を発揮するものであるため，ピス

トン位置による減衰性能の変化は小さい。また，据付時に

シムによりピストン位置を調整するため，据付公差は小さ

い。 

⑪制震装置の構造上

の動作制限 
－ 

変位防止用ストッパー，台座，擁壁，塵埃防止カバー等

の単軸粘性ダンパの動作を制限するものは設置しておら

ず，減衰性能に影響はない。また，シリンダは粘性体で満

たされ，密閉されているため結露しない。 

⑫地震以外の外的 

事象 
－ 

津波対策の実施により津波の敷地内への流入は防止して

おり，津波による減衰性能への影響を考慮する必要はな

い。なお，シリンダは密閉構造であるため，雨水の影響は

ない。また，単軸粘性ダンパは円筒形状であり，風及び積

雪により受ける荷重は小さく，動作への影響はない。 

注記＊：表 2－2内の各項目番号は，表 2－1内の各項目番号に対応している。 
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添付 3 

単軸粘性ダンパの特性試験 

 

単軸粘性ダンパの減衰性能に影響する特性を把握するために実施した特性試験の結果を以

下に示す。なお，(1)及び(2)の特性試験は，取水槽ガントリクレーンに設置する単軸粘性ダン

パを用いて実施した。また，(3)温度依存性試験については，温度による減衰性能への影響が

生じる場合，その主要な要因は粘性体の物性変化と考えられることから，取水槽ガントリクレ

ーンに設置する単軸粘性ダンパと同タイプ（粘性体が同一）で定格荷重の異なるダンパを用い

た。 

 

＜試験項目＞ 

(1)加振振動数を変更した特性試験 

(2)連続加振試験 

(3)温度依存性試験 

 

1. 加振振動数を変更した特性試験 

加振振動数に応じた単軸粘性ダンパの減衰性能への影響を確認するため，以下の試験条

件で単軸粘性ダンパの特性試験を実施した。 

 

1.1 試験条件 

速度依存性の観点からここでは 4 段階の加振速度を設定し，等速度において振動数の

違いによる減衰性能への影響を確認するため，添付 4 に示す取水槽ガントリクレーンの

固有振動数及び単軸粘性ダンパの入力波形の主要振動数から設定した加振振動数 1.6Hz

を基準に設定した正弦波により特性試験を実施した。試験条件を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 加振振動数を変更した特性試験の試験条件 

No. 加振速度（m/s） 振動数（Hz）＊ 

1 

0.1 

0.4 

2 0.8 

3 1.6 

4 

0.2 

0.8 

5 1.6 

6 3.2 

7 

0.4 

0.8 

8 1.6 

9 3.2 

10 
0.8 

1.6 

11 3.2 

注記＊：試験設備の制約，目標とする振幅を考慮して設定する。  
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1.2 試験結果 

試験結果を図 3－1に示す。この図には，加振振動数 1.6Hz の時の Maxwellモデルによ

る計算値を併せて示しているが，振動数を変更することによる抵抗力の変化は小さく，そ

の変化幅は±10%以内であることが確認された。 

 

図 3－1 加振振動数を変更した単軸粘性ダンパの特性試験結果 

 

2. 連続加振試験 

連続加振による単軸粘性ダンパの減衰性能への影響を確認するため，正弦波による連続

加振試験を実施した。 

 

2.1 試験条件 

表 3－2 に試験条件を示す。試験条件は，取水槽ガントリクレーンにおける単軸粘性ダ

ンパの散逸エネルギーを上回る条件として設定した。 

 

表 3－2 連続加振による試験条件 

入力波 振動数（Hz） 振幅（㎜） 加振時間（秒） 

正弦波 1 10 80以上  

 

2.2 試験結果 

連続加振試験における抵抗力の時間変化を図 3－2に示す。80秒経過までの連続加振に

より抵抗力は変化しておらず，連続加振による減衰性能への影響はないことを確認した。 
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図 3－2 単軸粘性ダンパの連続加振試験結果 

 

3. 温度依存性試験 

周囲環境温度による単軸粘性ダンパの減衰性能への影響を確認するため，温度を変化さ

せて単軸粘性ダンパの性能試験を実施した。 

 

3.1 試験条件 

試験条件を表 3－3 に示す。屋外に設置することから，温度は－10℃，23℃，40℃の 3

段階とした。 

 

表 3－3 温度依存性試験の試験条件 

No. 振動数（Hz） 加振速度（m/s） 温度（℃） 

1 

1.0 

0.13 

－10 

2 23 

3 40 

4 

0.26 

－10 

5 23 

6 40 

7 

0.39 

－10 

8 23 

9 40 

10 

0.52 

－10 

11 23 

12 40 
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3.2 試験結果 

試験結果を図 3－3 に示す。温度が異なっていても，抵抗力にほとんど差が見られない

ことから，単軸粘性ダンパの減衰性能への影響がないことを確認した。 

 

 

図 3－3 単軸粘性ダンパの温度依存性試験結果 
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添付 4 

単軸粘性ダンパの性能試験方法 

単軸粘性ダンパ（実機）の減衰性能を解析モデルで適切に模擬することを目的に，単軸粘性

ダンパの性能試験を実施している。具体的に，単軸粘性ダンパは微小速度の領域を除けば速度

の変化に対する抵抗力の変化を小さくすることを目的として，速度の 0.1 乗に比例した減衰

性能を発揮するように設計されており，性能試験で設計どおりの抵抗力が得られることを確認

する。また，抵抗力が速度の 0.1乗に比例するダッシュポットとばねを直列に接続した Maxwell

モデルによりモデル化できることを確認する。ここでは，Maxwellモデルのパラメータを決定

し，単軸粘性ダンパをモデル化するための性能試験方法について示す。 

1. 単軸粘性ダンパの性能試験方法

単軸粘性ダンパの性能試験装置の構成を図4－1に示す。単軸粘性ダンパの性能試験で

は，アクチュエータを用いて単軸粘性ダンパを所定の正弦波により加振し，加振中の変位

及び荷重を測定する。性能試験条件を表4－1に示す。加振振動数による単軸粘性ダンパの

減衰性能の変動は小さいことを踏まえ，単軸粘性ダンパのストローク100mmの中で実機使用

条件を含む幅広い試験速度（0.1～0.8m/s）を設定して性能試験を実施する。単軸粘性ダン

パ設置前の取水槽ガントリクレーンの固有振動数（1.03Hz）及び予備解析における単軸粘

性ダンパの入力波形の主要な振動数（0.8Hz～2.0Hz程度）を考慮して加振振動数は1.6Hzと

した。また，単軸粘性ダンパの減衰性能は温度の影響を受けない（添付7参照）ことから，

性能試験は室温にて実施した。単軸粘性ダンパの性能試験結果を図4－2に示す。測定した

速度及び抵抗力に適合するように，Maxwellモデルのパラメータを決定する。パラメータの

設定は最小二乗法により実施しており，図4－2に示すとおり，Maxwellモデルによって試験

結果として得られた減衰性能を精度良く表現できることを確認した。 

図4－1 単軸粘性ダンパの性能試験装置の構成 
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表 4－1 単軸粘性ダンパの性能試験条件 

No. 振動数（Hz） 加振速度（m/s） 

1 

1.6 

0.1 

2 0.2 

3 0.4 

4 0.5 

5 0.8 

 

 

 

図 4－2 単軸粘性ダンパの性能試験結果 
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添付 5 

単軸粘性ダンパに応じた減衰性能の表現及びモデル化 

 

本資料では，単軸粘性ダンパについて減衰性能の特性を整理し，その違いを踏まえた減衰

性能の表現及びモデル化の考え方を示す。 

 

1. 単軸粘性ダンパの減衰性能の振動数依存性 

単軸粘性ダンパについて，振動数を変化させた場合の速度と抵抗力の関係を図5－1に示

す。 

単軸粘性ダンパは，微小速度の領域を除けば速度の変化に対して抵抗力の変化が小さ

い。また，振動数の変化に対して，単軸粘性ダンパは速度と抵抗力の関係の変化は小さ

い。 

 

2. 単軸粘性ダンパの減衰性能のモデル化 

単軸粘性ダンパは，微小速度では速度の変化に対して抵抗力の変化が大きく，それ以降

は速度の変化に対して抵抗力の変化が小さいという特性を有している。これは単軸粘性ダ

ンパの抵抗力が速度の0.1乗に比例するように設計されているためである。また，単軸粘性

ダンパの速度と抵抗力の関係に対して，振動数依存性は小さいことが確認されている。こ

のような特性を踏まえて，単軸粘性ダンパの減衰性能は，速度と抵抗力の関係として表現

することとし，解析モデルとしては速度の0.1乗に比例するダッシュポットを組み込んだ

Maxwellモデルを使用する。Maxwellモデルのパラメータ数は2つであるが，図5－2に示すと

おり，2つのパラメータで精度良く減衰性能を表現することができる。 
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図5－1 振動数を変化させた場合の単軸粘性ダンパの速度と抵抗力の関係 

 

 

図 5－2 単軸粘性ダンパの減衰性能のモデル化 
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添付 6 

単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの地震応答解析手法 

 

 

本資料では，単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの時刻歴応答解析手法を説

明する。 

 

1. 地震応答解析 

地震による慣性力を受けるクレーンの運動方程式を以下に示す。単軸粘性ダンパの減衰

性能は，ばね（クレーンの剛性マトリクス内の要素として考慮）と抵抗力が速度の0.1乗に

比例するダッシュポットを直列に接続したMaxwellモデルでモデル化する。 

               yIMIXCxKxCxM DD
 　

1.0     （1） 

 M ，  C ，  K ： クレーンの質量，減衰，剛性マトリクス 

  (単軸粘性ダンパのばね剛性（kＤ）を含む。) 

 DC :相対速度の 0.1乗に比例するダッシュポットの減衰マトリクス 

 DX ：クレーンの相対変位マトリクス 

 x ：クレーンの変位ベクトル 

 I ：単位ベクトル 

y ：地動加速度 

 

2. 個別要素のモデル化 

2.1 単軸粘性ダンパの減衰 

単軸粘性ダンパを含む系の運動方程式の簡単な例として，1質点系に単軸粘性ダンパを

表す Maxwellモデルを接続した図 6－1に示す系の運動方程式を示す。 

 

図 6－1 単軸粘性ダンパを接続した 1質点系のモデル 
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ここで(1)式の x を 

  









kx

x
x        （2） 

𝑥 − 𝑥𝑘を単軸粘性ダンパの相対変位として表すと，この系の運動方程式は以下となる。 

  ymxxckxxcxm kD
 

1.0
     （3） 

  0
1.0
 kDkD xxcxk        （4） 

単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンの地震応答解析では，単軸粘性ダン

パの抵抗力の速度に対する非線形性を表す[𝐶𝐷] [�̇�𝐷
0.1

] {𝐼}の項が存在することから，非線

形時刻歴解析を採用する。 
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添付 7 

既工認実績のある単軸粘性ダンパとの差異の整理 

 

1. はじめに 

取水槽ガントリクレーンに設置する単軸粘性ダンパと既工認実績のある島根２号機排気

筒に設置した単軸粘性ダンパに着目し，機器への適用性や減衰性能への影響の観点から検

討を要する項目を整理する。 

 

2. 島根２号機の排気筒で実績のある単軸粘性ダンパについて 

島根２号機の排気筒で適用実績のある単軸粘性ダンパについて，概要を以下に示す。こ

の単軸粘性ダンパは，粘性体が充填されたシリンダとピストンにより構成され，シリンダ

とピストンの間に相対運動が生じることで，相対運動の方向と逆向きに生じる抵抗力を用

いるものである。単軸粘性ダンパは自重等の静的荷重は支持せず，熱膨張のような低速度

の運動を拘束しない。排気筒における単軸粘性ダンパの外観及び構造を図7－1に示す。ま

た，取水槽ガントリクレーンとの単軸粘性ダンパの仕様比較を表7－1に示す。 

 

 

図 7－1 島根２号機の排気筒に設置した単軸粘性ダンパの外観及び構造 

 

表 7－1 単軸粘性ダンパの仕様比較 

項目 
全長 

（mm） 

外径 

（mm） 

質量 

（kg） 

許容荷重 

（kN） 

許容変位 

（mm） 

排気筒 1350 165 86 144 300 

取水槽ガントリ

クレーン 
1535 275 533 300 100 

 

3. 今回適用する単軸粘性ダンパと既工認実績のある単軸粘性ダンパの差異 

取水槽ガントリクレーンに設置する単軸粘性ダンパと島根２号機排気筒の単軸粘性ダン

パを比較し，機器・配管系への適用性や減衰性能への影響の観点から検討を要する項目を

整理した。結果を表7－2，及び図7－2に示す。その結果，追加の検討項目は抽出されず，

必要な検討が行われていることを確認した。 
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表 7－2 適用実績のある単軸粘性ダンパとの差異の整理（単軸粘性ダンパ） 

項目 

単軸粘性ダンパ 

差異 検討内容 排気筒 

（島根２号機） 

取水槽ガントリ

クレーン 

適用対象 排気筒 
取水槽ガントリ

クレーン 
〇 

対象機器のモデル化

方法を検討 

環境条件 屋外 屋外 － － 

粘性体 シリコン系 シリコン系 

〇 

単軸粘性ダンパの特

性を考慮したモデル化

方法を検討 ダンパ特性 線形 非線形 

解

析 

単軸粘性

ダンパ 

モデル 

Maxwell 

モデル 

Maxwell 

モデル 
－ － 

解析 

手法 

時刻歴 

応答解析 

時刻歴 

応答解析 
－ － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根２号機排気筒           取水槽ガントリクレーン 

 

図 7－2 単軸粘性ダンパの構造比較 

 

シリコン系 

シリコン系 
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添付 8 

新規制基準適合性審査の実績等を踏まえた検討事項に対する考察 

 

 

単軸粘性ダンパを設置する場合の耐震評価方法について，原子炉施設の耐震設計の体系及

び新規制基準適合性審査の実績を踏まえ重点的に検討すべき事項を抽出し，耐震評価方法に

おいて考慮されていることを確認する。具体的に，「耐震設計に係る工認審査ガイド（最終改

正 平成 29年 11月 15日，原規技発第 1711152号）」（以下「工認審査ガイド」という。）に

基づき，耐震評価方法の設定にあたって必要な検討が実施されていることを確認する。 

なお，その他の知見として，「建物・構築物の免震構造に関する審査ガイド（令和 4年 2

月）原子力規制委員会」（以下「免震審査ガイド」という。）の免震装置に関する記載につい

ても確認した。その結果，「免震審査ガイド」は建物全体を免震構造とした施設を適用範囲と

していること，かつ，「免震審査ガイド」に基づく検討項目は「工認審査ガイド」において概

ね包絡されることを確認した。そのため，工認審査ガイドに基づき確認を実施する。 

確認結果を表 8－1に示す。 

工認審査ガイドに基づいて抽出した検討事項は，耐震評価方法の設定にあたって考慮されて

おり，追加の検討を要する事項はないことを確認した。 
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表 8－1 工認審査ガイドに基づく検討事項の耐震評価方法への反映要否（1/2） 

検討事項 

工認審査ガイド 

4．機器・配管系

に関する事項 

工認審査ガイドに対応した耐震評価方法の設定にあたっての検

討内容 

追加検討 

事項の有無 

○：有 

―：無 
単軸粘性ダンパを設置する取水槽ガントリクレーン 

4．1 

使用材料及び材

料定数 

機器・配管系の地震応答解析及び構造設計において，工認審

査ガイドに従って適用可能な規格及び基準等を使用する。 

― 

（考慮済） 

地震応答解析に用いる材料定数は，地盤の諸定数も含めて材

料のばらつきによる変動幅を適切に考慮する。なお，単軸粘性

ダンパにより機器・配管系に付与される減衰が大きくなるた

め，影響は軽微であると考えているが，詳細設計段階において

ASME Boiler and Pressure Vessel Code SECTION Ⅲ, 

DIVISION1－NONMANDATORY APPENDIX N（ARTICLE N－1222.3 

Time History Broadening）に規定された手法等により検討を行

い，影響が軽微であることを確認する。 

― 

（考慮済） 

4．2 

荷重及び荷重の

組合せ 

地震力と地震力以外の荷重は，工認審査ガイドに例示されて

いる規格及び基準等に基づき適切に組み合わせる。 

― 

（考慮済） 

4．3  

許容限界 

取水槽ガントリクレーンに係る許容限界及び単軸粘性ダンパ

の許容荷重は，工認審査ガイドに例示されている規格及び基準

等に基づき設定する。 

単軸粘性ダンパの許容変位は，その構造，寸法に基づき設定

する。 

― 

（考慮済） 

4．4 

地震応答解析 

4．4．1 

地震応答解析手

法及び地震応答

解析モデル 

地震応答解析手法は，工認審査ガイドに例示されている規格

及び基準等並びに新規制審査実績を参考に設定する。 

取水槽ガントリクレーンの地震応答解析モデルは，工認審査

ガイドに例示されている規格及び基準等並びに新規制審査実績

を参考に設定する。また，単軸粘性ダンパの減衰性能は，性能

試験結果に基づいてモデル化し，減衰性能のばらつきを考慮す

る。 

― 

（考慮済） 

4．4．2 

入力地震力 

入力地震力は，取水槽ガントリクレーン設置位置の応答波を

用いる。 

― 

（考慮済） 
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表 8－1 工認審査ガイドに基づく検討事項の耐震評価方法への反映要否（2/2） 

検討事項 

工認審査ガイド 

4．機器・配管系

に関する事項 

工認審査ガイドに対応した耐震評価方法の設定にあたっての検

討内容 

追加検討 

事項の有無 

○：有 

―：無 
単軸粘性ダンパを設置する取水槽ガントリクレーン 

4．5 

構造設計手法 

4．5．1 

構造解析手法及

び構造解析モデ

ル 

構造解析手法及び構造解析モデルは，工認審査ガイドに例示

されている規格及び基準等並びに新規制審査実績を参考に設定

する。構造解析モデルの材料定数は，「4 . 1 使用材料及び材料

定数」による。 

― 

（考慮済） 

4．5．2 

水平方向及び鉛

直方向地震力の

組合せ 

水平２方向及び鉛直方向の動的地震力の組合せに関しては，

三方向同時入力により地震応答解析を行う。  

― 

（考慮済） 

4．6 

基準地震動Ｓｓ

による地震力に

対する耐震設計 

4．6．1 

構造強度 

取水槽ガントリクレーンは，基準地震動Ｓｓによる地震力に

対して，上位クラス施設に波及的影響を及ぼさないことが要求

されるものである。構造強度に関する耐震設計においては，耐

震性を確認する上で必要な評価対象部位を選定し，施設に作用

する応力等が工認審査ガイドに例示されている規格及び基準等

に基づき設定した許容限界を超えていないことを確認する。 

― 

（考慮済） 

4．6．2 

動的機能 

取水槽ガントリクレーンは，基準地震動Ｓｓによる地震力に対

して，上位クラス施設に波及的影響を及ぼさないことが要求さ

れるものであり，動的機能維持の対象に該当しない。 

― 

（対象外） 

4．7 

弾性設計用地震

動Ｓｄによる地

震力・静的地震

力に対する耐震

設計 

取水槽ガントリクレーンは，基準地震動Ｓｓによる地震力に対

して，上位クラス施設に波及的影響を及ぼさないことが要求さ

れるものであり，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び静的

地震力に対する耐震設計の対象に該当しない。 

― 

（対象外） 
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添付 9 

単軸粘性ダンパの適用における他設備との特徴比較 
 

表 9－1に単軸粘性ダンパの適用における他設備との特徴比較を示す。 
 

表 9－1 単軸粘性ダンパの適用における他設備との特徴比較（1/3） 

設備 

項目 

島根２号機 

配管系 

島根２号機 

排気筒 

島根２号機 

取水槽ガントリクレーン 

備考 

(差異に対する 

対応内容) 

適用設備の 

耐震クラス 

耐震Ｂクラス 

(Ｓｄ機能維持の範囲を含む) 

・耐震Ｓクラス 

(非常用ガス処理系用排気筒) 

・耐震Ｃクラス 

(空調換気系用排気筒) 

耐震Ｃクラス 

(Ｓｓでの波及的影響評価を含む) 
－ 

免震装置 三軸粘性ダンパ 単軸粘性ダンパ 単軸粘性ダンパ － 

構造概要    

・排気筒の単軸粘性ダ

ンパと比較し，取水

槽ガントリクレーン

で必要な検討が行わ

れていることを確

認。(添付 7 参照) 

 

・オリフィスの構造や

粘性体の特性に応じ

たダンパ特性を考

慮。(添付 7 参照) 
粘性体の種類 シリコン系 シリコン系 シリコン系 
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表 9－1 単軸粘性ダンパの適用における他設備との特徴比較（2/3） 

設備 

項目 

島根２号機 

配管系 

島根２号機 

排気筒 

島根２号機 

取水槽ガントリクレーン 

備考 

(差異に対する 

対応内容) 

モデル化方法 

4パラメータ Maxwell モデル 2パラメータ Maxwellモデル 2パラメータ Maxwell モデル 
他設備同様，Maxwell

モデルを採用。速度の

0.1乗に比例するダッ

シュポットで減衰性能

を精度よくモデル化で

きることを確認。 

(3.2参照) 

地震応答解析 

方法 

時刻歴応答解析（線形） 

<モーダル時刻歴解析> 

時刻歴応答解析（線形） 

<直接積分法> 

時刻歴応答解析（非線形） 

<直接積分法> 

取水槽ガントリクレー

ンはクレーン車輪部と

単軸粘性ダンパが非線

形モデルとなるため，

非線形時刻歴解析を実

施。(3.2 参照) 

減衰定数の 

設定方法 

(ダンパ以外) 

モード減衰 剛性比例型減衰 Rayleigh減衰 － 

  

k:ばね剛性 

c:速度に比例するダッシュ 

ポットの減衰係数 
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表 9－1 単軸粘性ダンパの適用における他設備との特徴比較（3/3） 

設備 

項目 

島根２号機 

配管系 

島根２号機 

排気筒 

島根２号機 

取水槽ガントリクレーン 

備考 

(差異に対する 

対応内容) 

特性試験項目 

・水平・鉛直同時加振試験 

・放射線照射試験 

・温度依存性試験 

・加振振幅を変えた性能試験 

・連続加振試験 

・ダンパ特性確認試験 

(減衰係数を確認) 

・温度依存性試験 

・加振振動数を変更した特性試験 
 

なお，施工時にダンパ性能を確認するた

め，製品性能試験及びストローク確認試

験を実施。 

・加振振動数を変更した特性試験 

・連続加振試験 

・温度依存性試験 

取水槽ガントリクレー

ンで検討が必要な項目

の特性試験を実施。

(添付 3参照) 

減衰性能の 

不確かさ影響 

の考慮 

±30%のばらつきを考慮 

(製造公差，据付公差) 

・±30%のばらつきを考慮 

(特性試験結果を基に設定) 

・ダンパ１台削除 

(点検を想定) 

±20%のばらつきを考慮 

(振動数，製造公差) 

取水槽ガントリクレー

ンの特性試験における

ばらつき，及び製造公

差からばらつきを設

定。(3.2 参照) 

地震動の選定 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

(Sd-1,D,F1,F2,N1,N2) 

・基準地震動Ｓｓ 

(Ss-D,F1,F2,N1,N2) 

・弾性設計用地震動Ｓｄ 

(Sd-1,D,F1,F2,N1,N2) 

基準地震動Ｓｓ 

(Ss-D) 

取水槽ガントリクレー

ンの耐震評価への影響

が大きい地震動を選

定。(補足-027-10-48,

添付 5参照) 
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添付 10 

単軸粘性ダンパの保守管理の方針 

 

1. 概要 

取水槽ガントリクレーンに設置する単軸粘性ダンパは，設置環境を踏まえた経年劣化事象

を考慮した適切な周期による定期的な点検（時間基準保全）により，設備性能を維持する。

本資料においては，単軸粘性ダンパの保守管理の方針について説明する。 

 

2. 点検項目等 

単軸粘性ダンパは，本体（カバー，ガイドリング，ロッド，ピストン，シリンダー，クレ

ビス），特殊充填材，取付ボルトにより構成（図 10－1参照）され，電子的な機構はない構造

となっている。 

単軸粘性ダンパの点検項目及び点検内容等を表 10－1に示す。 

本体及び取付ボルトは金属製であり，想定される経年劣化事象は腐食である。したがって，

点検項目としては，目視により腐食等の有無を確認する。また，取付ボルトは緩みも想定さ

れるため，緩みの有無も確認する。 

特殊充填材はシリコン系であり，化学的に安定しており，極めて劣化し難い素材のため，

経年劣化による減衰性能への影響は考え難いものの，本体内部の特殊充填材が外部へ漏えい

した場合は減衰性能に影響を与える可能性がある。したがって，点検項目としては，目視に

より特殊充填材の漏えいの有無を確認する。 

 

表 10－1 単軸粘性ダンパの点検項目及び点検内容 

点検部位 
想定される 

経年劣化事象 

点検

項目 
点検内容 点検周期 

本体 腐食 
外観

点検 

き裂，変形，腐食がないことを

確認する 
1回／1年 

取付ボルト 腐食 
外観

点検 

き裂，変形，腐食，緩みがない

ことを確認する 
1回／1年 

特殊充填材 漏えい 
外観

点検 

特殊充填材の漏えいがないこ

とを確認する 
1回／1年 

 

 

 

図 10－1 単軸粘性ダンパの概要 

取付ボルト 



補足-027-10-89　立形ポンプの軸受評価について 
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1. 概要 

島根２号機における立形ポンプにおいて，機能維持評価用加速度は機能確認済加速度を下

回っているが，損傷により回転機能及び水力特性機能に影響を及ぼすと考えられる軸受部に

ついて評価を実施し，地震時における動的機能維持が確保されることを確認する。 

 

本資料が関連する工認図書は以下のとおり。 

・Ⅵ-2-5-4-1-2 「残留熱除去ポンプの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-5-1-1 「高圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-5-2-1 「低圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-7-1-3 「原子炉補機海水ポンプの耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-5-7-2-3 「高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの耐震性についての計算書」 

 

2. 軸受部の評価方針 

軸受部の評価方針については原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1991（以

下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）及び原子力発電耐震設計特別調査委員会（以下「耐特委」

という。）で検討された内容を踏まえ決定する。評価方針を表 1に示す。 

 

表 1 軸受部の動的機能維持評価に係る評価方針 

No. 評価対象部位 

ＪＥＡＧ 

４６０１の 

基本評価項目 

耐特委の 

基本評価 

項目 

検討方針 

1 軸受 〇 〇 
回転機能保持の観点から，軸受の 

発生荷重を評価する。 

 

3. 軸受部の許容値の設定 

軸受部の動的機能維持評価の評価内容に対する許容値を表 2 に示す。評価部位が許容値

以下となることを確認することで，動的機能維持が確保されると判断する。 

 

表 2 軸受部の許容値 

No. 評価対象部位 許容値の設定 

1 軸受 
軸受の機能維持の観点から，メーカ規定の軸受許容荷重を許容値

とした。 
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4. 軸受部の評価結果 

軸受部の評価結果を表 3～7に示す。全ての機器において発生値が許容値を満足しており，

立形ポンプの軸受部は地震時においても動的機能維持が確保されることを確認した。 
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表 3 残留熱除去ポンプの評価結果 

機器 評価部位 項目 軸受位置*1 材質 算出式 発生値(N) 許容値(N) 評価 

残留熱除去

ポンプ 
軸受 

荷重 

（N） 

1-15
多質点はりモデルによる応答解析結果を

用い，得られた軸受の発生荷重に係数

4.3を乗じ評価 

1.455×103 〇 

3-17 1.959×104 〇 

6-20 2.975×104 〇 

9-23 2.112×104 〇 

注:動的機能維持評価における設計震度*2,*3で評価する。設計用震度は，「Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

注記＊1：軸受位置については「Ⅵ-2-5-4-1-2 残留熱除去ポンプの耐震性についての計算書」のモデル図を参照 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる設計震度[水平：1.17，鉛直：0.87] 

＊3：最大応答加速度を 1.0 倍した震度 
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表 4 高圧炉心スプレイポンプの評価結果 

機器 評価部位 項目 軸受位置*1 材質 算出式 発生値(N) 許容値(N) 評価 

高圧炉心

スプレイ

ポンプ 

軸受 
荷重 

（N） 

1-28

多質点はりモデルによる応答解析結果を

用い，得られた軸受の発生荷重に係数

4.3を乗じ評価 

1.876×103 〇 

3-30 7.623×103 〇 

5-32 1.149×104 〇 

7-34 1.079×104 〇 

9-36 1.064×104 〇 

11-38 1.069×104 〇 

13-40 1.070×104 〇 

15-42 1.053×104 〇 

17-44 1.018×104 〇 

19-46 1.064×104 〇 

22-49 3.567×104 〇 

注:動的機能維持評価における設計震度*2,*3で評価する。設計用震度は，「Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

注記＊1：軸受位置については「Ⅵ-2-5-5-1-1 高圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算書」のモデル図を参照 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる設計震度[水平：1.17，鉛直：0.87] 

＊3：最大応答加速度を 1.0 倍した震度 
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表 5 低圧炉心スプレイポンプの評価結果 

機器 評価部位 項目 軸受位置*1 材質 算出式 発生値(N) 許容値(N) 評価 

低圧炉心

スプレイ

ポンプ 

軸受 
荷重 

（N） 

1-24

多質点はりモデルによる応答解析結果を

用い，得られた軸受の発生荷重に係数

4.3を乗じ評価 

2.490×103 〇 

3-26 9.389×103 〇 

5-28 8.831×103 〇 

7-30 8.597×103 〇 

9-32 8.360×103 〇 

11-34 7.982×103 〇 

13-36 8.064×103 〇 

15-38 1.122×104 〇 

1-24 2.490×103 〇 

注:動的機能維持評価における設計震度*2,*3で評価する。設計用震度は，「Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

注記＊1：軸受位置については「Ⅵ-2-5-5-2-1 低圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算書」のモデル図を参照 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる設計震度[水平：1.17，鉛直：0.87] 

＊3：最大応答加速度を 1.0 倍した震度 
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表 6 原子炉補機海水ポンプの評価結果 

機器 評価部位 項目 軸受位置*1 材質 算出式 発生値(N) 許容値(N) 評価 

原子炉補機

海水ポンプ 
軸受 

荷重 

（N） 

2-30

多質点はりモデルによる応答解析結果を

用い，得られた軸受の発生荷重に係数

4.3を乗じ評価 

1.788×104 〇 

6-34 2.495×104 〇 

10-38 3.152×104 〇 

13-41 1.380×104 〇 

17-45 2.240×104 〇 

注:動的機能維持評価における設計震度*2,*3で評価する。設計用震度は，「Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

注記＊1：軸受位置については「Ⅵ-2-5-7-1-3 原子炉補機海水ポンプの耐震性についての計算書」のモデル図を参照 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる設計震度[水平：1.40，鉛直：0.93] 

＊3：最大応答加速度を 1.0 倍した震度 



7 

表 7 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの評価結果 

機器 評価部位 項目 軸受位置*1 材質 算出式 発生値(N) 許容値(N) 評価 

高圧炉心ス

プレイ補機

海水ポンプ 

軸受 
荷重 

（N） 

2-34

多質点はりモデルによる応答解析結果を

用い，得られた軸受の発生荷重に係数

4.3を乗じ評価 

1.089×104 〇 

5-37 1.981×104 〇 

11-43 2.652×104 〇 

16-48 1.646×104 〇 

21-53 2.784×104 〇 

注:動的機能維持評価における設計震度*2,*3で評価する。設計用震度は，「Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

注記＊1：軸受位置については「Ⅵ-2-5-7-2-3 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの耐震性についての計算書」のモデル図を参照 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる設計震度[水平：1.32，鉛直：0.93] 

＊3：最大応答加速度を 1.0 倍した震度 
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1. 一般事項 

本資料はⅥ-2-11-2-6-3「取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の耐震性について

の計算書」における検討対象設備について，上記図書で掲載した代表断面以外の断面の

評価に必要な入力値及び評価結果を説明するものである。 

 

1.1 検討対象設備一覧 

検討対象設備一覧を表 1－1 に示す。 

 

表 1－1 検討対象設備一覧 

防水壁 

No. 
防水壁名称 

設置高さ 

EL 

1 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（循環水ポンプエリア）＊ 8.80m 

2 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（ストレーナエリア） 8.80m 

注記＊：Ⅵ-2-11-2-6-3「取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の耐震性についての計

算書」において，評価に必要な入力値及び評価結果を説明  
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1.2 配置概要 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の設置位置図を図 1－1 に示す。 

 

  

 

No. 設備名称 

1 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（循環水ポンプエリア） 

2 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（ストレーナエリア） 

図 1－1 設置位置図  

1 

2 
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1.3 構造計画 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は，鋼板，架構，ベースプレート及びアン

カーボルトから構成され，取水槽躯体にアンカーボルトで固定する構造とする。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の構造計画を表 1－2～表 1－3 に示す。 

 

表 1－2 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（循環水ポンプエリア）の構造計画 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

架構で補強

した鋼板を

取水槽にア

ンカーボル

トにて固定

する。 

 

 

 

 

 

鋼板，架

構，ベース

プレート及

びアンカー

ボルトによ

り構成す

る。 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

断面図（A－A 断面） 

 

 

 

 

 

断面図（B－B 断面） 

 

 

 

  

鋼板 

柱 

A 

A B 

B 

架構 

ベースプレート 

6200 

アンカーボルト 

3
5
0
 

5900 

ベースプレート 
架構 

アンカーボルト 

鋼板 

3
5
0
 

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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表 1－3 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（ストレーナエリア）の構造計画 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

架構で補強

した鋼板を

取水槽にア

ンカーボル

トにて固定

する。 

 

 

 

 

 

鋼板，架

構，ベース

プレート及

びアンカー

ボルトによ

り構成す

る。 

 

 

平面図 

 

 

断面図（C－C 断面） 

 

 

断面図（D－D 断面） 

 

 

 

  

C 

C D 

D 

3200 
鋼板 

ベースプレート 

3
5
0
 

架構 

アンカーボルト 

3200 

3
5
0
 

アンカーボルト 

架構 
ベースプレート 

鋼板 

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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2. 耐震評価 

2.1 入力値 

   Ⅵ-2-11-2-6-3「取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の耐震性についての計算

書」における検討対象設備のうち上記図書で掲載した代表断面以外の断面について，

表 2－1 に耐震評価に用いる入力値を示す。 

 

表 2－1(1) 耐震評価に用いる入力値 

（取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（ストレーナエリア）） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 
ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 3.30 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 1.10 

鋼板 

Ｖss1 kN/m 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
3.89 

Ｇ1 kN/m 鋼板の固定荷重 1.54 

Ｆ1 kN/m 鋼板が負担する積雪荷重 2.00 

Ｖ1 kN/m 
鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等

分布荷重 
7.43 

σ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 27.9 

Ｍ1 kN・m  鋼板に生じる曲げモーメント 1.87 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 67 

Ｌ1 m 鋼板の支持スパン 1.42 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.26 

Ｑ1 kN 鋼板のせん断力 5.28 

ＡＳ1 m2 鋼板のせん断断面積 0.02 

架構 

Ｖss2 kN/m 
架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
6.50 

Ｇ2 kN/m 架構の固定荷重 2.19 

Ｇ2’ kN/m 
架構が負担する鋼板及びベースプレートの固

定荷重 
1.62 

Ｆ2 kN/m 架構が負担する積雪荷重 2.10 

Ｖ2 kN/m 
架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等

分布荷重 
12.41 

σ2 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 7.0 

Ｍ2 kN・m  架構に生じる曲げモーメント 15.88 

Ｚ2 cm3 架構の断面係数 2280 

Ｌ2 m 架構の支持スパン 3.20 
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表 2－1(2) 耐震評価に用いる入力値 

（取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（ストレーナエリア）） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

架構 

τ2 N/mm2 架構に生じるせん断応力度 5.31 

Ｑ2 kN 架構のせん断力 19.86 

ＡＳ2 cm2 架構のせん断断面積 37.44 

ベースプ

レート 

σb3 N/mm2 ベースプレートに生じる曲げ応力度 10.2 

Ｍ3 N・m ベースプレートに生じる最大曲げモーメント 337 

Ｚ3 cm3 ベースプレートの断面係数 33.1 

Ｐ3 N アンカーボルト 1 本当たりの引張力 2340 

Ｌ3 m リブプレートとアンカーボルト間の長さ 0.144 

τ3 N/mm2 ベースプレートに生じるせん断応力度 0.4 

Ｓmax3 N ベースプレートに生じるせん断力 2340 

ｔ3 mm ベースプレートの厚さ 32 

Ｂ3 m 部材断面有効幅 0.194 

アンカー

ボルト 

Ｔd4 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 2.34 

Ｖ4 kN 架構等の固定荷重 0.61 

ｎ4 本 架構に取り付くアンカーボルトの本数 3 

Ｔ4 kN 
架構に発生する曲げモーメントによりアンカ

ーボルト１本当たりに生じる引張力 
2.13 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 52.3 

Ｑｄ4 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 20.80 

Ｑ4 kN アンカーボルトのせん断力 62.40 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断

力 
79.9 
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2.2 評価結果 

   Ⅵ-2-11-2-6-3「取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の耐震性についての計算

書」における検討対象設備のうち上記図書で掲載した代表断面以外の断面の耐震評価

結果を表 2－2 に示す。 

 

表 2－2 耐震評価結果 

（取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備（ストレーナエリア）） 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 28 N/mm2 235 N/mm2 0.12 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

架構 SS400 
曲げ 7 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

せん断 6 N/mm2 135 N/mm2 0.05 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ 11 N/mm2 235 N/mm2 0.05 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

組合せ（曲げ，せん

断） 
11 N/mm2 235 N/mm2 0.05 

アンカー 

ボルト 
SD345 

せん断 21 kN 79.9 kN 0.27 

引張 3 kN 52.3 kN 0.06 

組合せ（せん断＋引

張） 
－ － － － 0.07 
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1. 評価方法 

免震重要棟遮蔽壁は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評

価方針」に基づき，上位クラス施設である緊急時対策所に対して波及的影響を及ぼさないことが

要求される。 

波及的影響の評価として，上位クラス施設の機能が保持されることをＳｓを用いた地震応答解

析を行い，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することにより，免震重要

棟遮蔽壁が上位クラスである緊急時対策所に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

 

2. 評価条件 

2.1 適用規格 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会，1987

年） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，

2005年） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002年） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14年 3

月） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14年 3月） 

・杭基礎設計便覧（（社）日本道路協会，2007年） 

・建築工事標準仕様書・同解説 JASS 5N 原子力発電所施設における鉄筋コンクリート工事  

 （（社）日本建築学会，2013年） 
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表 2－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料及び材料

定数 

コンクリート標準示方書［構造

性能照査編］（（社）土木学

会，2002年） 

鉄筋コンクリートの材料諸元 

（単位体積重量，ヤング係数，ポアソ

ン比） 

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下

部構造編）・同解説（（社）日

本道路協会，平成 14年 3月） 

鋼管杭の材料諸元 

（単位体積重量，ヤング係数，ポアソ

ン比） 

建築工事標準仕様書・同解説 

JASS 5N 原子力発電所施設にお

ける鉄筋コンクリート工事

（（社）日本建築学会，2013

年） 

杭頭補強筋の材料諸元 

（杭頭補強筋の定着長） 

荷重及び荷重の組

合せ 

コンクリート標準示方書[構造

性能照査編] （（社）土木学

会，2002年） 

永久荷重，偶発荷重等の適切な組合せ

を検討 

許容限界 

原子力発電所屋外重要土木構造

物の耐震性能照査指針・マニュ

アル（（社）土木学会，2005

年） 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査は，

発生ひずみが限界ひずみ（圧縮縁コン

クリートひずみ 1.0％）以下であること

を確認 

せん断破壊に対する照査は，発生せん

断力がせん断耐力を下回ることを確認 

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下

部構造編）・同解説（（社）日

本道路協会，平成 14年 3月） 

基礎地盤の支持性能に対する照査は，

基礎に発生する応力が極限支持力を下

回ることを確認 

鋼管杭に発生する曲げモーメントが全

塑性モーメントを下回ることを確認 

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼

橋編）・同解説（（社）日本道

路協会，平成 14年 3月） 

鋼管杭に発生するせん断力が降伏強度

を下回ることを確認 

杭基礎設計便覧（（社）日本道

路協会，2007年） 

杭頭部に発生する押抜きせん断応力及

び支圧応力が許容限界以下であること

を確認 

地震応答解析 

原子力発電所耐震設計技術指針

ＪＥＡＧ４６０１-1987

（（社）日本電気協会，1987

年） 

有限要素法による二次元モデルを用い

た時刻歴非線形解析 
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2.2 構造概要 

免震重要棟遮蔽壁の位置図を図 2－1に，波及的影響範囲を図 2－2に，免震重要棟遮蔽壁の

平面図を図 2－3に，断面図を図 2－4に，概略配筋図を図 2－5に示す。 

免震重要棟遮蔽壁は，鉄筋コンクリート造の杭基礎（鋼管杭）構造であり，幅 0.5～2.4m，

高さ 10.3mの鉄筋コンクリート造の壁部と，径 1.2m，高さ 6mの鋼管杭の地下部により構成さ

れる。また，免震重要棟遮蔽壁は，鋼管杭を介して，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」とい

う。）及び十分な支持性能を有する岩盤に支持される。 

 

図 2－1 免震重要棟遮蔽壁の設置位置 

  

：免震重要棟遮蔽壁 
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                   ：免震重要棟遮蔽壁の波及的影響範囲（約 10m） 

                   ：構造目地 

              図 2－2 免震重要棟遮蔽壁の波及的影響範囲 

  

緊急時対策所 

免震重要棟遮蔽壁 
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（単位：mm） 

図 2－3 免震重要棟遮蔽壁の概要図（平面図） 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－4 免震重要棟遮蔽壁の概要図（断面図） 

  

86400

26
70
020
70
0

47
70
0

25200

27000

32
18
9



 

6 

 

（単位：mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（断面図）              （平面図） 

（単位：mm） 

 

図 2－5(2) 免震重要棟遮蔽壁の概略配筋図（杭頭補強筋） 

 

  

図 2－5(1) 免震重要棟遮蔽壁の概略配筋図 
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2.3 評価断面の方向 

免震重要棟遮蔽壁は，上部工は鉄筋コンクリート造，下部工は鋼管杭で構成される線状構造

物であるため，遮蔽壁の軸方向が強軸断面方向，遮蔽壁に直交する方向が弱軸断面方向にな

る。 

以上より，弱軸断面方向となる遮蔽壁に直交する方向を評価対象断面とする。 

 

2.4 評価対象断面の選定 

「2.3 評価断面の方向」に示すとおり，評価対象断面は，線状構造物であるため，弱軸断

面方向となる遮蔽壁に直交する方向から選定する。遮蔽壁が倒壊した場合に影響を与える区間

の構造は一様であることから，評価対象断面はＡ－Ａ断面とする。なお，西側の免震重要棟遮

蔽壁によるアクセスルートへの波及的影響に関する確認結果を参考資料１に示す。 

免震重要棟遮蔽壁の評価対象断面位置図及び評価対象地質断面図を図 2－6及び図 2－7に示

す。 

 

 

図 2－6 免震重要棟遮蔽壁の評価対象断面位置図 

 

  

免震重要棟遮蔽壁 
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（岩級図） 

 

 

 

（速度層図） 

 

図 2－7 評価対象地質断面図 
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2.5 使用材料及び材料の物性 

構造物の使用材料を表 2－2に，材料の物性値を表 2－3に示す。 

 

表 2－2 使用材料 

材料 仕様 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 

コンクリート 設計基準強度 30.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 設計基準強度 18.0N/mm2 

鋼管杭 SKK490 

 

表 2－3 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 
2.80×104 24.0 0.2 

ＭＭＲ 2.20×104 22.6 0.2 

鋼管杭（SKK490） 2.00×105 77.0 0.3 
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2.6 地盤物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物性値を用

いる。地盤の物性値を表 2－4及び表 2－5に示す。 

 

表 2－4 地盤の解析用物性値（岩盤） 

注記＊：入力地震動の算定においてのみ用いる解析用物性値 

 

表 2－5 地盤の解析用物性値（埋戻土） 

 解析用物性値 

埋戻土 

物理特性 密度 ρ (g/cm3) 2.11 

強度特性 

初期せん断強度 τ０ (N/mm2) 0.22 

内部摩擦角 φ (°) 22 

動的変形特性 

初期せん断弾性係数 Ｇ０ (N/mm2) 
G0=749σ0.66（N/mm2） 

G/G0=1/(1+γ/0.00027) 

動ポアソン比 νｄ  0.45 

減衰特性 減衰定数 ｈ  h=0.0958×(1-G/G0)0.85 

 

  

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ(m/s) 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

□2 層 900 2100 23.0 0.388 19.0 3 

□3 層＊ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

□4 層＊ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

□5 層＊ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

□6 層＊ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 
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2.7 評価構造物諸元 

免震重要棟遮蔽壁の諸元を表 2－6に，評価部位を図 2－8に示す。 

 

表 2－6(1) 評価部位とその仕様（遮蔽壁） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(㎜) 

部材厚 

(㎜) 

コンクリート 

設計基準強度 

ｆ’ｃｋ(N/mm2) 

鉄筋 

遮蔽壁（上部） １ 4000 500 30.0 SD345 

遮蔽壁（中部） ２ 4000 800 30.0 SD345 

遮蔽壁（下部） ３ 2300 2400 30.0 SD345 

 

表 2－6(2) 評価部位とその仕様（鋼管杭） 

部位 
仕様 

材料 
杭径(㎜) 

鋼管杭 ４ 1200 SKK490 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－8 評価部位位置図 
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2.8 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。設計地下水

位を表 2－7に示す。免震重要棟遮蔽壁については，地下水位が構造物基礎下端より十分低い

ため，地下水を考慮しない。 

 

表 2－7 設計地下水位 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 備考 

免震重要棟遮蔽壁 Ａ－Ａ断面 

地下水位が構造物基礎下

端より十分低いため考慮

しない。 

３次元浸透流解析による

自然水位：EL 23.0m 
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2.9 耐震評価フロー 

免震重要棟遮蔽壁の耐震評価フローを図 2－9に示す。 

 

 

図 2－9 免震重要棟遮蔽壁の耐震評価フロー 

 

  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

地震応答解析 

（２次元有限要素法解析） 

構造部材の応答値算定 

構造部材の健全性評価 

評価終了 

基礎地盤に生じる接地圧の算定 

基礎地盤の支持性能評価 

解析方法の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 基準地震動Ｓｓ 

入力地震動の算定 

（一次元波動論による 

地震応答解析） 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

常時応力解析 

許容限界の設定 

入力地震動 
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3. 地震応答解析 

3.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限要素法により，基準

地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴

応答解析を行う。 

解析手法については，図 3－1に示す解析手法の選定フローに基づき選定する。 

免震重要棟遮蔽壁は，施設周辺の地下水位が底版より低いことから，解析手法は「①全応力

解析」とする。 

遮蔽壁については，ファイバーモデル及び線形はり要素でモデル化する。また，地盤につい

ては，平面ひずみ要素でモデル化することとし，岩盤及びＭＭＲは線形でモデル化する。埋戻

土のばね特性は双曲線モデル（修正 GHEモデル）を用いて非線形性を考慮する。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コードの検証

及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 
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図 3－1 解析手法の選定フロー 

 

  

土木構造物の代表断面 

 

 施設周辺に設計地下水位以深の液状化対象層が存在する 

施設周辺の設計地下水位が底版より高い 

液状化検討対象施設 

 地表面が傾斜している等，液状化による側方流動 

の影響を受ける可能性がある 

YES 

YES 

YES（③） 

有効応力解析 

NO（②） 

全応力解析 

NO（①） 

全応力解析 

NO 

Ａ-Ａ断面 

有効応力解析 

YES（⑤） 

NO（④） 
 

設計地下水位以深の液状化対象層が施設と 

接する又は施設側方に広範囲に分布する 
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3.2 地震応答解析モデルの設定 

3.2.1 解析モデル領域 

地震応答解析モデルのモデル化領域を図 3－2に示す。 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及ぼさな

いよう十分広い領域とする。具体的には，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４

６０１－1987（（社）日本電気協会，1987年）」を参考に，モデル幅を構造物基礎幅の 5

倍以上，モデル高さを構造物基礎幅の 1.5倍～2倍確保している。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波長の 5分

の 1程度を考慮し，要素高さを 1ｍ程度まで細分割して設定する。 

構造物の要素分割については，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指

針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年）」（以下「土木学会マニュアル 2005」とい

う。）に従い，要素長さを部材の断面厚さ又は有効高さの 2.0 倍以下とし，1.0倍程度ま

で細分して設定する。 

 

 

 

図 3－2 モデル化範囲の考え方 

 

  

評価対象構造物 

基礎幅の 1.5～2倍以上 
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3.2.2 境界条件 

(1) 固有値解析時 

固有値解析を実施する際の境界条件は，境界が構造物を含めた周辺地盤の振動特性に影

響を与えないよう設定する。ここで，底面境界は地盤のせん断方向の卓越変形モードを把

握するために固定とし，側方境界はフリーとする。 

境界条件の概念図を図 3－3に示す。 

 

 

 

図 3－3 固有値解析における境界条件の概念図 

 

  

評価対象構造物基礎 

幅Ｂの 1.5～2倍以上 
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(2) 常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常時応力を

算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は底面固定とし，側方は自重等

による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーとする。境界条件の概念図を

図 3－4に示す。 

 

 

図 3－4 常時応力解析における境界条件の概念図 

 

  

評価対象構造物基礎 

幅Ｂの 1.5～2倍以上 
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(3) 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬するた

め，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降波がモデル底面境界か

ら半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッシュポットを設定する。側方の粘

性境界については，自由地盤の地盤振動と不整形地盤側方の地盤振動の差分が側方を通過

していく状態を模擬するため，自由地盤の側方にダッシュポットを設定する。 

境界条件の概念図を図 3－5に示す。 

 

 

図 3－5 地震応答解析における境界条件の概念図 

 

  

評価対象構造物基礎幅

Ｂの 1.5～2倍以上 
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3.2.3 構造物のモデル化 

免震重要棟遮蔽壁のうち，遮蔽壁は非線形はり要素でモデル化する。なお，部材厚

50cmと部材厚 80cmの境界の部材は，偏心を考慮したモデルとし，剛梁（線形はり要素）

でモデル化する。鋼管杭については線形はり要素によりモデル化する。また，遮蔽壁と鋼

管杭の接続部については，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 14年 3月）」に基づく接合方法Ｂにより接続することから，剛結と

する。モデル概要図を図 3－6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 モデル概要図 

  

a 部 

剛梁 

a部拡大図 

剛結 
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3.2.4 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。埋戻土は，地盤の非線形性を考慮した平

面ひずみ要素でモデル化する。なお，ＭＭＲは周辺岩盤と同様とし，線形の平面ひずみ要

素としてモデル化する。解析用地盤断面図を図 3－7に示す。 

 

 

 

 

 

図 3－7 解析用地盤断面図（Ａ－Ａ断面） 
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3.2.5 地震応答解析モデル 

解析用地盤断面図を踏まえて設定した地震応答解析モデル図を図 3－8に示す。 

 

 

 

 

注：設計地下水位は解析モデル下端に対して十分低い 

 

図 3－8 免震重要棟遮蔽壁の解析モデル図 

 

  

SW NE 
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3.2.6 ジョイント要素 

地盤と構造物との接合面にジョイント要素を設けることにより，地震時の地盤と構造物

の接合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造物の接合面で法線方向及びせん断方向に対して設定す

る。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及び応力をゼロと

し，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造物の接合面におけるせん断抵抗

力以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロとし，すべりを考慮する。 

せん断強度τfは次式の Mohr－Coulomb式により規定される。粘着力с及び内部摩擦角

φは埋戻土のс，φとする。埋戻土の粘着力ｃ及び内部摩擦角 φは，「道路橋示方書

（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14年 3月）」に基づ

き表 3－1のとおりとする。また，要素間の粘着力с及び内部摩擦角φは表 3－2のとお

り設定する。 

 

τf＝ｃ＋σtanφ   (1) 

    ここに， τf：せん断強度 

         ｃ：粘着力（＝初期せん断強度τ0） 

         φ：内部摩擦角 

 

表 3－1 周辺地盤との境界に用いる強度特性 

地盤 粘着力 c（N/mm2） 
tanφ 

（φ：内部摩擦角（°）） 

埋戻土 0 0.26 

岩盤 0 0.6 

ＭＭＲ 

（ｆ’ｃｋ＝18.0 N/mm2） 
3.58 40 

 

表 3－2 要素間の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 材料１ 材料２ 

構造物 埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 
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ジョイント要素のばね定数は，「土木学会マニュアル 2005」を参考に，数値計算上，

不安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定する。表 3

－3にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3－9に，ジョイント要素の配置概念図を図 3－

10に示す。 

 

表 3－3 ジョイント要素のばね定数 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

 

 

 

図 3－9 ジョイント要素の力学特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－10 ジョイント要素の概念図  

：ジョイント要素 

構造物－埋戻土 
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3.2.7 材料特性の設定 

鉄筋コンクリート部材は，ファイバーモデルによる非線形はり要素でモデル化する。フ

ァイバーモデルは，はり要素の断面を層状に分割し各層に材料の非線形特性を考慮する材

料非線形モデルであり（図 3－11参照），図 3－12に示すコンクリートの応力－ひずみ関

係を考慮する。 

また，図 3－13に鉄筋の応力－ひずみ関係を示す。 

 

 

図 3－11 ファイバーモデルの概念図 

 

 

（コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017年制定）より引用） 

図 3－12 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 
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（コンクリート標準示方書 2002より引用） 

図 3－13 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 
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3.3 減衰定数 

減衰定数は，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」の「9. 地

震応答解析における減衰定数」に基づき，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，質量マトリッ

クス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減衰を解析モデル全体に与

える。 

Rayleigh減衰の設定フローを図 3－14 に示す。 

 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 
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図 3－14 Rayleigh減衰の設定フロー 

  

固有値解析 

・埋戻土の減衰定数       ：0.0％ 

・岩盤の減衰定数        ：3.0％ 

・ＭＭＲの減衰定数       ：3.0％ 

・改良地盤の減衰定数      ：3.0％ 

・鋼管杭の減衰定数       ：1.0％ 

・構造物（線形）の減衰定数   ：5.0％ 

・構造物（非線形）の減衰定数  ：2.0％ 

・ωi：ｉ次モードにおける固有円振動数（ωi＝2πfi） 

・hi ：ｉ次モードにおける減衰定数 

・Rayleigh 減衰における係数α，β 

α＝
2ω1ω2（h1ω2－h2ω1）

ω2
2-ω1

2 ，β＝
2（h2ω2－h1ω1）

ω2
2-ω1

2  

＊添字の 1次及び 2次のモードは固有値解析にて求める。 

・Rayleigh 減衰 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 
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Rayleigh減衰における係数 α，βは，低次のモ－ドの変形が支配的となる地中埋設構造物

に対して，その特定の振動モ－ドの影響が大きいことを考慮して，固有値解析結果より得られ

る卓越するモ－ドの減衰と Rayleigh減衰が一致するように設定する。なお，卓越するモード

は全体系の固有値解析における刺激係数及びモード図にて決定するが，係数 α，βが負値と

なる場合は当該モードを選定しない。 

Ａ－Ａ断面の固有値解析結果の一覧を表 3－4に，固有値解析におけるモード図を図 3－15

及び図 3－16に，係数α，βを表 3－5に，固有値解析結果に基づき設定した Rayleigh減哀

を図 3－17に示す。 

なお，減衰の考慮の方法には様々な手法があるが，「土木学会マニュアル 2005」に示され

ているとおり，Rayleigh減衰を解析モデル全体に与えることが実務的であること，また，図 3

－15に示すとおり 2次及び 6次モードで全体系で大きく振動していることから，本解析モデ

ルにおける Reyleigh 減衰の設定は適切である。 

 

表 3－4 固有値解析結果（Ａ－Ａ断面） 

 固有振動数

（Hz） 

有効質量比（％） 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 6.085 2 0 6.27 0.05 － 

2 9.661 77 0 37.20 0.07 1次として採用 

3 19.176 0 39 2.41 -26.44 － 

4 20.598 3 0 7.16 3.16 － 

5 20.765 2 9 5.93 12.87 － 

6 21.636 3 1 -7.20 4.31 2次として採用 

7 23.806 0 0 0.68 0.76 － 

8 24.927 0 4 -3.37 -8.13 － 

9 27.946 0 0 -0.99 -0.99 － 

10 28.327 2 18 5.60 -17.95 － 
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1次モード（f1= 6.085Hz） 

（刺激係数βx：6.27） 

 
2次モード（f2= 9.661Hz） 

（刺激係数βx：37.20） 

 

3次モード（f3= 19.176Hz） 

（刺激係数βx：2.41） 

 

4次モード（f4= 20.598Hz） 

（刺激係数βx：7.16） 

 

5次モード（f5= 20.765Hz） 

（刺激係数βx：5.93） 

 

6次モード（f6= 21.636Hz） 

（刺激係数βx：-7.20） 

 

図 3－15 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面） 
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7次モード（f7= 23.806Hz） 

（刺激係数βx：0.68） 

 

8次モード（f8= 24.927Hz） 

（刺激係数βx：-3.37） 

 
9次モード（f9= 27.946Hz） 

（刺激係数βx：-0.99） 

 

10次モード（f10= 28.327Hz） 

（刺激係数βx：5.60） 

 

図 3－16 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面） 
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表 3－5 Rayleigh減衰における係数α，βの設定結果 

解析ケース α β 

ケース① 

（基本ケース） 
2.638 2.527×10-4 

ケース② 2.924 2.480×10-4 

ケース③ 1.941 3.829×10-4 

 

 

 

 

図 3－17 設定した Rayleigh減衰（ケース①） 
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3.4 荷重及び荷重の組合せ 

免震重要棟遮蔽壁の地震応答解析において考慮する荷重は，通常運転時の荷重（永久荷重）

及び地震荷重を抽出し，それぞれを組み合わせて設定する。 

荷重の組合せを表 3－6に示す。 

 

表 3－6 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法の概要 

永久荷重 

（常時荷重） 

固定 

荷重 

躯体重量 ○ 設計図書に基づいて，設定する。 

機器・配管荷重 ○ 機器・配管等を考慮する。 

積載 

荷重 

静止土圧 ○ 常時応力解析により設定する。 

外水圧 － 
地下水位が底版底面より低い位置に

あるため考慮しない。 

積雪荷重 ○ 地表面及び構造物天端に考慮する。 

風荷重 ○ 
構造物に作用する風荷重を考慮す

る。 

土被り荷重 － 
土被りの影響を受けないため考慮し

ない。 

永久上載荷重 － 
永久上載荷重は存在しないため考慮

しない。 

偶発荷重 

（地震荷重） 

水平地震動 ○ 基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直 

同時加振を考慮する。 鉛直地震動 ○ 

 

3.4.1 積雪荷重 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された観

測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35を考慮し

35.0㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪量１㎝ご

とに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

 

3.4.2 風荷重 

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定する。 

 

3.4.3 地震荷重 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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3.5 地震応答解析の解析ケース 

3.5.1 耐震評価における解析ケース 

(1) 地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース 

免震重要棟遮蔽壁の解析ケースのうち，ばらつきを考慮する地盤を，「補足-026-01 

屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」に基づき選定する。免震重要棟遮蔽壁の

周辺には，主として岩盤が分布しており，この岩盤のせん断変形が地震時に免震重要棟遮

蔽壁の応答に影響を与えると判断されることから，岩盤の物性（せん断弾性係数）のばら

つきを考慮する。地盤物性のばらつきを考慮する地盤の選定について，参考資料２に示

す。 

ばらつきを考慮する物性値は地盤のせん断変形を定義するせん断弾性係数とし，平均値

を基本ケース（表 3－7に示すケース①）とした場合に加えて，平均値±1.0×標準偏差

（σ）のケース（表 3－8に示すケース②及び③）について確認を行う。 

 

表 3－7 免震重要棟遮蔽壁の耐震評価における解析ケース 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断 

弾性係数） 

岩盤 

（Ｇ：せん断 

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 平均値 

ケース② 全応力解析 平均値 平均値＋１σ 

ケース③ 全応力解析 平均値 平均値－１σ 

 

  



 

35 

(2) 耐震評価における解析ケースの組合せ 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケ－ス①（基本ケース）を

実施する。解析ケース①において，遮蔽壁及び鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊

及び基礎地盤の支持力照査の各照査項目ごとに照査値が 0.5を超える照査項目に対して，

最も厳しい（許容限界に対する裕度が最も小さい）地震動を用いてケース②及び③を実施

する。すべての照査項目の照査値がいずれも 0.5以下の場合は，照査値が最も厳しくなる

地震動を用いてケース②及び③を実施する。耐震評価における解析ケースを表 3－8に示

す。 

 

表 3－8 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮した

解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相

を反転させたケースを示す。 

 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相
反転を考慮した地震動（6波）
を加えた全 12波に対し，ケー
ス①（基本ケース）を実施し，
遮蔽壁及び鋼管杭の曲げ・軸力
系の破壊，せん断破壊及び基礎
地盤の支持力照査の各照査項目
ごとに照査値が 0.5を超える照
査項目に対して，最も厳しい
（許容限界に対する裕度が最も
小さい）地震動を用いてケース
②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がい
ずれも 0.5以下の場合は，照査
値が最も厳しくなる地震動を用
いてケース②及び③を実施す
る。 



 

36 

3.6 入力地震動の設定 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造物」

に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一次元波

動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力地震動の設定に

用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」のうち「7.1 入力地

震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－18に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫ

Ｅ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ」を使用する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の

概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

図 3－18 入力地震動算定の概念図 
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3.6.1 Ａ－Ａ断面の入力地震動 

図 3－19～図 3－30にＡ－Ａ断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペ

クトルを示す。 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－23 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－24 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 

  

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c

m
/s

2
)

時刻 (s)

MAX  -537cm/s² (15.98s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(c

m
/s

2
)

周期 (s)

h=0.05



 

43 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－25 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－26 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－27 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－28 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－29 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－30 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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4. 耐震評価 

4.1 許容限界 

4.1.1 遮蔽壁の許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

免震重要棟遮蔽壁の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，「土木学会マニュアル

2005」に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0％）とする。 

「土木学会マニュアル 2005」では，曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態は，コンク

リートの圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，圧縮縁コンクリートひずみ

1.0％の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態であることが，屋外重要土木構

造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュレーション等の結果より確認されて

いる。この状態を限界値とすることで構造全体としての安定性が確保できるとして設定さ

れたものである。 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査に用いる照査用ひずみは，地震応答解析により得られ

た応答値に安全係数（構造解析係数）1.2を乗じることにより，曲げ・軸力系の破壊に対

する安全余裕を見込んだ評価を実施する。 

鉄筋コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

許容限界 

限界ひずみ 
圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0%（10000μ）＊ 

注記＊：γｉ
ε
ｄ

ε
Ｒ

<1.0 

ここで，γｉ：構造物係数(γｉ=1.0) 

εＲ：限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 10000μ） 

εｄ：照査用ひずみ(εｄ=γa・ε ) 

γａ：構造物解析係数(γａ = 1.2) 

ε ：圧縮縁の発生ひずみ 
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(2) せん断破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認における構造部材（遮蔽壁）のせん断破壊に対する許容限

界は，「土木学会マニュアル 2005」に基づくせん断耐力とする。せん断耐力は，「土木

学会マニュアル 2005」に基づき，棒部材式とする。 

 

棒部材式 

 

    ここで，Vyd   ：せん断耐力 

        Vcd   ：コンクリートが分担するせん断耐力 

        Vsd   ：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

 

3 '

cdvcd f20.0f        ただし，fvcd＞0.72[N/mm2]となる場合は 

                         fvcd＝0.72[N/mm2] 

4
d /d1β  (d[m])      ただし，βd＞1.5となる場合は βd＝1.5 

3
vp p100β                   ただし，βp＞1.5となる場合は βp＝1.5    

)0N(M/M1 '

dd0n β  ただし，βn＞2.0となる場合は βn＝2.0     

  )0N(M/M21 '

dd0 ＜  ただし，βn＜0となる場合はβn＝0   

a/d

41
75.0a

.
β              ただし，βa＜1.0となる場合は βa＝1.0 

                             （本検討では保守的にβa＝1.0とする） 

    

f’cd ：コンクリートの設計圧縮強度[N/mm2] 

d ：部材の有効高さ 

pv ：引張鉄筋比  pv＝As /(bw･d) 

As ：引張側鋼材の断面積 

bw ：部材の有効幅 

N’d ：設計軸圧縮力 

Md ：設計曲げモーメント 

M0 ：Mdに対する引張縁において，軸方向力によって発生

する応力を打ち消すのに必要なモーメント    

（デコンプレッションモーメント） 

  M0＝N’d･D /6 

D  ：断面高さ 

a/d ：せん断スパン比 

γbc ：部材係数 

 

sdcdyd VVV 

bcwvcdanpdcd d/γbfV  ββββ

ここで， 
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ここで，Aw ：区間 sにおけるせん断補強鉄筋の総断面積 

   fwyd ：せん断補強鉄筋の降伏強度で，400N/mm2 以下とする。 

 ただし，コンクリート圧縮強度の特性値 f’ckが 

 60N/mm2以上の場合，800 N/mm2 以下とする。 

α ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

s ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

z

  

：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの 

  距離で，d/1.15とする。 

γbs ：部材係数 

 

  

  bswydwsd z/γ/sαcosαsinfAV  )(
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また，「土木学会マニュアル 2005」におけるせん断耐力式による評価においては，表 4

－2に示すとおり，複数の安全係数が見込まれていることから，せん断破壊に対して安全

余裕を見込んだ評価を実施することが可能である。 

 

表 4－2 せん断耐力式による評価において考慮している安全係数 

安全係数 
せん断照査 

内容 
応答値算定 限界値算定 

材料係数 
コンクリート γｍｃ 1.0 1.3 

コンクリートの特性値を

低減 

鉄筋 γｍｓ 1.0 1.0 ― 

部材係数＊ 

コンクリート γｂｃ ― 1.3 
せん断耐力（コンクリー

ト負担分）を低減 

鉄筋 γｂｓ ― 1.1 
せん断耐力（鉄筋負担

分）を低減 

構造解析係数 γａ 1.05 ― 
応答値（断面力）の割り

増し 

注記＊：土木学会マニュアル 2005では，部材係数γｂ＝γｂ１・γｂ２ 

γｂ１＝{
1.3  （コンクリート））

1.1  （鉄筋）     
 

γｂ２＝

{
 
 

 
 1.0     (Ｒ≤0.01)    

100Ｒ＋2

3
 (0.01<Ｒ≤0.025) 

 1.5   (Ｒ>0.025)    

 

ここで，Ｒ：層間変形角 

とされている。 

γｂ２は層間変形角の値によらず，部材が降伏していない状態であれば，γｂ２＝1.0 

としてよいとされている。 
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4.1.2 鋼管杭の許容限界 

鋼管杭の断面照査は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日

本道路協会，平成 14年 3月）」及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説

（（社）日本道路協会，平成 14年 3 月）」に基づき，曲げ・軸力に対する断面照査（全

塑性モーメントに対する評価）及びせん断（降伏強度に対する評価）に対する断面照査を

行う。 

 

(1) 曲げ・軸力に対する断面照査（全塑性モーメントに対する評価） 

鋼管杭の曲げ・軸力に対する断面照査は，全塑性モーメント Mpを算定し，鋼管杭に発

生する最大曲げモーメントが全塑性モーメント以下となることを確認する。 

 

     Mp = Mp0 cos (α π 2⁄ ) 

    ここで， 

     Mp：全塑性モーメント（kN・m） 

 Mp0：軸力がない場合の全塑性モーメント（kN・m） 

                Mp0 = Zpσy 

 α：モーメントがない場合の降伏軸力𝑁0と作用軸力 N の比 

                   α = N N0⁄  

 N0：モーメントがない場合の降伏軸力（kN） 

                   N0 = σy A 

 Zp：塑性断面係数（m3） 

                     Zp = 
4

3
 r3{1-(1- t r)

3⁄ } 

 σy：鋼管杭の降伏点強度（kN/ m2） 

 N：軸力（kN） 

 A：鋼管杭の断面積（m2） 

 t ：鋼管杭の板厚（m） 

 r ：鋼管杭の半径（m） 

 

(2) せん断に対する断面照査 

鋼管杭のせん断に対する断面照査は，鋼管杭のせん断応力度が，降伏強度以下となるこ

とを確認する。なお，鋼管杭のせん断応力度は，鋼管杭内部が中詰めコンクリートで充填

されているため，鋼管杭の全断面積を有効断面積として算定する。 
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4.1.3 杭頭部の許容限界 

杭頭部の許容限界は，「杭基礎設計便覧（（社）日本道路協会，2007年）」に基づ

き，水平力及び曲げモーメントに対する照査を行う。 

 

(1) 水平力に対する照査 

鋼管杭の杭頭部の水平力に対する照査は，図 4－1に示す水平支圧応力 σch及び水平方

向の押抜きせん断応力τhが許容限界以下であることを確認する。 

 

σｃh＝ H/DL 

τh ＝ H/h’(2L+D+2h’) 

 

ここに， 

σｃh  ：杭頭結合部に発生する水平支圧応力度（N/mm2） 

τh  ：杭頭結合部に発生する水平押抜きせん断応力度（N/mm2） 

H  ：杭頭結合部に作用する水平力（N） 

D  ：鋼管杭径（mm） 

L  ：杭の埋込長（mm） 

h’  ：水平方向の押し抜きせん断に抵抗するフーチング有効厚（mm） 

 

 

図 4－1 水平力に対する照査 

（「杭基礎設計便覧（（社）日本道路協会，2007年）」より引用に一部加筆） 
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(2) 曲げモーメントに対する照査 

鋼管杭の杭頭部の曲げモーメントに対する照査は，杭頭部に発生する曲げモーメント

が，仮想鉄筋コンクリート断面の降伏曲げモーメント以下であることを確認する。 
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4.1.4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本

方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 免震重要棟遮蔽壁の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＬ級岩盤 3.9 
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5. 評価結果 

5.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

5.1.1 遮蔽壁（鉄筋コンクリート部材） 

遮蔽壁（鉄筋コンクリート部材）の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査

値を表 5－1に，せん断破壊に対する照査における最大照査値を表 5－2に示す。また，曲

げ・軸力系の破壊に対する照査が最も厳しくなるケースの圧縮縁コンクリートひずみの時

刻歴波形及び発生位置を図 5－1に，せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図を図 5

－2に示す。 

免震重要棟遮蔽壁の圧縮縁コンクリートひずみ及びせん断力が，構造部材の許容限界以

下であることを確認した。 

 

表 5－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析ケース 地震動 

照査用圧縮縁

コンクリート

ひずみ＊ 

（μ） 

圧縮縁コンク

リート限界ひ

ずみ 

（μ） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 506 10000 0.06 

－＋ 471 10000 0.05 

＋－ 491 10000 0.05 

－－ 458 10000 0.05 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 389 10000 0.04 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 374 10000 0.04 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 484 10000 0.05 

－＋ 413 10000 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 425 10000 0.05 

－＋ 419 10000 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 402 10000 0.05 

－＋ 334 10000 0.04 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 473 10000 0.05 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 489 10000 0.05 

注記＊：照査用圧縮縁コンクリートひずみ＝圧縮縁コンクリートひずみ×構造解析係数γａ(=1.2) 
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表 5－2 せん断破壊に対する最大照査値 

解析ケース 地震動 

照査用 

せん断力＊ 

Vd（kN） 

せん断耐力 

Vyd（kN） 

照査値 

Vd／Vyd 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 89 444 0.21 

－＋ 178 755 0.24 

＋－ 85 440 0.20 

－－ 171 759 0.23 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 77 442 0.18 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 146 760 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 177 754 0.24 

－＋ 147 756 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 144 758 0.19 

－＋ 86 443 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 86 443 0.20 

－＋ 121 767 0.16 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 176 756 0.24 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 179 756 0.24 

注記＊：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ(=1.05) 
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                                                        （圧縮を正で示す。） 

 

 

 

図 5－1 曲げ・軸力系の破壊に対する照査が最も厳しくなるケースの圧縮縁コンクリートひずみ

の時刻歴波形及び発生位置（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 
数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 

 

図 5－2 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.56s） 
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5.1.2 鋼管杭 

鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値を表 5－3に，せん断破

壊に対する照査における最大照査値を表 5－4に示す。また，曲げ・軸力系の破壊及びせ

ん断破壊に対する照査値最大時の断面力図を図 5－3及び図 5－4に示す。 

鋼管杭の曲げモーメント及びせん断力が，構造部材の許容限界以下であることを確認し

た。 

 

表 5－3 鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

解析ケース 地震動 

照査用 

発生曲げ 

モーメント＊ 

Ｍ(kN・m) 

全塑性曲げ 

モーメント＊ 

Ｍｐ(kN・m) 

照査値 

Ｍ/Ｍｐ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 3105 7884 0.40 

－＋ 3703 7883 0.47 

＋－ 2985 7880 0.38 

－－ 3561 7879 0.46 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 2405 7881 0.31 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 2897 7881 0.37 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 3778 7885 0.48 

－＋ 3205 7885 0.41 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 2920 7881 0.38 

－＋ 2903 7883 0.37 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 2839 7881 0.37 

－＋ 2336 7880 0.30 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 3756 7884 0.48 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 3816 7884 0.49 

注記＊：照査用発生曲げモーメント及び全塑性曲げモーメントは杭 1本当りの数値を示す。 
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表 5－4 鋼管杭のせん断破壊に対する評価結果 

解析ケース 地震動 

照査用 

発生応力度 

τ(N/mm2) 

降伏強度 

τｓ(N/mm2) 

照査値 

τ/τｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 61 181 0.34 

－＋ 73 181 0.41 

＋－ 59 181 0.33 

－－ 70 181 0.39 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 47 181 0.26 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 57 181 0.32 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 74 181 0.41 

－＋ 63 181 0.35 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 57 181 0.32 

－＋ 57 181 0.32 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 56 181 0.31 

－＋ 46 181 0.26 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 74 181 0.41 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 75 181 0.42 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m／本） 

 

 

 
数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN／本）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

 
数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN／本） 

 

図 5－3 鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.56s） 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m／本） 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN／本）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN／本） 

 

図 5－4 鋼管杭のせん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.56s） 
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5.1.3 杭頭部 

杭頭部の水平支圧応力に対する照査における最大照査値を表 5－5に，水平方向押抜き

せん断に対する最大照査値を表 5－6 に，仮想鉄筋コンクリート断面の曲げモーメントに

対する最大照査値を表 5－7に示す。 

杭頭部の水平支圧応力，水平方向押抜きせん断応力及び仮想鉄筋コンクリート断面の曲

げモーメントが，許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－5 水平支圧応力に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

水平力 H＊ 

（kN/本） 

水平支圧応力度σch

（N/mm2） 

許容支圧応力度 

σba（N/mm2） 
照査値 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
1004 5.58 13.5 0.42 

注記＊：水平力は，構造解析係数 1.05を考慮した数値を示す。 

 

表 5－6 水平方向押抜きせん断に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

水平力 H＊ 

（kN/本） 

押抜きせん断応力度

τh 

（N/mm2） 

許容押抜き 

せん断応力度 

τa1（N/mm2） 

照査値 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
1004 0.62 1.0 0.62 

注記＊：水平力は，構造解析係数 1.05を考慮した数値を示す。 

 

表 5－7 仮想鉄筋コンクリート断面の曲げモーメントに対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

発生曲げモ

ーメント＊ 

（kN・m/本) 

発生軸力＊
 

（kN/本） 

降伏曲げ 

モーメント 

（kN・m/本） 

照査値 

① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
3938 572 6622 0.60 

注記＊：発生断面力は，構造解析係数 1.05を考慮した数値を示す。 

 

 

  



 

66 

5.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する評価結果を表 5－8に示す。 

免震重要棟遮蔽壁の基礎地盤に発生する最大接地圧が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－8 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

解析ケース 地震動 
最大接地圧 

Ｒｄ（N/mm2） 

極限支持力 

ＲＵ（N/mm2） 

照査値 

Ｒｄ/ＲＵ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.85 3.9 0.22 

－＋ 0.84 3.9 0.22 

＋－ 0.82 3.9 0.21 

－－ 0.83 3.9 0.22 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.80 3.9 0.21 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.82 3.9 0.21 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.81 3.9 0.21 

－＋ 0.81 3.9 0.21 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 0.83 3.9 0.22 

－＋ 0.84 3.9 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 0.85 3.9 0.22 

－＋ 0.83 3.9 0.22 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 0.80 3.9 0.21 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 0.82 3.9 0.22 
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参考資料１ 免震重要棟遮蔽壁のアクセスルートへの影響確認について 

 

1. 概要 

免震重要棟遮蔽壁の地震応答解析の評価対象断面は，緊急時対策所に対する波及的影響を

評価するために，緊急時対策所近傍の免震重要棟（東側）の区間を選定している。一方，免

震重要棟遮蔽壁のうち西側斜面近傍部は，アクセスルートに面している。 

そこで，免震重要棟遮蔽壁（西側）によるアクセスルートへの波及的影響を確認する。 

 

2. 周辺状況の整理及び評価方針 

  免震重要棟遮蔽壁の西側には斜面が位置し，その斜面の下方にはアクセスルートがある。 

免震重要棟遮蔽壁（東側）の評価対象断面（Ａ-Ａ断面）及び西側斜面を含むＢ-Ｂ断面に

おいて地震応答解析を実施し，免震重要棟遮蔽壁のうち西側斜面近傍部（位置①）及び緊急

時対策所近傍部（位置②）における地表面の応答加速度を比較する。地震応答解析について

は，解析コード「ＡＤＶＡＮＦ」を使用する。 

免震重要棟遮蔽壁の周辺状況及び地震応答解析位置を図 1に示す。 

   

 

図 1 免震重要棟遮蔽壁の周辺状況及び地震応答解析位置 

 

 

  

（凡例） 

：アクセスルート 

：西側斜面 

免震重要棟遮蔽壁 

位置① 

位置② 
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3. 解析モデル 

  地震応答解析を実施する解析モデルを図 2に，解析モデルの作成に用いた地質断面図を 

 図 3に示す。 

 

 

図 2 解析モデル 

 

 

図 3(1) 地質断面図（岩級図） 

位置① 

位置② 
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図 3(2) 地質断面図（岩相図） 
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4. 確認結果 

  免震重要棟遮蔽壁のうち西側斜面近傍部（位置①）及び緊急時対策所近傍部（位置②）に 

おける地表面の応答加速度を表 1に示す。位置①及び位置②において，最大水平加速度，最

大鉛直加速度共に，おおむね同等の値であることを確認した。 

以上を踏まえ，免震重要棟遮蔽壁（東側）が緊急時対策所に対して波及的影響を及ぼさな

い構造強度を有していることから，西側斜面近傍の免震重要棟遮蔽壁（西側）が，アクセス

ルートへ波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

表 1 地表面の応答加速度 

抽出位置 
最大水平加速度 

（cm/s2） 

最大鉛直加速度 

（cm/s2） 

位置① 西側斜面近傍 759 493 

位置② 緊急時対策所近傍 741 512 
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参考資料２ 地盤物性のばらつきを考慮する地盤の選定について 

 

1. 概要 

免震重要棟遮蔽壁の解析モデル中の地盤には，埋戻土及び岩盤があるが，岩盤の物性のば

らつきを考慮することとしている。その選定の考え方を以下に示す。 

 

2. 選定理由 

  免震重要棟遮蔽壁の解析モデル中には，図１に示すとおり，岩盤が広く分布している。ま

た，構造物周辺に，薄層の埋戻土がある。このうち，ばらつきを考慮する地盤は，「補足-026-

01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」に基づき選定する。 

これによると，ばらつきを考慮する地盤は，解析手法により異なることから，解析手法の 

選定フローを図 2に示す。 

免震重要棟遮蔽壁は，施設周辺の地下水位が底版より低いことから，解析手法は「①全応

力解析」とする。 

各解析手法に応じたばらつきを考慮する地盤の選定方法を，表 1に示す。 

評価対象構造物周辺には，薄層の埋戻土が分布しているが，主として分布している岩盤が

地震時の構造物への応答に大きな影響を及ぼすと考えられることから，岩盤の物性（せん断

弾性係数）のばらつきを考慮する。 

 

 

 

 

図 1 解析モデル図 

 

 

SW NE 
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注記＊1：非液状化の条件を仮定した全応力解析についても実施する。 

＊2：設計地下水位以深の液状化対象層の分布が局所的である断面のため全応力解析を実施す

るが， 液状化の影響が構造物に及んでいないことを有効応力解析により確認する。 

＊3：土木構造物の耐震評価の追加解析ケースとして，液状化しない場合の全応力解析を実施

する。また，全応力解析について，有効応力解析の解析コードとの差異による影響を代

表構造物（例：取水槽） で確認する。 

 

図 2 解析手法の選定フロー 

 

  

土木構造物の代表断面 

 

 施設周辺に設計地下水位以深の液状化対象層が存在する 

施設周辺の設計地下水位が底版より高い 

液状化検討対象施設 

 地表面が傾斜している等，液状化による側方流動 

の影響を受ける可能性がある 

YES 

YES 

YES（③） 

有効応力解析 

NO（②） 

全応力解析 

NO（①） 

全応力解析＊2 

NO 

Ａ-Ａ断面 

有効応力解析＊1,＊3 

YES（⑤） 

NO（④） 
 

設計地下水位以深の液状化対象層が施設と 

接する又は施設側方に広範囲に分布する 
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3. 埋戻土の物性値をばらつかせた場合の影響確認 

3.1 確認方針 

   評価対象構造物周辺には，主として分布している岩盤が地震時の構造物への応答に大き

な影響を及ぼすと考えられることから，本文では，岩盤の物性値のばらつきを考慮する。

ここでは，構造物周辺に分布する薄層の埋戻土の物性値をばらつかせた場合の影響を確認

する。検討用地震動は，全ての照査項目の中で最も照査値が大きくなるＳｓ－Ｄ（－＋）

とし，照査項目は，杭頭部の水平押し抜きせん断とする。 

  

 3.2 確認結果 

   杭頭部の水平押し抜きせん断応力度の照査結果のうち，岩盤の物性値をばらつかせた場

合の結果を表 2に，埋戻土の物性値をばらつかせた場合の結果を表 3に示す。発生応力及

び照査値は，各々の物性値をばらつかせた場合で，おおむね同等の値であることが確認で

きた。なお，本文に示す本構造物の照査値は最大で 0.62 であり，十分な裕度を有してい

る。 

以上より，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」に従い，物

性値のばらつきを考慮する地盤を適切に選定していることを確認した。 

 

表 2 杭頭部水平押し抜きせん断に対する照査結果（岩盤の物性値をばらつかせた場合） 

解析 

ケース 

地盤 

物性 
地震動 

水平力 H 

（kN/本） 

押抜きせん断応

力度τh 

（N/mm2） 

許容押抜き 

せん断応力度 

τa1（N/mm2） 

照査値 

① 平均値 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

1004 0.62 1.0 0.62 

② 
平均値 

＋1σ 
995 0.61 1.0 0.62 

③ 
平均値 

－1σ 
1004 0.62 1.0 0.62 

 

表 3 杭頭部水平押し抜きせん断に対する照査結果（埋戻土の物性値をばらつかせた場合） 

解析 

ケース 

地盤 

物性 
地震動 

水平力 H 

（kN/本） 

押抜きせん断応

力度τh 

（N/mm2） 

許容押抜き 

せん断応力度 

τa1（N/mm2） 

照査値 

① 平均値 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

1004 0.62 1.0 0.62 

② 
平均値 

＋1σ 
1003 0.62 1.0 0.62 

③ 
平均値 

－1σ 
1005 0.62 1.0 0.63 
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1 

 

1. 評価方法 

仮設耐震構台については，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」に基づき，仮設耐震構台が上位クラス施設である原子炉建物，第１ベ

ントフィルタ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽遮蔽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納

槽に対して，波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

その波及的影響の評価は，上位クラス施設の有する機能が保持されることを確認するた

めに，基準地震動Ｓｓを用いた地震応答解析を行い，施設の損傷及び転倒による影響では，

仮設耐震構台の構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を，構造物間の相対変

位による影響では，原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽

遮蔽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽のうち，仮設耐震構台との離隔距離が最小とな

る低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽を対象とし，衝突の有無を確認する。 

また，仮設耐震構台は，安全対策工事に伴い掘削した箇所のアクセスルートを確保する

ために設置することから，Ⅵ-1-1-7-別添 1「可搬型重大事故等対処設備の保管場所及びア

クセスルート」を踏まえ，基準地震動Ｓｓによる地震動に対して耐震評価を実施し，屋外

アクセスルートに影響を及ぼさないことを確認する。 

なお，仮設耐震構台の周辺他で安全対策工事に伴う掘削を実施中であるため，本資料に

おいては，掘削後の状態を前提とする。 

 

2. 評価条件 

2.1 適用規格 

仮設耐震構台の耐震評価にあたっては，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・

同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」，「コンクリート標準示方書［構造

性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定）」，「コンクリ－ト標準示方書［設計

編］（（社）土木学会，2017 年制定）」，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡ

Ｇ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」及び「原子力発電所屋外重要土木構造物の

耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年）」を適用するが，構造部

材の曲げ・軸力系及びせん断破壊の許容限界については，「道路橋示方書（Ⅰ共通

編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」，「道路橋示方書

（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 24 年 3 月）」，「道路

橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」，「コ

ンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定）」及び

「コンクリート標準示方書［ダムコンクリート編］（（社）土木学会，2013 年制

定）」を適用する。 

表 2－1 に適用する規格，基準類を示す。 
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表 2－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 確認項目 

使用材料及

び材料定数 

道路橋示方書（Ⅰ共通編・

Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年

3 月） 

鋼材の材料諸元（γ，Ｅ，ν）  

コンクリート標準示方書

［構造性能照査編］（（社）

土木学，2002 年制定） 

鉄筋コンクリートの材料諸元

（γ，Ｅ，ν） 
 

コンクリ－ト標準示方書

［設計編］（（社）土木学

会，2017 年制定） 

コンクリートの材料定数（材料

非線形解析によるせん断耐力の

算定） 

 

荷重及び荷

重の組合せ 

コンクリート標準示方書

［構造性能照査編］（（社）

土木学会，2002 年制定） 

永久荷重，偶発荷重等の適切な

組合せを検討 
 

許容限界 

道路橋示方書（Ⅰ共通編・

Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年

3 月） 
仮設耐震構台の評価対象部位に

発生する応力（曲げ軸力，せん

断力，引張力）が許容限界を超

えないことを確認 
構造強度を有

すること 

道路橋示方書（Ⅰ共通編・

Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 24 年

3 月） 

道路橋示方書（Ⅴ耐震設計

編）・同解説（（社）日本

道路協会，平成 14 年 3 月） 

道路土工 仮設構造物指

針（（社）日本道路協会，

平成 11 年 3 月） 

溶接部に発生する応力（せん断

力）が許容限界を超えないこと

を確認 

コンクリート標準示方書

［構造性能照査編］（（社）

土木学会，2002 年制定） 

構台（東側）に発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）及び置換コ

ンクリート（西側）に発生する

応力（引張応力）が許容限界を

超えないことを確認 

構造強度を有

すること 

コンクリート標準示方書

［ダムコンクリート編］

（（社）土木学会，2013 年

制定） 

置換コンクリート（西側）に発

生する応力（せん断力）が許容

限界を超えないことを確認 

構造強度を有

すること 

地震応答 

解析 

原子力発電所耐震設計技

術指針ＪＥＡＧ４６０１-

1987（（社）日本電気協会） 

有限要素法による２次元モデル

作成等 
 

原子力発電所屋外重要土

木構造物の耐震性能照査

指針・マニュアル（（社）

土木学会，2005 年） 

構造物の要素分割等  
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2.2 構造概要 

仮設耐震構台の平面規模は，南側長辺方向で約 65m，短辺方向で約 9m，北側長辺方向

で約 14m，短辺方向で約 11m であり，主桁，桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭によ

り構成され，主桁に締結された覆工板による床面を有する鉄骨構造物であり，十分な支

持性能を有する岩盤及びマンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）に設置されてい

る。なお，支持杭の岩盤部への根入れについては，プレボーリングを行い，根固めコン

クリートを打設している。 

仮設耐震構台の位置図を図 2－1 に，評価対象断面位置図を図 2－2 に，概略断面図を

図 2－3 に，仮設耐震構台と各上位クラス施設との離隔距離を表 2－2 及び図 2－4 に，支

持杭の根入れ部の概要図を図 2－5 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 仮設耐震構台 位置図（1/2） 
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図 2－1 仮設耐震構台 位置図（2/2） 

  

掘削箇所

凡例

：アクセスルート
：掘削箇所
：仮設耐震構台

原子炉建物

第１ベントフィルタ格納槽 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

仮設耐震構台
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（単位：mm）   

図 2－2 仮設耐震構台 評価対象断面位置図 
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（単位：mm）   

（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

 

  

（Ａ－Ａ断面 ①部） 

 

 

（Ａ－Ａ断面 ②部） 

図 2－3 仮設耐震構台 概略断面図（1/5） 
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（単位：mm）   

 

（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

 

 

（Ｂ－Ｂ断面 ③部） 

 

 

（Ｂ－Ｂ断面 ④部） 

図 2－3 仮設耐震構台 概略断面図（2/5） 
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（単位：mm）   

（断面図） 

 

  

（単位：mm）   

（正面図） 

（Ｂ－Ｂ断面 ⑤部（橋台（東側））） 

 

  

（Ｂ－Ｂ断面 ⑥部（置換コンクリート（西側））） 

図 2－3 仮設耐震構台 概略断面図（3/5） 
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（Ｃ－Ｃ断面（東西方向）） 

 

 

（Ｃ－Ｃ断面 ⑦部） 

 

 

（Ｃ－Ｃ断面 ⑧部） 

図 2－3 仮設耐震構台 概略断面図（4/5） 

  



 

10 

 

 

（単位：mm）   

（Ｄ－Ｄ断面（南北方向）） 

 

 

（Ｄ－Ｄ断面 ⑨部） 

 

 

（Ｄ－Ｄ断面 ⑩部） 

図 2－3 仮設耐震構台 概略断面図（5/5） 
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表 2－2 仮設耐震構台と各上位クラス施設との離隔距離一覧 

上位クラス施設 離隔距離（mm） 

原子炉建物 200 

第１ベントフィルタ格納槽 95 

第１ベントフィルタ格納槽遮蔽 95 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 50 

 

 

 

 

図 2－4 仮設耐震構台と各上位クラス施設との離隔距離 

 

   

 

図 2－5 支持杭の根入れ部 概要図 

  

離隔距離：95mm 離隔距離：50mm

離隔距離：200mm

埋戻コンクリート

支持杭（□500×500×22）

プレボーリング（φ850）

コンクリート

支持杭（□500×500×22）

プレボーリング（φ850）

コンクリート
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2.3 評価対象断面の選定 

評価対象断面は，施設の損傷及び転倒による影響と相対変位による影響，並びに屋

外のアクセスルートへの影響を評価する観点から，橋軸直交方向及び橋軸方向からそ

れぞれ断面を選定する。 

橋軸直交方向の評価にあたっては，主桁のスパン長が 20ｍの区間（Ａ－Ａ断面）と

Ａ－Ａ断面側に対して主桁の縁が切れている 14m の区間（Ｃ－Ｃ断面）のうちスパン

長が長く，橋脚がより大きな荷重を分担する区間であるＡ－Ａ断面を評価対象断面と

し，構造部材及び連結・結合部の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価，並びに上位

クラス施設のうち最も近接する低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽に対する相対変位量

評価を踏まえた衝突の有無を確認する。なお，Ａ－Ａ断面より西側の盛土斜面が分布

する断面（Ｅ－Ｅ断面）に対して，Ａ－Ａ断面を評価対象断面とする妥当性確認結果

を（参考資料１）に示す。 

橋軸方向の評価にあたっては，主桁のスパン長が 20ｍの区間（Ｂ－Ｂ断面）とＢ－

Ｂ断面側に対して主桁の縁が切れている 14m の区間（Ｄ－Ｄ断面）のうちスパン長が

長く，橋脚がより大きな荷重を分担する区間であるＢ－Ｂ断面を評価対象断面とし，

東西両端に設置する橋台（東側）及び置換コンクリート（西側）を含めて構造部材及

び連結・結合部の健全性評価，並びに基礎地盤の支持性能評価を実施する。 

なお，評価対象断面以外の断面（Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面）における耐震性評価

を（参考資料２）に，Ｃ－Ｃ断面における仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽との間の埋戻コンクリートの安定性確認結果を（参考資料３）に示す。 

評価対象地質断面図を図 2－6 に示す。 
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（岩級図） 

 

 

（速度層図） 

注：桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭は投影 

図 2－6（1） 仮設耐震構台 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 
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（岩級図） 

 

 

（速度層図） 

図 2－6（2） 仮設耐震構台 評価対象地質断面図（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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2.4 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 2－3 に，材料の物性値を表 2－4 に示す。 

 

表 2－3 構造部材の使用材料 

材料 仕様 

仮設 

耐震 

構台 

主桁 

支点部 

H=1018,t=13 

上部 B=350,t=26 

下部 B=220,t=19 

一般部 

H=1595,t=13 

上部 B=350,t=26 

下部 B=350,t=19 

SM490Y 

横構 
L130×130×9 

H125×125×6.5×9 
SS400 

対傾構 

L75×75×6 

L100×100×10 

L130×130×9 

H125×125×6.5×9 

SS400 

桁受 H900×300×16×28 SS400 

桁受補強材 
[250×90×11×14.5 

[300×90×12×16 
SS400 

受桁 H700×300×13×24 SS400 

受桁補強材 △300×300×25 SS400 

水平材 [150×75×6.5×10 SS400 

斜材 
L250×250×25 

L200×200×15 
SS400 

支持杭 □500×500×22 BCR295 

覆工板 1000×2000×208 SM490 

支承部(沓座) － SCW480 

支承部 

(ソールプレート) 
－ SM400 

固定ボルト 

(支承部－桁受) 
M30 普通ボルト（4.8） 

固定ボルト 

(桁受－受桁) 
M24 高力ボルト（10T） 

固定ボルト 

(受桁－支持杭) 
M24 高力ボルト（10T） 

溶接部 

(水平材－支持杭) 
すみ肉溶接 SS400 

溶接部 

(斜材－支持杭) 
すみ肉溶接 SS400 

橋台 

(東側) 

コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

置換コンクリート（西側） 設計基準強度 18.0N/mm2 
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表 2－4 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

仮

設 

耐

震 

構

台 

主桁，横構，対傾構， 

桁受，桁受補強材， 

受桁，受桁補強材，水

平材，斜材，支持杭 

2.00×105 77.0 0.3 

覆工板 2.00×105 77.0 0.3 

橋台（東側） 2.50×104 24.0*1 0.2 

置換コンクリート（西側） 2.20×104 22.6*2 0.2 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。  



 

17 

 

2.5 地盤物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物

性値を用いる。地盤の物性値を表 2－5 及び表 2－6 に示す。 

 

表 2－5 地盤の解析用物性値（岩盤） 

注記＊：入力地震動の算定においてのみ用いる解析用物性値 

 

表 2－6 地盤の解析用物性値（埋戻土） 

 解析用物性値 

物理特性 密度 ρｓ （g/cm3） 2.11 

強度特性 
初期せん断強度 τ 0 （N/mm2） 0.22 

内部摩擦角 φ （°） 22 

動的変形特性 
初期せん断弾性係数 Ｇ 0 （N/mm2） 

Ｇ 0=749σ 0.66（N/mm2） 

Ｇ/Ｇ 0=1/(1+γ/0.00027) 

動ポアソン比 νｄ  0.45* 

減衰特性 減衰定数 ｈ  h=0.0958×(1-Ｇ/Ｇ 0)0.85 

注記＊：常時応力解析においては，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指

針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年）」に基づき，静止土圧 

（Ｋ０＝ν／(1－ν)＝0.5）を作用させるため，ν＝0.333 とする。 

  

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ(m/s) 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

□1 層 250 800 20.6 0.446 1.31   3 

□2 層 900 2100 23.0 0.388 19.0    3 

□3 層 1600 3600 24.5 0.377 64.0    3 

□4 層 1950 4000 24.5 0.344 95.1    3 

□5 層 2000 4050 26.0 0.339 105.9    3 

□6 層 * 2350 4950 27.9 0.355 157.9    3 
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2.6 評価対象部位 

評価対象部位は，各評価対象断面における設置状況，役割，地震時の荷重作用を考

慮し，主要な構造部材及び連結・結合部から選定する。評価対象部位を表 2－7 に示

す。 

Ａ－Ａ断面（南北方向（橋軸直交方向））における主要な構造部材の評価対象部位

は，水平材，斜材及び支持杭とし，連結・結合部の評価対象部位は，支承部(沓座)， 

固定ボルト(支承部－桁受)，固定ボルト(受桁－支持杭)，溶接部（水平材－支持杭)，

及び溶接部(斜材－支持杭)とする。なお，主要な構造部材のうち主桁，桁受及び受桁

は，主桁間がスパン長の短い横構及び対傾構によりトラス構造となっていること，及

び桁受と受桁間がスパン長の短い補強材によりトラス構造となっていることから，評

価対象部位と比較し，十分に剛な構造とみなすことができるため，「3.2.3 構造物の

モデル化」に示すとおり剛はり要素としてモデル化する。主桁間の横構及び対傾構を

剛はりとすることの妥当性確認結果を（参考資料４）に示す。 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向（橋軸方向））における主要な構造部材の評価対象部位は，

主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭とし，連結・結合部の評価対象部位は，支承部

(ソールプレート)， 固定ボルト(支承部－桁受)，固定ボルト(桁受－受桁)，固定ボル

ト(受桁－支持杭)，溶接部（水平材－支持杭)，及び溶接部(斜材－支持杭)とする。ま

た，仮設耐震構台東側の橋台，西側の置換コンクリート及びこれらの連結・結合部に

ついても評価対象とする。なお，主要な構造部材のうち桁受は，橋軸直交方向を長手

方向として設置しており，橋軸方向断面の変形に対して十分に剛な構造とみなすこと

ができるため，「3.2.3 構造物のモデル化」に示すとおり剛はり要素としてモデル化

する。 

桁受を剛はり要素とすることの妥当性確認結果を（参考資料５）に示す。 

設計にあたって準拠した「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年 3 月）」及び「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説

（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に対する網羅性と評価対象部位選定の考え

方について，（参考資料６）に示す。 

なお，土留め工（親杭）及びグラウンドアンカの評価については，補足-027-10-106

「土留め工(親杭）の耐震性についての計算書に関する補足説明資料」にて説明する。 

仮設耐震構台の評価対象部位とその仕様を表 2－8 に，評価部位の位置図を図 2－7

に示す。 
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表 2－7（1） 評価対象部位（主要な構造部材） 

部位＊ 設置状況・役割・地震時の荷重作用 検討断面 評価方法 

①主桁 

・主桁は，橋軸方向を長手方向として設置してお

り，橋軸直交方向の主桁間には，横構及び対傾構

により接合している。 

・主桁の地震時荷重は，桁受及び受桁に伝達され

る。 

・主桁は橋軸方向の地震時荷重を負担し，主桁間の

横構及び対傾構は橋軸直交方向の地震時荷重を負

担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・橋軸方向において，主桁を

線形はり要素でモデル化

し，２次元ＦＥＭ解析で照

査を実施する。 

・橋軸直交方向において，主

桁を剛はり要素としてモデ

ル化していることの妥当性

確認として，２次元ＦＥＭ

解析から算出する慣性力に

より，横構及び対傾構の照

査を実施する。 

②桁受 

③受桁 

・桁受は橋軸直交方向を，受桁は橋軸方向を長手方

向として設置している。 

・主桁からの地震時荷重は，井桁状に接合した桁受

及び受桁を介して支持杭に伝達される。 

・受桁は橋軸方向の地震時荷重を負担し，桁受は橋

軸直交方向の地震時荷重を負担する。 
橋軸方向 

橋軸直交方向 

・橋軸方向において，受桁を

線形はり要素でモデル化

し，２次元ＦＥＭ解析で照

査を実施する。 

・橋軸直交方向において，桁

受を剛はり要素としてモデ

ル化していることの妥当性

確認として，桁受を線形は

り要素としてモデル化した

２次元ＦＥＭ解析より照査

を実施する。 

④水平材 

・水平材は，橋軸方向及び橋軸直交方向を長手方向

として設置している。 

・支持杭からの地震時荷重は，水平材により接合し

ている他の支持杭に伝達される。 

・橋軸方向を長手方向としている水平材は橋軸方向

の地震時荷重を負担し，橋軸直交方向を長手方向

としている水平材は橋軸直交方向の地震時荷重を

負担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・橋軸方向及び橋軸直交方向

において，水平材を線形は

り要素でモデル化し，２次

元ＦＥＭ解析で照査を実施

する。 

⑤斜材 

・斜材は，橋軸方向及び橋軸直交方向を長手方向と

して設置している。 

・支持杭からの地震時荷重は，斜材により接合して

いる他の支持杭に伝達される。 

・橋軸方向を長手方向としている斜材は橋軸方向の

地震時荷重を負担し，橋軸直交方向を長手方向と

している斜材は橋軸直交方向の地震時荷重を負担

する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・橋軸方向及び橋軸直交方向

において，斜材を線形はり

要素でモデル化し，２次元

ＦＥＭ解析で照査を実施す

る。 

⑥支持杭 

・支持杭は，橋軸方向及び橋軸直交方向において鉛

直方向を長手方向として設置している。 

・受桁より上部の構造部材による地震時荷重は，水

平材及び斜材により各支持杭に分散され，岩盤に

伝達される。 

・支持杭は，橋軸方向及び橋軸直交方向の地震時荷

重を負担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・橋軸方向及び橋軸直交方向

において，支持杭を線形は

り要素でモデル化し，２次

元ＦＥＭ解析で照査を実施

する。 

注記＊：番号は図 2－7 の番号を示す。 
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表 2－7（2） 評価対象部位（連結・結合部） 

部位＊ 設置状況・役割・地震時の荷重作用 検討断面 評価方法 

支承部 

(⑦沓座， 

⑧ソール 

プレート) 

・支承部は，主桁と桁受の間に設置しており，支承

部のうちソールプレートは主桁の橋軸方向への変

位を，沓座は主桁の橋軸直交方向への変位を拘束

している。 

・ソールプレートは，主桁等による橋軸方向の地震

時荷重を負担する。 

・沓座は，主桁等による橋軸直交方向の地震時荷重

を負担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・２次元ＦＥＭ解析から最大

応答加速度を抽出し，主桁

の慣性力による照査を実施

する。 

固定ボルト 

(⑨支承部 

－桁受) 

・固定ボルト（支承部－桁受）は，支承部と桁受の

間に設置しており，支承部を介して主桁の橋軸方

向及び橋軸直交方向への変位を拘束している。 

・支承部より上部の部材による橋軸方向及び橋軸直

交方向の地震時荷重を負担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・２次元ＦＥＭ解析から最大

応答加速度を抽出し，主桁

の慣性力による照査を実施

する。 

固定ボルト 

(⑩桁受 

－受桁) 

・固定ボルト（桁受－受桁）は，桁受と受桁の間に

設置しており，桁受より上部の部材の橋軸方向及

び橋軸直交方向への変位を拘束している。 

・桁受より上部の部材による橋軸方向及び橋軸直交

方向の地震時荷重を負担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・２次元ＦＥＭ解析から部材

位置の最大断面力を抽出

し，照査を実施する。 

固定ボルト 

(⑪受桁 

－支持杭) 

・固定ボルト（受桁－支持杭）は，受桁と支持杭の

間に設置しており，受桁より上部の部材の橋軸方

向及び橋軸直交方向への変位を拘束している。 

・受桁より上部の部材による橋軸方向及び橋軸直交

方向の地震時荷重を負担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・２次元ＦＥＭ解析から部材

位置の最大断面力を抽出

し，照査を実施する。 

溶接部 

(⑫水平材 

－支持杭) 

・溶接部（水平材－支持杭）は，水平材と支持杭の

結合部に施工しており，水平材と支持杭の橋軸方

向及び橋軸直交方向への変位を拘束している。 

・溶接部に発生する橋軸方向及び橋軸直交方向の地

震時荷重を負担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・２次元ＦＥＭ解析から溶接

位置の最大断面力を抽出

し，照査を実施する。 

溶接部 

(⑬斜材 

－支持杭) 

・溶接部（斜材－支持杭）は，斜材と支持杭の結合

部に施工しており，斜材と支持杭の橋軸方向及び

橋軸直交方向への変位を拘束している。 

・溶接部に発生する橋軸方向及び橋軸直交方向の地

震時荷重を負担する。 

橋軸方向 

橋軸直交方向 

・２次元ＦＥＭ解析から溶接

位置の最大断面力を抽出

し，照査を実施する。 

注記＊：番号は図 2－7 の番号を示す。 
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表 2－8（1） 評価対象部位とその仕様（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

部位 使用材料 

水平材 [150×75×6.5×10 SS400 

斜材 L250×250×25 SS400 

支持杭 □500×500×22 BCR295 

支承部（沓座） － SCW480 

固定ボルト（支承部－桁受） M30 普通ボルト（4.8） 

固定ボルト（桁受－受桁） M24 高力ボルト（10T） 

固定ボルト（受桁－支持杭） M24 高力ボルト（10T） 

溶接部（水平材－支持杭） すみ肉溶接 SS400 

溶接部（斜材－支持杭） すみ肉溶接 SS400 

 

表 2－8（2） 評価対象部位とその仕様（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

部位 使用材料 

主桁 プレートガーダー SM490Y 

受桁 H700×300×13×24 SS400 

水平材 [150×75×6.5×10 SS400 

斜材 
L250×250×25 

L200×200×15 
SS400 

支持杭 □500×500×22 BCR295 

支承部（沓座） － SCW480 

支承部（ソールプレート） － SM400 

固定ボルト（支承部－桁受） M30 普通ボルト（4.8） 

固定ボルト（桁受－受桁） M24 高力ボルト（10T） 

固定ボルト（受桁－支持杭） M24 高力ボルト（10T） 

溶接部（水平材－支持杭） すみ肉溶接 SS400 

溶接部（斜材－支持杭） すみ肉溶接 SS400 

橋台（東側） 
コンクリート 

設計基準強度 

24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

置換コンクリート（西側） コンクリート 
設計基準強度 

18.0N/mm2 
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（Ａ－Ａ断面（南北方向（橋軸直交方向））） 

 

 

      

（Ａ－Ａ断面（拡大部）） 

図 2－7 評価対象部位 位置図（1/3） 
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（Ｂ－Ｂ断面（東西方向（橋軸方向））） 

 

 

      

（Ｂ－Ｂ断面（拡大部）） 

            

       （固定支承）                  （水平可動支承） 

 

図 2－7 評価対象部位 位置図（2/3） 

  

沓座

ソールプレート

沓座

可動方向
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（単位：mm） 

（主桁～支持杭上端） 

 

 

 

（単位：mm） 

（主桁～支持杭上端） 

 

図 2－7 評価対象部位 位置図（3/3） 

  

①主桁横構 対傾構

②桁受

③受桁

⑥支持杭

700

桁受補強材

900 

7000

支承部は1018
一般部は1595

①主桁

②桁受

支承部

③受桁

⑥支持杭

900 

5500 

受桁補強材

1595 
1018 



 

25 

 

2.7 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。設

計地下水位の一覧を表 2－9 に示す。 

 

表 2－9 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

仮設耐震構台 
Ａ－Ａ断面（南北方向） 

15.0 
Ｂ－Ｂ断面（東西方向） 
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2.8 耐震評価方針 

仮設耐震構台の上位クラス施設に対する波及的影響の評価及びアクセスルートの耐

震評価においては，基準地震動Ｓｓに対する評価を行う。 

波及的影響の評価にあたっては，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位

クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価を行う。施設の損傷

及び転倒による影響では，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，構造部材の健

全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。構造物間の相対変位による影響では，

上位クラス施設のうち，仮設耐震構台との離隔距離が最小となる低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽を対象とし，相対変位による評価を行うことで，衝突の有無の確認を行

う。この相対変位による評価では，仮設耐震構台の最大応答変位に加えて，Ⅵ-2-2-32

「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書」に示す地震応答解析モデルに

より算出される最大応答変位を用いる。 

また，アクセスルートの耐震評価にあたっては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

を参考に，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

仮設耐震構台の評価フローを図 2－8 に示す。 
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図 2－8 仮設耐震構台の評価フロー 

  

評価開始

評価方針

評価対象断面の設定

解析手法の設定

解析モデル及び諸元の設定

地震応答解析
（２次元ＦＥＭ解析）

基準地震動Ｓｓ

荷重及び荷重の組合せの設定

常時応力解析

入力地震動の算定
（一次元波動論による

地震応答解析）

許容限界の設定

構造物間の相対変位評価＊

評価終了

構造部材の健全性評価

添付書類
Ⅵ-2-2-32「低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽の地震応答計算書」

基礎地盤の支持性能評価

注記＊：波及的影響の評価においてのみ実施する。
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3. 地震応答解析 

3.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間

積分の時刻歴応答解析により行うこととする。 

仮設耐震構台周辺の地下水位は支持杭下端より高いが仮設耐震構台周辺に地下水位

以深の液状化対象層が存在しないため全応力解析を選定する。 

構造部材のうち評価対象部位については，線形はり要素によりモデル化する。評価対

象部位以外については，剛はり要素によりモデル化する。また，地盤については，平面

ひずみ要素でモデル化することとし，岩盤は線形でモデル化する。埋戻土については，

地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようマルチスプリング要素を用いることとし，

ばね特性は双曲線モデル（修正 GHE モデル）を用いて非線形性を考慮する。なお，置換

コンクリート，ＭＭＲ及び埋戻コンクリートについては線形の平面ひずみ要素でモデル

化する。地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析

コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

地震応答解析手法の選定フローを図 3－1 に示す。 
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図 3－1 地震応答解析手法の選定フロー 

  

【解析手法①】 

【構造モデル】 

ＳＴＡＲＴ 

質点系解析 ２次元有限要素解析 

【解析手法②】 

線形解析 等価線形解析 

はり要素 
（線形モデル） 

【地盤モデル】 

双曲線モデル 
（修正 GHE モデル，H-D モデル） 

指数関数モデル 
（修正 R-O モデル） 

非線形解析 

はり要素 
（Ｍ－φモデル） 

はり要素 
（ファイバーモデル） 

〇屋外重要土木構造物と地盤の動的 

 相互作用を考慮できる連成系の 

 地震応答解析手法を用いること 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地震応答解析手法は，線形，等価 

 線形，非線形のいずれかによること 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地盤の地震時における非線形性を 

 考慮する 

〇線形はり要素でモデル化する 

〇地盤の応力－ひずみ関係を 

 モデル化する 
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3.2 地震応答解析モデルの設定 

3.2.1 解析モデル領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を

及ぼさないよう，十分広い領域とする。「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥ

ＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」を参考に，図 3－2 に示すとおりモ

デル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，モデル高さを構造物基礎幅の 1.5～2 倍以上と

する。 

なお，解析モデルの境界条件は，側面及び底面ともに粘性境界とする。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波

長の 5 分の 1 程度を考慮し，細分割して設定する。 

構造物の要素分割については，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能

照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年）」に従い，要素長さを部材の

断面厚さ又は有効高さの 2.0 倍以下とし，1.0 倍程度まで細分して設定する。 

 

 

 

 

図 3－2 モデル化範囲の考え方 

  

評価対象構造物 

基礎幅の 1.5～2 倍以上 
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3.2.2 境界条件 

(1) 固有値解析時 

固有値解析を実施する際の境界条件は，境界が構造物を含めた周辺地盤の振動

特性に影響を与えないよう設定する。ここで，底面境界は地盤のせん断方向の卓

越変形モードを把握するために固定とし，側方境界はフリーとする。境界条件の

概念図を図 3－3 に示す。 

 

 

 

 

図 3－3 固有値解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(2) 常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常

時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は底面固定と

し，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーと

する。境界条件の概念図を図 3－4 に示す。 

 

 

 

 

図 3－4 常時応力解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(3) 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模

擬するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降波が

モデル底面境界から半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッシュポ

ットを設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不整形地盤

側方の地盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自由地盤の側

方にダッシュポットを設定する。 

境界条件の概念図を図 3－5 に示す。 

 

 

 

 

図 3－5 地震応答解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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3.2.3 構造物のモデル化 

南北方向（Ａ－Ａ断面）については，評価対象部位（水平材，斜材及び支持

杭）を線形はり要素によりモデル化する。主桁，桁受及び受桁は，主桁間がスパ

ン長の短い横構及び対傾構によりトラス構造となっていること，及び桁受と受桁

間がスパン長の短い補強材によりトラス構造となっていることから，評価対象部

位と比較し，十分に剛な構造とみなすことができるため，剛はり要素によりモデ

ル化する。 

支持杭，水平材及び斜材のモデル化にあたっては，奥行方向 3 列の支持杭のう

ち，中央の支持杭，水平材及び斜材を対象とし，その重量を考慮するとともに，

支持杭が分担する奥行方向の水平材及び斜材の重量を支持杭の節点に付加質量と

して考慮する。また，支持杭より上の受桁等の部材重量については，主桁中央～

主桁中央間の重量を奥行 3 列の支持杭で負担するため，奥行方向を考慮した支持

杭１本あたりの重量を剛はり上部に付加質量として考慮する。 

南北方向（Ａ－Ａ断面）の解析モデル図を図 3－6 に，モデルの奥行方向の重量

考慮イメージを図 3－7 に，解析モデルの仕様及び物性値を表 3－1 に示す。 

また，構造部材の接合条件について，水平材，斜材及び支持杭は部材同士を溶

接して一体化していること，及び支持杭と受桁間は補強材により補強しているこ

とから，それぞれ固定度が大きいため，剛結とした。部材の接合部の構造及び解

析モデルにおける接合条件を表 3－2 に，接合部の構造図を図 3－8 に，部材の接

合条件イメージを図 3－9 に示す。 
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図 3－6 解析モデル図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 3－7 モデルの奥行方向の重量考慮イメージ 

  

：橋脚１箇所分の重量分担範囲
（支持杭４本×３列（計12本）で均等に分担）

：支持杭１本分の重量分担範囲

主桁

支持杭

水平材

斜材
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表 3－1 解析モデルの仕様及び物性値（Ａ－Ａ断面）（1/2） 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

断面積 

（m2）＊2 

ヤング係数Ｅ 

(N/mm2) 
ポアソン比ν 減衰定数 

水平材 

77.0 

2.4×10-3 

2.00×105 0.3 0.03 
斜材 1.2×10-2 

支持杭 4.0×10-2 

剛はり 0.0＊1 4.0×101 

注記＊1：頂部の節点に付加重量として与えることで考慮する。 

  ＊2：剛はりの断面積は支持杭の 1000 倍とする。 

 

表 3－1 解析モデルの仕様及び物性値（Ａ－Ａ断面）（2/2） 

材料 
重量 

（kN/本） 

覆工板，主桁等 95.0 
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表 3－2 部材の接合方法及び解析モデルにおける接合条件 

部材 接合方法 
解析モデルにおける

接合条件 
構造図＊1 

水平材 支持杭 溶接 剛結 － 

斜材 支持杭 溶接 剛結 － 

支持杭 受桁 ボルト固定(M24)＊2 剛結 詳細部 a 

支持杭 岩盤 
根固め 

コンクリート 

２重節点 MPC 結合 

(鉛直及び水平方向) 
 

注記＊1：接合部の構造図を図 3－8 に示す。 

  ＊2：△300×300×25 により補強 

 

 

（単位：mm）   

（仮設耐震構台：全体図） 

 

 

（詳細部 a：支持杭―受桁） 

図 3－8 接合部の構造図 
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図 3－9 部材の接合条件イメージ（Ａ－Ａ断面） 
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東西方向（Ｂ－Ｂ断面）については，評価対象部位（主桁，受桁，水平材，斜

材及び支持杭）を線形はり要素によりモデル化する。桁受は，橋軸直交方向を長

手方向として設置しており，橋軸方向断面の変形に対して十分に剛な構造とみな

すことができるため，剛はり要素によりモデル化し，重量については，主桁の節

点に付加重量として与えることで考慮する。覆工板の重量については，主桁の線

形はり要素に考慮する。また，橋台（東側）は，線形はり要素によりモデル化す

る。 

支持杭，水平材，及び斜材のモデル化にあたっては，南北方向（Ａ－Ａ断面）

同様，奥行方向１本あたりの剛性及び重量を考慮するとともに，支持杭が分担す

る奥行方向の水平材及び斜材の重量を支持杭の節点に付加質量として考慮する。

また，受桁は奥行方向１本あたりの剛性及び重量をモデル化する。一方，東西方

向（Ｂ－Ｂ断面）においては，支持杭の奥行方向４列に対して主桁を７本設置し

ていることから，主桁のモデル化にあたっては，剛性及び重量を 7/4 倍とした線

形はり要素でモデル化する。 

東西方向（Ｂ－Ｂ断面）の解析モデル図を図 3－10 に，モデルの奥行方向の重

量考慮イメージを図 3－11 に，解析モデルの仕様及び物性値を表 3－3 に示す。 

構造部材の接合条件については，溶接部及び部材による補強を行っている箇所

は，固定度が大きいため，剛結とした。また，その他の箇所については，部材間

の固定又は可動の構造を踏まえ，２重節点の MPC 結合とした。部材の接合部の構

造及び解析モデルにおける条件を表 3－4 に，接合部の構造図を図 3－12 に，部材

の接合条件イメージを図 3－13 に，2 重節点の MPC 接合のモデル化イメージを図 3

－14 に示す。 
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図 3－10 解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

図 3－11 モデルの奥行方向の重量考慮イメージ 

  

：支持杭１本分の重量分担範囲

：支持杭１本分の重量分担範囲

主桁

支持杭

水平材

斜材
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表 3－3 解析モデルの仕様及び物性値（Ｂ－Ｂ断面）（1/2） 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

断面積 

（m2）＊2 

ヤング係数Ｅ 

(N/mm2) 
ポアソン比ν 減衰定数 

主桁 

77.0 

7.2×10-2 

2.00×105 0.3 0.03 

受桁 2.3×10-2 

水平材 2.4×10-3 

斜材 1.2×10-2 

支持杭 4.0×10-2 

剛はり 0.0＊1 4.0×101 

注記＊1：頂部の節点に付加重量として与えることで考慮する。 

  ＊2：剛はりの断面積は支持杭の 1000 倍とする。 

 

表 3－3 解析モデルの仕様及び物性値（Ｂ－Ｂ断面）（2/2） 

材料 
重量 

（kN/本） 

桁受 20.0 
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表 3－4 部材の接合方法及び解析モデルにおける接合条件 

部材 接合方法 
解析モデルにおける 

接合条件 
構造図＊1 

主桁 

桁受 

ボルト固定(M22)＊2 
２重節点 MPC 結合 

（鉛直方向) 
詳細部 a 

ボルト固定(M22)＊3 
２重節点 MPC 結合 

(鉛直及び水平方向) 

橋台（東側） ボルト固定(M22)＊2 
２重節点 MPC 結合 

（鉛直方向) 
詳細部 b 

桁受 受桁 ボルト固定(M24)＊4 剛結 詳細部 c 

受桁 支持杭 ボルト固定(M24)＊5 剛結 詳細部 d 

水平材 支持杭 溶接 剛結 － 

斜材 支持杭 溶接 剛結 － 

受桁（西側） 
置換コンク 

リート（西側） 
埋込 共有節点 

詳細部 e 支持杭（西側） 
水平材（西側） 

斜材（西側） 
ボルト固定(M24) 

２重節点 MPC 結合 

(鉛直及び水平方向) 

水平材（西側） 

斜材（西側） 

置換コンク 

リート（西側） 
ボルト固定(M24) 

２重節点 MPC 結合 

(鉛直及び水平方向) 

支持杭 岩盤 
根固め 

コンクリート 

２重節点 MPC 結合 

(鉛直及び水平方向) 
 

注記＊1：接合部の構造図を図 3－12 に示す。 

＊2：可動ブロック，沓座により接合 

＊3：固定ブロック，沓座により接合 

＊4：[250×90×11×14.5 により補強 

＊5：△300×300×25 により補強 
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（単位：mm） 

（仮設耐震構台：全体図） 

 

 

（詳細部 a：主桁－桁受） 

 

 

 （単位：mm）          

（詳細部 b：主桁－橋台（東側）） 

 

図 3－12 接合部の構造図（1/2） 
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（詳細部 c：桁受－受桁） 

 

 

（詳細部 d：支持杭―上部工（受桁）） 

 

 

 

（詳細部 e） 

（受桁（西側）－置換コンクリート（西側）） 

（支持杭（西側）－水平材（西側），斜材（西側）） 

（水平材（西側），斜材（西側）－置換コンクリート（西側）） 

   

図 3－12 接合部の構造図（2/2） 
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図 3－13 部材の接合条件イメージ（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

（単位：mm）   

図 3－14 2 重節点の MPC 接合のモデル化イメージ 

  

鉛直方向は拘束

水平可動

剛はり(桁受)

主桁

橋台(東側）

主桁

（固定支承部）

MPC接合（鉛直及び水平方向）

MPC接合（鉛直方向）

（水平可動支承部）

水平・鉛直方向は拘束 モデル化

モデル化

2重節点 MPC接合（鉛直及び水平方向）

2重節点 MPC接合（鉛直方向）

節点

節点
水平可動
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3.2.4 隣接構造物等のモデル化 

Ａ－Ａ断面における低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽及び原子炉建物について

は，補足-026-10「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書及び耐震性

についての計算書に関する補足説明資料」に示すモデルとする。 

 

3.2.5 地盤，置換コンクリート，埋戻コンクリート及びＭＭＲのモデル化 

岩盤，置換コンクリート，埋戻コンクリート及びＭＭＲは線形の平面ひずみ要

素でモデル化する。埋戻土は，地盤の非線形性をマルチスプリング要素で考慮し

た平面ひずみ要素でモデル化する。 

なお，安全対策工事に伴う掘削箇所の斜面安定性評価については，補足-023-17

「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価について」及び補足-020「可搬型重大事故

等対処設備の保管場所及びアクセスルートに係る補足説明資料」に記載する。 

地盤のモデル化に用いる，地質断面図を図 3－15 に示す。 
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注：桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭は投影 

図 3－15（1） 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 
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図 3－15（2） 評価対象地質断面図（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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3.2.6 地震応答解析モデル 

評価対象地質断面図を踏まえて設定した地震応答解析モデル図を図 3－16 に示

す。 

 

 

（全体図） 

 

 

（拡大図） 

 

図 3－16（1） 地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面（南北方向））  
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（全体図） 

 

 

（拡大図） 

 

図 3－16（2） 地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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3.2.7 ジョイント要素の設定 

地盤と構造物との接合面にジョイント要素を設けることにより，地震時の地盤

と構造物の接合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造物の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造物の接

合面におけるせん断強度以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。粘着力с及び内部

摩擦角φは周辺地盤のс，φとし，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

に基づき表 3－5 のとおりとする。また，要素間の粘着力с及び内部摩擦角φは，

表 3－6 のとおり設定する。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の直下にはＣＭ級～ＣＨ級の岩盤が分布する

が，せん断強度の設定においては一律ＣＭ級岩盤の粘着力с及び内部摩擦角φを用

いる。 

 

τf＝ｃ＋σtanφ 

  τf ：せん断強度 

  ｃ ：粘着力（＝初期せん断強度τo） 

  φ  ：内部摩擦角 

 

表 3－5 周辺地盤との境界に用いる強度特性 

地盤 粘着力 c（N/mm2） 内部摩擦角φ（°） 

岩盤（ＣＭ級） 1.23 52 

置換コンクリート， 

埋戻コンクリート・ＭＭＲ 
3.58 40 
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表 3－6 要素間の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 材料１ 材料２ 

構造物 

無筋コンクリート＊1 材料２のｃ 材料２のφ 

埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 材料２のｃ 材料２のφ 

無筋コンクリート＊1 
埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 －＊2 －＊2 

注記＊1：ＭＭＲ，置換コンクリート及び埋戻コンクリートの総称 

＊2：表面を露出させて打継処理が可能である箇所については，ジョイント要素を 

設定しない。 

 

ジョイント要素のばね定数は，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能

照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年）」を参考に，数値計算上，不

安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定す

る。表 3－7 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3－17 に，ジョイント要素の配置を図 3－

18 に示す。 

 

表 3－7 ジョイント要素のばね定数 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

 

 

 

図 3－17 ジョイント要素の力学特性  
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（全体図） 

 

 

（拡大図） 

 

図 3－18（1） ジョイント要素の配置（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 
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（全体図） 

 

 

（拡大図） 

 

図 3－18（2） ジョイント要素の配置（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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3.3 減衰定数 

固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，質量マトリックス

及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減衰を解析モデル全体に

与える。 

Rayleigh 減衰の設定フローを図 3－19 に示す。 

固有値解析において，構造物（鋼材）の減衰定数は，「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計

編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に示される橋脚の減衰定数で

ある 3％を設定している。一方で，上部構造の減衰定数は 2％とされているため，構造

物（鋼材）の減衰定数を 2％とした影響確認結果を（参考資料７）に示す。 

 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ]：減衰係数マトリックス 

[Ｍ]：質量マトリックス 

[Ｋ]：剛性マトリックス 

α，β：係数 
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図 3－19 Rayleigh 減衰の設定フロー 

  

固有値解析 

・構造物の減衰定数          ：3.0％ 

・埋戻土の減衰定数          ：0％ 

・岩盤の減衰定数           ：3.0％ 

・無筋ｺﾝｸﾘｰﾄの減衰定数        ：3.0％ 

・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物（線形）の減衰定数 ：5.0％ 

・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物（非線形）の減衰定数：2.0％ 

・ωi：ｉ次モードにおける固有円振動数（ωi＝2πfi） 

・  hi ：ｉ次モードにおける減衰定数 

・Rayleigh 減衰における係数 α，β 

α＝
2ω1ω2（h1ω2－h2ω1）

ω2
2-ω1

2 ，β＝
2（h2ω2－h1ω1）

ω2
2-ω1

2  

注：添字の 1 次及び 2 次のモードは固有値解析にて求める。 

・Rayleigh 減衰 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 
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Rayleigh 減衰における係数α，βは，低次のモードの変形が支配的となる仮設耐震

構台に対して，その特定の振動モードの影響が大きいことを考慮して，固有値解析結

果より得られる卓越するモードの減衰と Rayleigh 減衰が一致するように設定する。な

お，卓越するモードは全体系の固有値解析における刺激係数及びモード図にて決定す

るが，係数α，βが負値となる場合は当該モードを選定しない。 

固有値解析結果の一覧を表 3－8 に，固有値解析におけるモード図を図 3－20 に，係

数α，βを表 3－9 に，固有値解析結果に基づき設定した Rayleigh 減哀を図 3－21 に

示す。 

 

表 3－8（1） 固有値解析結果（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 2.464 56  0  234.80 -8.96 1 次として採用 

2 3.313 6  1  74.04 26.50 － 

3 3.799 9  0  92.97 -18.99 － 

4 4.748 0  7  -17.87 79.50 － 

5 5.014 4  15  -61.28 -124.20 2 次として採用 

6 5.222 0  5  -21.70 -70.69 － 

7 5.494 2  5  38.45 69.61 － 

8 5.863 5  12  -74.88 106.70 － 

9 6.373 1  8  3.36 88.97 － 

10 6.684 0  1  -5.64 29.24 － 
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表 3－8（2） 固有値解析結果（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 2.811 66  0  266.30 14.30 1 次として採用 

2 4.111 7  6  -84.79 76.85 － 

3 5.088 0  0  9.18 -8.439 － 

4 5.530 5  12  -76.49 -113.80 2 次として採用 

5 5.959 3  11  -58.94 109.60 － 

6 6.373 0  0  -3.27 -11.23 － 

7 6.762 1  18  20.95 -140.30 － 

8 6.993 0  25  20.26 162.90 － 

9 7.920 2  1  37.58 38.15 － 

10 7.954 0  1  -23.61 -7.97 － 

 

  



 

59 

 

  

１次モード（f1=2.464Hz） 

（刺激係数βx：2.348E+02） 

２次モード（f2=3.313Hz） 

（刺激係数βx：7.404E+01） 

  

３次モード（f3=3.799Hz） 

（刺激係数βx：9.297E+01） 

４次モード（f4=4.748Hz） 

（刺激係数βx：-1.787E+01） 

  

５次モード（f5=5.014Hz） 

（刺激係数βx：-6.128E+01） 

６次モード（f6=5.222Hz） 

（刺激係数βx：-2.170E+01） 

図 3－20 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面（南北方向））（1/4） 
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７次モード（f7=5.494Hz） 

（刺激係数βx：3.845E+01） 

８次モード（f8=5.863Hz） 

（刺激係数βx：-7.488E+01） 

  

９次モード（f9=6.373Hz） 

（刺激係数βx：3.360E+00） 

１０次モード（f10=6.684Hz） 

（刺激係数βx：-5.640E+00） 

図 3－20 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面（南北方向））（2/4） 
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１次モード（f1=2.811Hz） 

（刺激係数βx：2.663E+02） 

２次モード（f2=4.111Hz） 

（刺激係数βx：-8.479E+01） 

  

３次モード（f3=5.088Hz） 

（刺激係数βx：9.180E+00） 

４次モード（f4=5.530Hz） 

（刺激係数βx：-7.649E+01） 

  

５次モード（f5=5.959Hz） 

（刺激係数βx：-5.894E+01） 

６次モード（f6=6.373Hz） 

（刺激係数βx：-3.270E+00） 

図 3－20 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面（東西方向））（3/4） 
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７次モード（f7=6.762Hz） 

（刺激係数βx：2.095E+01） 

８次モード（f8=6.993Hz） 

（刺激係数βx：2.026E+01） 

  

９次モード（f9=7.920Hz） 

（刺激係数βx：3.758E+01） 

１０次モード（f10=7.954Hz） 

（刺激係数βx：-2.361E+01） 

図 3－20 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面（東西方向））（4/4） 
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表 3－9 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面（南北方向） 6.5071×10-1 1.1093×10-3 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向） 6.9780×10-1 1.1489×10-3 

 

 

図 3－21（1） 設定した Rayleigh 減衰（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

 

 

図 3－21（2） 設定した Rayleigh 減衰（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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3.4 荷重及び荷重の組合せ 

「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3

月）」によると，活荷重の満載と地震が同時に発生する確率は一般に小さいこと，そ

して仮に地震時に車両が橋面上にあったとしても車両が橋の振動を抑制する効果があ

ること等から，耐震設計上考慮すべき荷重とその組合せとして，主荷重のうち活荷重

及び衝撃を除いた荷重と従荷重（地震の影響）を考慮することとしている。 

したがって，仮設耐震構台の耐震評価にて考慮する荷重は，通常運転時の荷重（永

久荷重）及び地震荷重を抽出し，それぞれを組合せて設定する。なお，地震荷重に

は，地震時土圧及び機器・配管系からの反力による荷重が含まれるものとする。 

荷重の組合せを表 3－10 に示す。 

一方，仮設耐震構台は，地震後にアクセスルートとして使用することから，可搬型

重大事故等対処設備の通行性について，確認結果を（参考資料８）に示す。 

 

表 3－10 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法の概要 

永久荷重 

（常時荷重） 

固定

荷重 

躯体自重 〇 

設計図書に基づいて，対象構造物

の体積に材料の密度を乗じて設定

する。 

機器・配管荷重 － 
機器・配管系がないことから考慮

しない。 

積載

荷重 

静止土圧 〇 常時応力解析により設定する。 

外水圧 〇 

地下水位に応じた静水圧として考

慮する。 

地下水の密度を考慮する。 

積雪荷重 〇 
構造物上部及び地表面に考慮す

る。 

土被り荷重 ― 
土被りがないことから考慮しな

い。 

永久上載荷重 〇 
構造物上部に恒常的に置かれる設

備（覆工板）を考慮する。 

偶発荷重 

（地震荷重） 

水平地震動 〇 基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直

同時加振を考慮する。 鉛直地震動 〇 
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3.4.1 外水圧 

外水圧は，地下水位に応じた静水圧を設定する。地下水位については，「2.7 

地下水位」のとおりとし，地下水の密度として 1.00g/cm3 を考慮する。 

 

3.4.2 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等における損

傷の防止に関する基本方針」に基づき，発電所敷地に最も近い気象官署である松

江地方気象台で観測された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重

を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，「松江

市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日，松江市規則第 234 号）」により，

積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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3.5 地震応答解析の解析ケース 

3.5.1 耐震評価における解析ケース 

仮設耐震構台は岩盤を掘削した箇所に設置した地上構造物であり，水平方向の

慣性力による影響が支配的であるため，鉛直動の位相反転の影響は軽微である。 

また，Ａ－Ａ断面（南北方向）及びＢ－Ｂ断面（東西方向）の橋台等を除いた

範囲において，おおむね左右対称の構造物であることから，水平動の位相反転の

影響も軽微である。 

以上を踏まえ，耐震評価における解析ケースは，表 3－11 のとおり，基準地震

動Ｓｓ全波（６波）とする。 

 

表 3－11 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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4. 評価内容 

4.1 入力地震動の設定 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 4－1 に，入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応

答スペクトルを図 4－2～図 4－15 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨ

ＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コードの検証及び妥

当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 

 

 

 

図 4－1 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１（南北方向），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１（東西方向），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２（南北方向），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２（東西方向），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），EL-130m） 
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4.2 許容限界の設定 

仮設耐震構台の耐震評価における許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそ

れのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記載の許容限界を参考に設定する。 

仮設耐震構台の耐震評価における許容限界を表 4－1 に示す。 
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表 4－1 仮設耐震構台の耐震評価における許容限界（1/4） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 断面 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉建物，

第１ベントフ

ィ ル タ 格 納

槽，第１ベン

トフィルタ格

納槽遮蔽及び

低圧原子炉代

替注水ポンプ

格納槽に波及

的影響を及ぼ

さないこと並

びに屋外のア

クセスルート

を確保するこ

と 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

Ａ－Ａ断面 

(南北方向) 

水平材，斜材 

及び支持杭 

発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度 

別途算出＊1 

短期許容せん断 

応力度＊2 

120N/mm2 

支承部 

(沓座) 

発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度＊2 

255N/mm2 

短期許容せん断 

応力度＊2 

150N/mm2 

固定ボルト 

(支承部－桁受) 

発生する応力（せ

ん断力）が許容限

界を超えないこと

を確認 

短期許容せん断 

応力度＊2 

135N/mm2 

固定ボルト 

(受桁－支持杭) 

発生する応力（せ

ん断力，引張力）が

許容限界を超えな

いことを確認 

短期許容せん断 

応力度＊2 

285N/mm2 

短期許容 

引張力＊2 

277kN 

溶接部 

(水平材－支持杭) 

(斜材－支持杭) 

発生する応力（せ

ん断力，曲げ軸力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容せん断 

応力度＊2 

96N/mm2 

注記＊1：「4.2.1 主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界」に示す。 

＊2：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月） 
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表 4－1 仮設耐震構台の耐震評価における許容限界（2/4） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 断面 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉建物，

第１ベントフ

ィ ル タ 格 納

槽，第１ベン

トフィルタ格

納槽遮蔽及び

低圧原子炉代

替注水ポンプ

格納槽に波及

的影響を及ぼ

さないこと並

びに屋外のア

クセスルート

を確保するこ

と 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

Ａ－Ａ断面 

(南北方向) 

基礎地盤 

発生する接地圧が

許容限界を超えな

いことを確認 

極限支持力度＊1 

9.8N/mm2 

鉛直下向きに発生

する周面摩擦力が

許容限界を超えな

いことを確認 

短期許容 

付着応力度＊2 

1.05N/mm2 

発生する引抜き周

面摩擦力が許容限

界を超えないこと

を確認 

極限周面 

摩擦力度 *1 

0.92N/mm2 

仮設耐震構台 

及び 

低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 

構造物間の最大相

対変位が波及的影

響を及ぼさないた

めの許容限界を超

えないことを確認 

離隔距離＊3 

50mm 

注記＊1：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」 

＊2：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

  ＊3：原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽遮蔽及び低

圧原子炉代替注水ポンプ格納槽のうち，仮設耐震構台との離隔距離が最小とな

る，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との離隔距離を許容限界とする。  
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表 4－1 仮設耐震構台の耐震評価における許容限界（3/4） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 断面 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉建物，

第１ベントフ

ィ ル タ 格 納

槽，第１ベン

トフィルタ格

納槽遮蔽及び

低圧原子炉代

替注水ポンプ

格納槽に波及

的影響を及ぼ

さないこと並

びに屋外のア

クセスルート

を確保するこ

と 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

Ｂ－Ｂ断面 

(東西方向) 

主桁 

発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度＊1 

276N/mm2 

短期許容曲げ 

引張応力度＊1 

315N/mm2 

短期許容せん断 

応力度＊1 

180N/mm2 

受桁，水平材， 

斜材及び支持杭 

発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度 

別途算出＊2 

短期許容せん断 

応力度＊1 

120N/mm2 

支承部 

(ソールプレート) 

発生する応力（せ

ん断力）が許容限

界を超えないこと

を確認 

短期許容せん断 

応力度＊1 

120N/mm2 

固定ボルト 

(支承部－桁受) 

発生する応力（せ

ん断力）が許容限

界を超えないこと

を確認 

短期許容せん断 

応力度＊1 

135N/mm2 

固定ボルト 

（桁受－受桁） 

(受桁－支持杭) 

発生する応力（せ

ん断力，引張力）が

許容限界を超えな

いことを確認 

短期許容せん断 

応力度＊1 

285N/mm2 

短期許容 

引張力＊1 

277kN 

溶接部 

(水平材－支持杭) 

(斜材－支持杭) 

発生する応力（せ

ん断力，曲げ軸力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容せん断 

応力度＊1 

96N/mm2 

注記＊1：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月） 

＊2：「4.2.1 主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界」に示す。 
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表 4－1 仮設耐震構台の耐震評価における許容限界（4/4） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 断面 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉建物，

第１ベントフ

ィ ル タ 格 納

槽，第１ベン

トフィルタ格

納槽遮蔽及び

低圧原子炉代

替注水ポンプ

格納槽に波及

的影響を及ぼ

さないこと並

びに屋外のア

クセスルート

を確保するこ

と 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

Ｂ－Ｂ断面 

(東西方向) 

橋台 

(東側) 

コンク

リート 

(側壁, 

底版) 
発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度＊1 

13.5N/mm2 

短期許容せん断 

応力度＊1 

0.675N/mm2 

鉄筋 

(側壁, 

底版) 

短期許容引張 

応力度＊1 

294N/mm2 

置換コンクリート 

(西側) 

発生する応力（せ

ん断力，引張力）が

許容限界を超えな

いことを確認 

せん断強度＊2 

3.6N/mm2 

引張強度＊2 

1.57N/mm2 

基礎地盤 

発生する接地圧が

許容限界を超えな

いことを確認 

極限支持力度＊3 

9.8N/mm2 

鉛直下向きに発生

する周面摩擦力が

許容限界を超えな

いことを確認 

短期許容 

付着応力度＊1 

1.05N/mm2 

発生する引抜き周

面摩擦力が許容限

界を超えないこと

を確認 

極限周面 

摩擦力度 *3 

0.92N/mm2 

注記＊1：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

＊2：コンクリート標準示方書［ダムコンクリート編］（（社）土木学会，2013 年制

定） 

  ＊3：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」 
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4.2.1 主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界 

（1）曲げ軸力に対する許容限界 

ａ．主桁 

主桁の曲げ軸力に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋

編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。 

主桁の曲げ軸力に対する許容限界を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 評価対象部位（主桁）の曲げ軸力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容曲げ圧縮応力度 276 

短期許容曲げ引張応力度 315 

 

 

ｂ．受桁，水平材，斜材及び支持杭 

受桁，水平材，斜材及び支持杭の曲げ軸力に対する許容限界は，「道路橋示

方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 24 年 3

月）」に基づき，以下の式にて算出する。 

 

（a）軸方向力が引張の場合 

𝜎𝑡 + 𝜎𝑏𝑡𝑦 + 𝜎𝑏𝑡𝑧 ≤ 𝜎𝑡𝑎 

−
𝜎𝑡

𝜎𝑡𝑎
+

𝜎𝑏𝑐𝑦

𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝜎𝑏𝑎𝑜
≤ 1 

−𝜎𝑡 + 𝜎𝑏𝑐𝑦 + 𝜎𝑏𝑐𝑧 ≤ 𝜎𝑐𝑎𝑙 

 

（b）軸方向力が圧縮の場合 

𝜎𝑐

𝜎𝑐𝑎𝑧
+

𝜎𝑏𝑐𝑦

𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦𝛼𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝜎𝑏𝑎𝑜𝛼𝑧
≤ 1 

𝜎𝑐 +
𝜎𝑏𝑐𝑦

𝛼𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝛼𝑧
≤ 𝜎𝑐𝑎𝑙 
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 𝜎𝑡，𝜎𝑐 ：それぞれ照査する断面に作用する軸方向力による引張及び圧縮 

応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑡𝑦，𝜎𝑏𝑡𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりに作用する曲げモーメントによる 

曲げ引張応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑐𝑦，𝜎𝑏𝑐𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりに作用する曲げモーメントによる 

曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑡𝑎  ：許容軸方向引張応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑐𝑎𝑧 ：弱軸まわりの許容軸方向圧縮応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦 ：局部座屈を考慮しない強軸まわりの許容曲げ圧縮応力度 

（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑎𝑜 ：局部座屈を考慮しない許容曲げ圧縮応力度の上限値（N/mm2） 

 𝜎𝑐𝑎𝑙 ：局部座屈に対する許容応力度（N/mm2） 

𝛼𝑦，𝛼𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりの付加曲げモーメントの影響を考 

慮するための係数。ただし，有限変位理論によって断面力を算 

出する場合には 1 とする。 

       𝛼𝑦 = 1 −
𝜎𝑐

0.8𝜎𝑒𝑦
 

       𝛼𝑧 = 1 −
𝜎𝑐

0.8𝜎𝑒𝑧
 

 𝜎𝑒𝑦，𝜎𝑒𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりのオイラー座屈応力度（N/mm2） 

       𝜎𝑒𝑦 = 𝜋2𝐸/(𝑙/𝛾𝑦)2 

       𝜎𝑒𝑧 = 𝜋2𝐸/(𝑙/𝛾𝑧)2 

 𝑙  ：有効座屈長（mm） 

𝛾𝑦，𝛾𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりの断面二次半径（mm） 

 𝐸  ：鋼材のヤング係数（N/mm2） 
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（2）せん断力に対する許容限界 

ａ．主桁 

主桁のせん断力に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋

編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。 

主桁のせん断力に対する許容限界を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 評価対象部位（主桁）のせん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 180 

 

ｂ．受桁，水平材，斜材及び支持杭 

受桁，水平材，斜材及び支持杭のせん断力に対する許容限界は，「道路橋示

方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3

月）」に基づき設定する。 

受桁，水平材，斜材及び支持杭のせん断力に対する許容限界を表 4－4 に示

す。 

 

表 4－4 評価対象部位（受桁，水平材，斜材及び支持杭）の 

せん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 120 
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4.2.2 支承部に対する許容限界 

（1）曲げ軸力に対する許容限界 

ａ．沓座 

沓座の曲げ軸力に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋

編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。 

沓座の曲げ軸力に対する許容限界を表 4－5 に示す。 

 

表 4－5 評価対象部位（沓座）の曲げ軸力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容曲げ応力度 255 

 

（2）せん断力に対する許容限界 

ａ．沓座 

沓座のせん断力に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋

編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。 

沓座のせん断力に対する許容限界を表 4－6 に示す。 

 

表 4－6 評価対象部位（沓座）のせん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 150 

 

ｂ．ソールプレート 

ソールプレートのせん断力に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通

編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき設

定する。 

ソールプレートのせん断力に対する許容限界を表 4－7 に示す。 

 

表 4－7 評価対象部位（ソールプレート）のせん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 120 
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4.2.3 固定ボルトに対する許容限界 

（1）せん断力に対する許容限界 

固定ボルトのせん断力に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼

橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。 

固定ボルトのせん断力に対する許容限界を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 評価対象部位（固定ボルト）のせん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 

（普通ボルト（4.8）） 
135 

短期許容せん断応力度 

（高力ボルト（10T）） 
285 

 

（2）引張力に対する許容限界 

固定ボルトの引張力に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋

編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。 

固定ボルトの引張力に対する許容限界を表 4－9 に示す。 

 

表 4－9 評価対象部位（固定ボルト）の引張力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（kN） 

短期許容引張力 277 
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4.2.4 溶接部に対する許容限界 

溶接部は，すみ肉溶接のため，溶接部に発生する応力はすべてせん断応力とみ

なす。また，現地溶接による仮設構造物であるため，「道路土工 仮設構造物指

針（（社）日本道路協会，平成 11 年 3 月）」に基づき，許容応力度を母材の 80％

とする。 

溶接部のせん断力に対する許容限界を表 4－10 に示す。 

 

表 4－10 評価対象部位（溶接部）のせん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 96 

 

4.2.5 橋台（東側）に対する許容限界 

橋台（東側）の許容限界については，「コンクリート標準示方書［構造性能照

査編］（（社）土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 4－11 のとおり設定す

る。短期許容せん断力は，表 4－11 に示すコンクリートと鉄筋の短期許容応力度

から算定する。 

 

Ⅴ
ａ

=Ⅴ
ｃ
＋Ⅴ

ｓ
 

ここで， 

・Ⅴ
ａ
 ：短期許容せん断力 

Ⅴ
ｃ
 ：コンクリートが分担するせん断力 

・Ⅴ
ｓ
 ：せん断補強鉄筋が分担するせん断力 

 

Ⅴ
ｃ

=
1

2
τ

ａ1
・ｂ

ｗ
・ｚ 

ここで， 

τａ1 ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

ｂ
ｗ
 ：部材の有効幅 

ｄ
 
 ：部材の有効高さ 

ｚ
 
 ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離 

 でｄ/1.15 とする。 

ただし，せん断補強筋を有さない場合は，Ⅴ
ｃ

=τａ1・ｂ
ｗ
・ｚ 
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Ⅴ
ｓ
＝｛Ａ

ｗ
σ'

ｓａ
（ sinα +cosα）/ｓ｝ｚ 

ここで， 

Ａ
ｗ
 ：区間ｓにおけるせん断補強筋の総断面積 

σ'
ｓａ

 ：鉄筋の短期許容引張応力度 

α ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

ｓ ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

ただし，せん断補強筋を有さない場合は，Ⅴ
S
=0 

 

表 4－11 橋台（東側）に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

コンクリート 

ｆ ’ｃｋ＝24（N/mm2） 

短期許容曲げ圧縮応力度σｃａ 13.5 

短期許容せん断応力度τａl 0.675 

鉄筋 SD345 短期許容引張応力度σsa 294 

 

4.2.6 置換コンクリート（西側）に対する許容限界 

置換コンクリート（西側）の許容限界については，「コンクリート標準示方書

［ダムコンクリート編］（（社）土木学会，2013 年制定）」及び「コンクリート

標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定）」に基づき，表

4－12 のとおり設定する。 

 

表 4－12 置換コンクリート（西側）に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

置換コンクリート 

ｆ ’ｃｋ＝18（N/mm2） 

せん断強度＊1 3.6 

引張強度＊2 1.57 

注記＊1：コンクリート標準示方書［ダムコンクリート編］（（社）土木学会，2013 年制

定） 

   ＊2：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定）  
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4.2.7 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。基礎地盤に発生する接地

圧の算定にあたっては，支持杭の根固めコンクリートの接地面積を考慮すること

から，支持杭と根固めコンクリートが一体化していることを確認する。支持杭の

鉛直下向き荷重により支持杭と根固めコンクリートの間に発生する周面摩擦力に

対する許容限界は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木

学会，2002 年制定）」に示されるコンクリートと丸鋼の許容付着応力度に基づき

設定する。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 4－13 に示す。 

 

表 4－13（1） 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級岩盤 9.8 

短期許容付着応力度 
支持杭－根固め 

コンクリート 
1.05 

 

支持杭の引抜きについては，根固めコンクリートと岩盤の間に発生する周面摩

擦力に対する許容限界をⅥ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に示す頁岩

のＣＭ級岩盤のせん断強度（τ0）を極限周面摩擦力度として設定する。なお，支

持杭の引抜きについては，支持杭と根固めコンクリートの間の短期許容付着力度

（1.05 N/mm2）と根固めコンクリートと岩盤の間の極限周面摩擦力度（0.92 

N/mm2）を比較し，根固めコンクリートと岩盤の間の極限周面摩擦力度の方が小さ

いことから，極限周面摩擦力度（0.92 N/mm2）を許容限界とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 4－13 に示す。 

 

表 4－13（2） 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

極限周面摩擦力度 ＣＭ級岩盤（頁岩） 0.92 
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4.2.8 構造物間の相対変位に対する許容限界 

構造物間の相対変位に対する許容限界は，仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽の離隔距離とする。 

構造物間の相対変位に対する許容限界を表 4－14 に示す。 

 

表 4－14 構造物間の相対変位に対する許容限界 

評価項目 許容限界（mm） 

構造物間の離隔距離 

（仮設耐震構台と低圧原子炉 

代替注水ポンプ格納槽） 

50 
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5. 評価方法 

仮設耐震構台の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用応答値が「4.2 許容

限界の設定」において設定した許容限界以下であることを確認する。 

 

5.1 施設の損傷及び転倒による影響評価方法 

5.1.1 構造部材の健全性に対する評価方法 

（1）主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する評価方法 

主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する評価においては，部材の曲げ軸

力照査及びせん断力照査を行う。曲げ軸力照査については，「4.2.1 主桁，受

桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界」の「（1）曲げ軸力に対する許容

限界」に示す許容限界以下であることを確認する。せん断力照査については，

「4.2.1 主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界」の「（2）せ

ん断力に対する許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

 

（2）支承部に対する評価方法 

支承部に対する評価においては，２次元ＦＥＭ解析から最大応答加速度を抽出

し，主桁の慣性力による支承部の曲げ軸力照査及びせん断力照査を行う。照査に

ついては，「4.2.2 支承部に対する許容限界」に示す許容限界以下であることを

確認する。 
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（3）固定ボルトに対する評価方法 

固定ボルトに対する評価においては，２次元ＦＥＭ解析から部材位置の最大断

面力を抽出し，固定ボルトのせん断力照査，引張力照査を行う。照査について

は，以下の式にて算出するせん断力及び引張力が，「4.2.3 固定ボルトに対する

許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

 

ａ．せん断力に対する許容限界 

せん断力に対する許容限界は，以下の式にて算出する。 

𝑆

𝑛
∕ 𝑉𝑠 ≤ 1.0 

𝑆 ：接合部に生じるせん断力（kN） 

n ：接合部のボルト本数（本） 

𝑉𝑠 ：ボルトの許容せん断力（kN） 

 

ｂ．引張力に対する許容限界 

引張力に対する許容限界は，以下の式にて算出する。 

(
𝑀

∑ 𝑛𝑖𝐿𝑖
2 𝐿 +

𝑁

𝑛
) ∕ 𝑉𝑝 ≤ 1.0 

𝑀 ：接合部に生じる曲げモーメント（kN・m） 

n𝑖 ：中心から i 列目のボルトの本数（本） 

𝐿𝑖 ：接合部中心から i 列目のボルトまでの長さ（m） 

𝐿 ：接合部中心から最外ボルトまでの長さ（m） 

𝑁 ：軸力（kN） 

𝑛 ：接合部のボルト本数（本） 

𝑉𝑝 ：ボルトの許容引張力（kN） 
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（4）溶接部に対する評価方法 

溶接部に対する評価においては，２次元ＦＥＭ解析から溶接位置の最大断面力

を抽出し，溶接部のせん断力照査を行う。照査については，「道路橋示方書（Ⅰ

共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づく

以下の式にて算出するせん断応力が，「4.2.4 溶接部に対する許容限界」に示す

許容限界以下であることを確認する。 

 

ａ．せん断力が作用する場合 

𝜏 =
𝑃

∑ 𝑎𝑙
 

𝜏  ：溶接部に生じるせん断応力度（N/mm2） 

𝑃：継手に作用するせん断力（N） 

𝑎：溶接の有効厚（mm） 

𝑙 ：溶接の有効長（mm） 

 

ｂ．曲げ軸力が作用する場合 

𝜏 =
𝑀

𝐼
∙ y 

𝜏  ：溶接部に生じるせん断応力度（N/mm2） 

𝑀 ：継手に作用する曲げモーメント（N・mm） 

𝐼  ：のど厚を接合面に展開した断面のその中立軸のまわりの断面二次モー

メント（mm4） 

y  ：展開図形の中立軸から応力度を算出する位置までの距離（mm） 

 

ｃ．せん断力と曲げ軸力の合成力が作用する場合 

(
𝜏𝑏

𝜏𝑎
)

2

+ (
𝜏𝑠

𝜏𝑎
)

2

≤ 1.0 

𝜏𝑏：軸方向若しくは曲げモーメントによるせん断応力度又は両者の和

（N/mm2） 

𝜏𝑎：許容せん断応力度（N/mm2） 

𝜏𝑠：せん断力によるせん断応力度（N/mm2） 
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（5）橋台（東側）に対する評価方法 

橋台（東側）に対する評価においては，地震応答解析により仮設耐震構台の東

側の橋台に発生する応力度が「4.2.5 橋台（東側）に対する許容限界」に示す許

容限界以下であることを確認する。 

なお，橋台（東側）の安定性についての確認結果を，（参考資料９）に示す。 

 

（6）置換コンクリート（西側）に対する評価方法 

置換コンクリート（西側）に対する評価においては，地震応答解析により仮設

耐震構台の西側の置換コンクリートに発生する応力度が「4.2.6 置換コンクリー

ト（西側）に対する許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

なお，置換コンクリート（西側）と水平材及び斜材を接合するアンカーボルト

の健全性の確認結果を，（参考資料 10）に示す。  

 

5.1.2 基礎地盤の支持性能に対する評価方法 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤に生じる接地圧が極限支持力度

に基づく許容限界以下であること，支持杭の鉛直下向き荷重による周面摩擦力が

許容限界以下であること及び支持杭の引抜きにより引抜き周面摩擦力度が許容限

界以下であることを確認する。 

 

5.2 構造物間の相対変位による影響評価方法 

5.2.1 相対変位による評価方法 

相対変位による評価においては，仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格

納槽の最大相対変位が許容限界以下であることを確認する。 
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6. 評価結果 

6.1 施設の損傷及び転倒による影響評価結果 

6.1.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

（1）Ａ－Ａ断面（南北方向）の評価結果 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の主要な構造部材の曲げ軸力に対する照査値を表 6－1

に，せん断力に対する照査値を表 6－2 に示す。曲げ軸力の最も厳しい照査値とな

った支持杭の断面力を図 6－1 に，せん断力の最も厳しい照査値となった支持杭の

断面力を図 6－2 に示す。また，連結・結合部の照査値を表 6－3 に示す。 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の仮設耐震構台の評価対象部位に発生する曲げ軸力，

せん断力及び引張力が許容限界以下であることを確認した。 
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表 6－1（1） 曲げ軸力に対する照査値（水平材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

水平材 

5 -9 0.32 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 4 -11 0.26 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 4 -11 0.28 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 3 -4 0.18 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 3 -6 0.21 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 4 -3 0.24 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－1（2） 曲げ軸力に対する照査値（斜材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

斜材 

11 -508 0.41 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 9 -398 0.32 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 9 -417 0.33 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 6 -283 0.23 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 7 -334 0.27 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 9 -387 0.31 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－1（3） 曲げ軸力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

支持杭 

333 -1814 0.49 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 283 -1422 0.40 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 287 -1468 0.41 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 185 -1025 0.28 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 228 -1196 0.33 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 274 -1279 0.38 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－2（1） せん断力に対する照査値（水平材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

水平材 

6 

120 

0.05 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 5 0.05 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 5 0.05 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 4 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 4 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 5 0.05 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－2（2） せん断力に対する照査値（斜材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

斜材 

1 

120 

0.01 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1 0.01 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－2（3） せん断力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

支持杭 

28 

120 

0.24 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 22 0.19 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 23 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 15 0.13 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 18 0.15 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 22 0.19 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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（支持杭 曲げモーメント Ｓｓ－Ｄ（＋＋），t = 25.79s） 

図 6－1 曲げ軸力の照査値が最も厳しいケースの断面力（1/2） 

  

構造物スケール 0.0 1.0(m)

応答値スケール 0.0 1000(kN・m)

主桁，桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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（支持杭 軸力 Ｓｓ－Ｄ（＋＋），t = 25.79s） 

図 6－1 曲げ軸力の照査値が最も厳しいケースの断面力（2/2） 

  

構造物スケール 0.0 1.0(m)

応答値スケール 0.0 2000(kN)

主桁，桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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（支持杭 せん断力 Ｓｓ－Ｄ（＋＋），t = 25.79s） 

図 6－2 せん断力の照査値が最も厳しいケースの断面力 

  

構造物スケール 0.0 1.0(m)

応答値スケール 0.0 1000(kN)

主桁，桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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表 6－3（1） 連結・結合部の照査値（支承部（沓座）：曲げ軸力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

曲げ応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
支承部

(沓座) 
75 255 0.30 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（2） 連結・結合部の照査値（支承部（沓座）：せん断力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

せん断 

応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
支承部

(沓座) 
43 150 0.29 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（3） 連結・結合部の照査値（固定ボルト（支承部－桁受）：せん断力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(支承部－桁受) 
131 302 0.44 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（4） 連結・結合部の照査値（固定ボルト（受桁－支持杭）：せん断力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN/本） 

短期許容 

せん断力 

（kN/本） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(受桁－支持杭) 
22 128 0.18 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－3（5） 連結・結合部の照査値（固定ボルト（受桁－支持杭）：引張力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

引張力 

（kN/本） 

短期許容 

引張力 

（kN/本） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(受桁－支持杭) 
118 277 0.43 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（6） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（水平材－支持杭）：せん断力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(水平材－支持杭) 
83 163 0.51 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（7） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（水平材－支持杭）：曲げ軸力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

短期許容 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(水平材－支持杭) 
5 13 0.39 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（8） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（水平材－支持杭）：せん断力と曲げ軸力の合成力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(水平材－支持杭) 
0.41 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－3（9） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（斜材－支持杭）：せん断力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(斜材－支持杭) 
508 950 0.54 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（10） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（斜材－支持杭）：曲げ軸力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

短期許容 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(斜材－支持杭) 
11 96 0.12 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（11） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（斜材－支持杭）：せん断力と曲げ軸力の合成力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(斜材－支持杭) 
0.30 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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（2）Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の評価結果 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の仮設耐震構台の構造部材に関する曲げ軸力に対する

照査値を表 6－4 に，せん断力に対する照査値を表 6－5 に示す。曲げ軸力の最も

厳しい照査値となった支持杭の断面力を図 6－3 に，せん断力の最も厳しい照査値

となった受桁の断面力を図 6－4 に示す。また，連結・結合部の照査値を表 6－6

に示す。 

橋台（東側）に関する曲げ軸力に対する照査値を表 6－7 に，せん断力に対する

照査値を表 6－8 に示す。置換コンクリート（西側）のせん断破壊に対する局所安

全係数を表 6－9 に，引張破壊に対する局所安全係数を表 6－10 に示す。 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の仮設耐震構台の評価対象部位に発生する曲げ軸力，

せん断力及び引張力が許容限界以下であることを確認した。また，置換コンクリ

ート（西側）のせん断破壊及び引張破壊に対する局所安全係数が 1.0 を上回るこ

とを確認した。 
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表 6－4（1） 曲げ軸力に対する照査値（主桁：曲げ圧縮） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

曲げ圧縮 

応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ圧縮 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

主桁 

53 

276 

0.20 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 43 0.16 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 45 0.17 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 45 0.17 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 42 0.16 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 44 0.16 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－4（2） 曲げ軸力に対する照査値（主桁：曲げ引張） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

曲げ引張 

応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ引張 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

主桁 

54 

315 

0.18 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 43 0.14 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 45 0.15 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 44 0.14 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 42 0.14 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 44 0.14 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－4（3） 曲げ軸力に対する照査値（受桁） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

受桁 

597 -260 0.58 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 592 -258 0.58 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 403 -167 0.39 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 470 -194 0.46 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 401 -165 0.39 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 468 -204 0.46 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－4（4） 曲げ軸力に対する照査値（水平材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

水平材 

5 -1 0.32 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 4 1 0.29 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 3 5 0.18 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 3 5 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 3 6 0.18 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 4 1 0.24 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－4（5） 曲げ軸力に対する照査値（斜材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

斜材 

12 -605 0.46 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 11 -573 0.44 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 8 -371 0.29 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 9 -443 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 7 -365 0.29 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 9 -462 0.36 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－4（6） 曲げ軸力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

支持杭 

417 -2448 0.63 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 389 -2378 0.60 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 250 -1587 0.39 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 302 -1855 0.47 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 252 -1520 0.39 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 317 -1889 0.48 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－5（1） せん断力に対する照査値（主桁） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

主桁 

7 

180 

0.04 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 6 0.04 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 6 0.04 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 6 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 6 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 6 0.04 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－5（2） せん断力に対する照査値（受桁） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

受桁 

70 

120 

0.59 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 74 0.62 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 47 0.40 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 52 0.44 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 48 0.40 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 56 0.47 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－5（3） せん断力に対する照査値（水平材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

水平材 

6 

120 

0.05 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 5 0.05 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 3 0.03 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 4 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 3 0.03 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 4 0.04 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－5（4） せん断力に対する照査値（斜材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

斜材 

1 

120 

0.01 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1 0.01 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－5（5） せん断力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

支持杭 

34 

120 

0.29 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 31 0.26 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 21 0.18 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 25 0.21 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 20 0.17 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 26 0.22 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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（支持杭（橋脚（東側）） 曲げモーメント Ｓｓ－Ｄ（＋＋），t = 14.55s） 

図 6－3 曲げ軸力の照査値が最も厳しいケースの断面力（1/2） 

  

桁受

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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（支持杭（橋脚（東側）） 軸力 Ｓｓ－Ｄ（＋＋），t = 14.55s） 

図 6－3 曲げ軸力の照査値が最も厳しいケースの断面力（2/2） 

  

桁受

▽EL 2.4m（岩盤上面）



 

120 

 

 

  

（支持杭（橋脚（東側）） せん断力 Ｓｓ－Ｆ１（＋＋），t = 7.94s） 

図 6－4 せん断力の照査値が最も厳しいケースの断面力 

  

桁受

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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表 6－6（1） 連結・結合部の照査値（支承部（ソールプレート）：せん断力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

せん断 

応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
支承部 

（ソールプレート） 
39 120 0.33 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（2） 連結・結合部の照査値（固定ボルト（支承部－桁受）：せん断力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(支承部－桁受) 
268 302 0.89 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（3） 連結・結合部の照査値（固定ボルト（桁受－受桁）：せん断力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN/本） 

短期許容 

せん断力 

（kN/本） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(桁受－受桁) 
24 128 0.19 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（4） 連結・結合部の照査値（固定ボルト（桁受－受桁）：引張力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

引張力 

（kN/本） 

短期許容 

引張力 

（kN/本） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(桁受－受桁) 
100 277 0.37 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－6（5） 連結・結合部の照査値（固定ボルト（受桁－支持杭）：せん断力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN/本） 

短期許容 

せん断力 

（kN/本） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(受桁－支持杭) 
22 128 0.18 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（6） 連結・結合部の照査値（固定ボルト（受桁－支持杭）：引張力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

引張力 

（kN/本） 

短期許容 

引張力 

（N/mm2） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(受桁－支持杭) 
84 277 0.31 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－6（7） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（水平材－支持杭）：せん断力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 
溶接部 

(水平材－支持杭) 
84 163 0.52 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（8） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（水平材－支持杭）：曲げ軸力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

短期許容 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(水平材－支持杭) 
5 13 0.39 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（9） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（水平材－支持杭）：せん断力と曲げ軸力の合成力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(水平材－支持杭) 
0.41 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－6（10） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（斜材－支持杭）：せん断力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(斜材－支持杭) 
606 950 0.64 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（11） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（斜材－支持杭）：曲げ軸力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

短期許容 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(斜材－支持杭) 
12 96 0.13 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（12） 連結・結合部の照査値 

（溶接部（斜材－支持杭）：せん断力と曲げ軸力の合成力によるせん断照査） 

解析 

ケース 
地震動 部位 照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
溶接部 

(斜材－支持杭) 
0.43 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－7（1） 曲げ軸力に対する照査値（橋台（東側）側壁（コンクリート）：曲げ圧縮） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ圧縮 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

側壁 

1.0 

13.5 

0.08 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 0.9 0.07 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1.0 0.08 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 0.9 0.07 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1.0 0.08 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 0.9 0.07 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－7（2） 曲げ軸力に対する照査値（橋台（東側）側壁（鉄筋）：曲げ引張） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ引張 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

側壁 

30 

294 

0.11 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 25 0.09 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 27 0.10 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 26 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 28 0.10 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 23 0.08 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－7（3） 曲げ軸力に対する照査値（橋台（東側）底版（コンクリート）：曲げ圧縮） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ圧縮 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

底版 

1.8 

13.5 

0.14 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1.5 0.12 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1.6 0.12 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 1.5 0.12 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1.4 0.11 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1.4 0.11 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－7（4） 曲げ軸力に対する照査値（橋台（東側）底版（鉄筋）：曲げ引張） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ引張 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

底版 

55 

294 

0.19 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 46 0.16 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 49 0.17 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 45 0.16 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 44 0.15 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 43 0.15 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－8（1） せん断力に対する照査値（橋台（東側）側壁） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

側壁 

28 

343 

0.09 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 23 0.07 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 28 0.09 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 25 0.08 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 30 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 24 0.07 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－8（2） せん断力に対する照査値（橋台（東側）底版） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

底版 

93 

343 

0.28 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 77 0.23 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 83 0.25 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 77 0.23 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 75 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 73 0.22 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－9 置換コンクリート（西側）のせん断破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 部位 

せん断応力 

S（N/mm2） 

せん断強度 

R（N/mm2） 

局所安全係数 

fS 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

置換 

コンク 

リート 

(西側) 

1.07 

3.6 

3.37 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 0.74 4.87 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 0.89 4.05 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 0.98 3.68 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 0.79 4.56 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 0.74 4.87 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－10 置換コンクリート（西側）の引張破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 部位 

引張応力 

S（N/mm2） 

引張強度 

R（N/mm2） 

局所安全係数 

fS 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

置換 

コンク 

リート 

(西側) 

1.51 

1.57 

1.04 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1.12 1.41 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 0.90 1,75 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 0.73 2.16 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 0.68 2.31 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 0.94 1.68 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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6.1.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

（1）Ａ－Ａ断面（南北方向）の評価結果 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 6－11～表

6－13 に示す。 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の仮設耐震構台の基礎地盤に生じる最大接地圧，鉛直

下向き荷重による周面摩擦力度及び引抜き周面摩擦力度が許容限界以下であるこ

とを確認した。 

 

表 6－11 基礎地盤の支持性能（接地圧）評価結果（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

解析 

ケース 
地震動 

軸力 

Nmax(kN)*2 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊1 1814 3.2 

9.8 

0.33 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 1474 2.6 0.27 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 1468 2.6 0.27 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊1 1025 1.8 0.19 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊1 1196 2.1 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊1 1446 2.5 0.26 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

  ＊2：支持杭の根入れ部と岩盤は２重節点の MPC 結合としており，根入れ部に伝達され

る力は支持杭と岩盤の両方で負担するため，軸力については，支持杭の岩盤上面

に発生する値を用いる。 
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表 6－12 支持杭と根固めコンクリートの一体性評価結果（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

解析 

ケース 
地震動 

軸力 

Nmax(kN)＊2 

鉛直下向き 

荷重による 

周面摩擦力度 

Ｐｄ(N/mm2) 

短期許容 

付着応力度 

Ｐｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｐｄ/Ｐｕ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊1 1814 0.23 

1.05 

0.22 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 1474 0.18 0.18 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 1468 0.18 0.18 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊1 1025 0.13 0.13 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊1 1196 0.15 0.15 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊1 1446 0.18 0.18 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

  ＊2：支持杭の根入れ部と岩盤は２重節点の MPC 結合としており，根入れ部に伝達され

る力は支持杭と岩盤の両方で負担するため，軸力については，支持杭の岩盤上面

に発生する値を用いる。 

 

表 6－13 基礎地盤の支持性能（引抜き）評価結果（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

解析 

ケース 
地震動 

軸力 

Nmin(kN)＊2 

引抜き周面 

摩擦力度 

Ｐｄ(N/mm2) 

極限周面 

摩擦力度 

Ｐｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｐｄ/Ｐｕ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊1 1486 0.14 

0.92 

0.16 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 1126 0.11 0.12 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 1149  0.11 0.12 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊1 652 0.06 0.07 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊1 832 0.08 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊1 1021 0.10 0.11 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

＊2：支持杭の根入れ部と岩盤は２重節点の MPC 結合としており，根入れ部に伝達され

る力は支持杭と岩盤の両方で負担するため，軸力については，支持杭の岩盤上面

に発生する値を用いる。  
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（2）Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の評価結果 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 6－14～表

6－16 に示す。 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の仮設耐震構台の基礎地盤に生じる最大接地圧，鉛直

下向き荷重による周面摩擦力度及び引抜き周面摩擦力度が許容限界以下であるこ

とを確認した。 

 

表 6－14 基礎地盤の支持性能（接地圧）評価結果（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

解析 

ケース 
地震動 

軸力 

Nmax(kN)*2 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊1 2448 4.3 

9.8 

0.44 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 2378 4.2 0.43 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 1587 2.8 0.29 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊1 1855 3.3 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊1 1563 2.8 0.29 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊1 1889 3.3 0.34 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

  ＊2：支持杭の根入れ部と岩盤は２重節点の MPC 結合としており，根入れ部に伝達され

る力は支持杭と岩盤の両方で負担するため，軸力については，支持杭の岩盤上面

に発生する値を用いる。 
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表 6－15 支持杭と根固めコンクリートの一体性評価結果（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

解析 

ケース 
地震動 

軸力 

Nmax(kN) ＊2 

鉛直下向き 

荷重による 

周面摩擦力度 

Ｐｄ(N/mm2) 

短期許容 

付着応力度 

Ｐｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｐｄ/Ｐｕ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊1 2448 0.31 

1.05 

0.30 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 2378 0.30 0.29 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 1587 0.20 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊1 1855 0.23 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊1 1563 0.20 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊1 1889 0.24 0.23 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

  ＊2：支持杭の根入れ部と岩盤は２重節点の MPC 結合としており，根入れ部に伝達され

る力は支持杭と岩盤の両方で負担するため，軸力については，支持杭の岩盤上面

に発生する値を用いる。 

 

表 6－16 基礎地盤の支持性能（引抜き）評価結果（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

解析 

ケース 
地震動 

軸力 

Nmin(kN)＊2 

引抜き周面 

摩擦力度 

Ｐｄ(N/mm2) 

極限周面 

摩擦力度 

Ｐｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｐｄ/Ｐｕ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊1 2142 0.20 

0.92 

0.22 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 1956 0.18 0.20 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 1311 0.12 0.14 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊1 1547 0.14 0.16 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊1 1264 0.12 0.14 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊1 1594 0.15 0.17 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

＊2：支持杭の根入れ部と岩盤は２重節点の MPC 結合としており，根入れ部に伝達され

る力は支持杭と岩盤の両方で負担するため，軸力については，支持杭の岩盤上面

に発生する値を用いる。  
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6.2 構造物間の相対変位による影響評価結果 

6.2.1 相対変位による評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の南

北方向の最大相対変位を表 6－17 に，各構造物の変位抽出位置を図 6－5 に示す。 

最大相対変位は，16mm であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 
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表 6－17 仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の 

最大相対変位（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

解析 

ケース 
地震動 

仮設耐震構台 

最大変位(mm)＊2 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

最大変位(mm)＊3 

最大相対 

変位＊4 

（mm） 

離隔距離 

（mm） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊1 7 9 16 

50 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 7 4 11 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 7 6 13 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊1 3 10 13 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊1 6 8 14 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊1 6 7 13 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

＊2：北側（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽側）への最大変位 

＊3：南側（仮設耐震構台側）への最大変位 

＊4：時刻性を考慮していない最大変位の足し合わせによる最大相対変位 

 

 

 

 

 

図 6－5 各構造物の変位抽出位置 

 

  

仮設耐震構台の変位抽出位置

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の変位抽出位置
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7. まとめ 

仮設耐震構台については，上位クラス施設である原子炉建物，第１ベントフィルタ格納

槽，第１ベントフィルタ格納槽遮蔽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽に対する波及的

影響の評価，及びアクセスルートへの影響評価を実施した。 

仮設耐震構台の構造部材の健全性評価については，評価対象部位に発生する曲げ軸力及

びせん断力が許容限界以下であることを確認した。基礎地盤の支持性能評価については，

基礎地盤に発生する接地圧が極限支持力度に基づく許容限界以下であることを確認した。

また，波及的影響評価の構造物間の相対変位による影響評価については，仮設耐震構台と

上位クラス施設の最大相対変位が許容限界を超えないことを確認した。 

以上から，仮設耐震構台は，上位クラス施設に対して，波及的影響を及ぼさないこと，

及びアクセスルートの通行性を確認した。 

 



（参考）1-1 

 

（参考資料１）Ａ－Ａ断面を評価対象断面とする妥当性確認について 

 

1. 概要 

仮設耐震構台の地震応答解析の評価対象断面のうち橋軸直交方向断面については，施

設の損傷，転倒及び落下等による影響と相対変位による影響，並びに屋外のアクセスル

ートへの影響を評価する観点を踏まえ，地震時に仮設耐震構台が変形した際に，上位ク

ラス施設のうち仮設耐震構台との離隔距離が最小となる低圧原子炉代替注水ポンプ格納

槽に近接するＡ－Ａ断面を選定している。 

一方，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽南側の仮設耐震構台は東西方向に延長が長い

こと，及び西側には盛土斜面が分布することから，Ａ－Ａ断面を評価対象断面として選

定する妥当性を確認する。 

 

2. 評価方針 

仮設耐震構台の評価対象断面であるＡ－Ａ断面とＡ－Ａ断面より西側のＥ－Ｅ断面の

支持杭の基部における地震応答解析結果を比較する。 

地震応答解析断面位置を図 1 に示す。 

 

 
（単位：mm） 

図 1 地震応答解析断面位置 
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3. 解析モデル 

地震応答解析を実施する解析モデルを図 2 に示す。なお，Ｅ－Ｅ断面は，Ⅵ-2-2-30

「第１ベントフィルタ格納槽の地震応答計算書」の評価対象断面（Ｂ－Ｂ断面）であ

る。 

 

 

（全体図） 

 

 

      

（拡大図） 

 

図 2（1） 解析モデル（Ａ－Ａ断面） 
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（全体図） 

 

 

 

       

（拡大図） 

 

図 2（2） 解析モデル（Ｅ－Ｅ断面） 
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4. 確認結果 

仮設耐震構台のうち評価対象断面であるＡ－Ａ断面及びＡ－Ａ断面より西側のＥ－Ｅ

断面における仮設耐震構台の設置位置の応答加速度を表 1 に示す。Ａ－Ａ断面及びＥ－

Ｅ断面において，最大水平加速度，最大鉛直加速度共に，おおむね同等の値であること

を確認した。 

以上を踏まえ，橋軸方向におおむね同等の断面が連続することから，評価対象断面と

してＡ－Ａ断面を選定する妥当性を確認した。 

 

表１ 仮設耐震構台の設置位置の応答加速度 

抽出位置 
最大水平加速度

（cm/s2） 

最大鉛直加速度

（cm/s2） 

Ａ－Ａ断面 634 471 

Ｅ－Ｅ断面 654 455 
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（参考資料２）評価対象断面以外の耐震性評価について 

 

1. 概要 

橋軸直交方向の評価にあたっては，Ａ－Ａ断面及びＣ－Ｃ断面のうちＡ－Ａ断面を評

価対象断面とし，構造部材及び連結・結合部の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価，

並びに上位クラス施設のうち最も近接する低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽に対する相

対変位量評価を踏まえた衝突の有無を確認する。 

橋軸方向の評価にあたっては，主桁のスパン長が 20ｍの区間（Ｂ－Ｂ断面）とＢ－Ｂ

断面側に対して主桁の縁が切れている 14m 区間（Ｄ－Ｄ断面）のうちスパン長が長く，

橋脚がより大きな荷重を分担する区間であるＢ－Ｂ断面を評価対象断面とし，東西両端

に設置する橋台（東側）及び置換コンクリート（西側）を含めて構造部材及び連結・結

合部の健全性評価，並びに基礎地盤の支持性能評価を実施する。 

Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面は評価対象断面としていないが，Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断

面と支持杭の間隔及び本数，支間長等が異なることを踏まえ，原子炉建物へのアクセス

ルートとなる当該区間（Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面）の仮設耐震構台が，上位クラス施

設に対して，波及的影響を及ぼさないこと，及びアクセスルートの通行性を確認する。 

仮設耐震構台の断面位置を図 1 に示す。 

 

 

 

（単位：mm） 

図 1 仮設耐震構台の断面位置 
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2. 評価方針 

2.1 評価方法 

Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面の概略検討においては，照査値が最も厳しくなる地震動

及び主要な構造部材を確認するため，評価対象断面であるＡ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面

の照査結果を整理した。Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の照査結果を表１に示す。 

Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の評価において，地震動はＳｓ－Ｄ，評価対象部位は支

持杭が最も照査値の厳しくなる条件であることを確認した。 

以上のことから，「2.2 Ｃ－Ｃ断面とＤ－Ｄ断面の強度特性及び応答特性の確認に

ついて」にて，地震動はＳｓ－Ｄ，評価対象部位は支持杭を対象とする。 

 

表 1 Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の照査結果 

断 面 部位 地震動 
各部位の 

最大照査値 

Ａ－Ａ断面 橋軸直交 

支持杭 Ｓｓ－Ｄ 0.49 

水平材 Ｓｓ－Ｄ 0.32 

斜材 Ｓｓ－Ｄ 0.41 

Ｂ－Ｂ断面 橋軸 

支持杭 Ｓｓ－Ｄ 0.63 

水平材 Ｓｓ－Ｄ 0.32 

斜材 Ｓｓ－Ｄ 0.46 

注：下線は各断面における照査値最大 

 

2.2 Ｃ－Ｃ断面とＤ－Ｄ断面の強度特性及び応答特性の確認について 

評価対象断面以外のＣ－Ｃ断面とＤ－Ｄ断面で強度特性及び応答特性を確認するた

め，概略モデルによる比較検討を行った。概略検討モデルを図 2 に示す。なお，概略

モデルは，本文におけるモデルと構造条件及び地質条件をおおむね一致させている。 

基準地震動Ｓｓ－Ｄによる支持杭の照査値を確認したところ，Ｃ－Ｃ断面よりＤ－

Ｄ断面の方が厳しい結果となることを確認した。Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面の概略検

討結果を表 2 に示す。 

したがって，次項にてＤ－Ｄ断面の耐震性評価を実施する。 
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図 2（1） 概略検討モデル（Ｃ－Ｃ断面） 

 

   

図 2（2） 概略検討モデル（Ｄ－Ｄ断面） 

 

表 2 Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面の概略検討結果 

断 面 部位 地震動 
各部位の 

最大照査値 

Ｃ－Ｃ断面 橋軸直交 支持杭 Ｓｓ－Ｄ 0.56 

Ｄ－Ｄ断面 橋軸 支持杭 Ｓｓ－Ｄ 0.65 

 

  

埋戻土

２層

３層

４層

５層

６層

埋戻土
２層

３層

４層

５層

６層

１層
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3. Ｄ－Ｄ断面の耐震性評価 

「2.2 Ｃ－Ｃ断面とＤ－Ｄ断面の強度特性及び応答特性の確認について」の検討によ

り，照査値の厳しくなるＤ－Ｄ断面について，評価対象断面であるＡ－Ａ断面及びＢ－

Ｂ断面のモデル化方針により，解析モデルを作成し，耐震性評価を実施した。Ｄ－Ｄ断

面の解析モデルを図 3 に示す。基準地震動Ｓｓ－Ｄ（＋＋）による支持杭の照査を実施

し,構造成立性を確認した。Ｄ－Ｄ断面の照査結果を表 3 に示す。 

 

 

図 3 Ｄ－Ｄ断面の解析モデル 

 

表 3 Ｄ－Ｄ断面の照査結果 

断 面 方 向 地震動 
最大照査値 

（部位） 
備考 

Ｄ－Ｄ断面 橋軸 Ｓｓ－Ｄ 
0.66 

（支持杭） 

今回設工認 

モデル 

Ｃ－Ｃ断面 橋軸直交 Ｓｓ－Ｄ 
0.56 

（支持杭） 

概略検討 

モデル 

Ｄ－Ｄ断面 橋軸 Ｓｓ－Ｄ 
0.65 

（支持杭） 

概略検討 

モデル 
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4. まとめ 

Ｄ－Ｄ断面による今回設工認と概略検討の結果を比較した結果，おおむね同等の結果

が得られたことから，Ｄ－Ｄ断面を評価することにより，Ｃ－Ｃ断面についての耐震性

も確保していると判断した。 

以上より，Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面の仮設耐震構台が，上位クラス施設に対して，

波及的影響を及ぼさないこと，及びアクセスルートの通行性を確認した。 
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（参考資料３）仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリー

トの安定性確認について 

 

1. 概要 

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間には，埋戻コンクリートが存

在し，当該埋戻コンクリートが損壊することにより，仮設耐震構台に影響を及ぼすこと

が想定されることから，埋戻コンクリートの安定性を確認する。 

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリートを図 1 に

示す。 

 

 

（単位：mm） 

（平面位置図） 

 

（断面図（Ｃ－Ｃ断面）） 

図１ 仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリート 

  

埋戻コンクリート（評価対象） 
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2. 評価方針 

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリートの安定性

評価においては，当該埋戻コンクリートが岩盤と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との

間に 2ｍ程度根入れされており，当該埋戻コンクリートは転倒しないと考えられることか

ら，地震応答解析より算出される低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の東側壁の東側への

最大変位量を当該埋戻コンクリートに与えた際に発生する応力度が本文「4.2.6 置換コ

ンクリート（西側）に対する許容限界」に示す許容限界以下であることを確認し，安定

性を評価する。 

解析ケースについては，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の東側壁の変位が最大とな

るケースであるＳｓ－Ｄ(－－)とする。 

 

3. 確認結果 

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリートのせん断

破壊に対する局所安全係数を表 1 に，引張破壊に対する局所安全係数を表 2 に，せん断

破壊及び引張破壊の最小安全率位置を図 2 に，最大変位量を表 3 に示す。 

せん断破壊及び引張破壊に対する局所安全係数が 1.0 を上回ることを確認した。 

以上より，仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリー

トの安定性を確認した。 

 

表 1 埋戻コンクリートのせん断破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 部位 

せん断応力 

S（N/mm2） 

せん断強度 

R（N/mm2） 

局所安全係数 

fS 

①  Ｓｓ－Ｄ －－＊ 

埋戻 

コンク 

リート 

0.72 3.6 5.00 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－－」は反転ケ

ースを示す。 

 

表 2 置換コンクリート（西側）の引張破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 部位 

引張応力 

S（N/mm2） 

引張強度 

R（N/mm2） 

局所安全係数 

fS 

①  Ｓｓ－Ｄ －－＊ 

埋戻 

コンク 

リート 

1.11 1.57 1.41 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－－」は反転ケ

ースを示す。 
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図 2 せん断破壊及び引張破壊の最小安全率位置 

 

 

表 3 埋戻コンクリートの最大変位量 

解析 

ケース 
地震動 

埋戻コンクリート 

最大変位(mm) 
離隔距離 

（mm） 

① Ｓｓ－Ｄ －－＊ 2 719 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－－」は反転ケ

ースを示す。 
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（参考資料４）主桁間の横構及び対傾構を剛はりとすることの妥当性確認について 

 

1. 概要 

Ａ－Ａ断面（南北方向（橋軸直交方向））における主要な構造部材の評価対象部位

は，水平材，斜材及び支持杭としており，主桁については，主桁間がスパン長の短い横

構及び対傾構によりトラス構造となっていることから，評価対象部位と比較し，十分に

剛な構造とみなすことができるため，剛はり要素としている。 

主桁間の横構及び対傾構を剛はり要素とするにあたり，その妥当性確認のため，横構

及び対傾構が健全であり，構造が成立することを確認する。 

Ａ－Ａ断面（南北方向（橋軸直交方向））の解析モデルを図 1 に，横構及び対傾構の

イメージ図を図 2 に示す。 

 

 

図１ Ａ－Ａ断面（南北方向（橋軸直交方向））の解析モデル 

 

 

図 2 横構及び対傾構のイメージ図 

  

主桁

対傾構（上弦材）

横構

対傾構（下弦材）

対傾構（斜材）
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2. 評価方針 

主桁間の横構及び対傾構を剛はり要素とすることの妥当性確認は，水平方向の地震力

による影響が主となることから，本文におけるＡ－Ａ断面（南北方向）の地震応答解析

結果より得られる水平最大応答加速度を抽出し，その加速度を上回る加速度による設計

震度を設定する。なお，設計震度は評価に用いる加速度の等価震度を 1.5 で除した値と

し，許容限界は常時の値とする。 

主桁，横構及び対傾構（上弦材・下弦材）を線形はり要素でモデル化し，設計震度を

主桁に与えることで２次元フレーム解析実施する。２次元フレーム解析結果の横構及び

対傾構（上弦材・下弦材）に発生する応力度が許容限界以下であることを確認し，構造

成立性を確認する。また，２次元フレームモデルの奥行方向に配置される対傾構（斜

材）については，２次元フレーム解析結果より発生する応力度の算出を別途実施し，発

生する応力度が許容限界以下であることを確認し，構造成立性を確認する。 

横構及び対傾構を剛はりとすることの妥当性確認フローを図 3 に，最大加速度分布図

を図 4 に，評価に用いる加速度及び設計震度を表 1 に，横構及び対傾構の許容限界を表 2

に示す。 

 

 

 

 

図 3 横構及び対傾構を剛はりとすることの妥当性確認フロー 

  

２次元フレーム解析

Ａ－Ａ断面における
水平最大加速度抽出

２次元フレーム解析結果より
平面奥行方向に設置される

対傾構（斜材）に発生する応力度を算出

妥当性確認終了

２次元フレーム解析結果の
横構及び対傾構（上弦材・下弦材）に
発生する応力度により構造成立性確認

Ａ－Ａ断面の最大加速度を
上回る加速度による設計震度を設定

主桁，横構及び対傾構（上弦材・下弦材）の
２次元フレームモデルの作成

対傾構（斜材）に発生する応力度により
構造成立性確認
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図 4 最大加速度分布図 

 

表 1(1) 評価に用いる加速度及び設計震度（加速度） 

評価に用いる加速度 

（参考） 

Ａ－Ａ断面の地震応答解析結果より

得られる水平最大応答加速度 

20.0m/s2 18.6m/s2 

 

表 1(2) 評価に用いる加速度及び設計震度（設計震度） 

設計震度 備考 

1.36 20(m/s2)／9.80665(m/s2)／1.5≒1.36 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 20.   (m/sec2)
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表 2 横構及び対傾構の許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

許容圧縮応力度 別途算出＊1 

許容引張応力度 140＊2 

注記＊1：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月）」に基づき，許容圧縮応力度は以下により算出する。 

    ・Ｈ形鋼の場合 

     σ𝑐𝑎 = 140 − 0.82(𝑙 𝑟⁄ − 18) 

       σ𝑐𝑎：許容圧縮応力度（N/mm2） 

        𝑙 ：部材の有効座屈長（mm） 

r ：部材の総断面の断面二次半径（mm） 

・山形鋼の場合 

     σ𝑐𝑎 = (140 − 0.82(𝑙 𝑟⁄ − 18)) × (0.5 + (𝑙 𝑟𝑥⁄ ) 1000⁄ ) 

 σ𝑐𝑎：許容圧縮応力度（N/mm2） 

        𝑙 ：部材の有効座屈長（mm） 

r ：部材の総断面の断面二次半径（mm） 

        r𝑥：ガセット面に平行な軸のまわりの断面二次半径（mm） 

＊2：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月） 
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3. 解析モデル 

解析モデル範囲及び２次元フレーム解析モデル（境界条件，荷重作用イメージ等）を

図 5 に示す。横構及び対傾構の仕様及び物性値を表 3 に，対傾構の概略断面図を図 6 に

示す。 

 

 

（解析モデル範囲） 

 

 

（２次元フレーム解析モデル（主桁，横構，対傾構）） 

図 5 解析モデル範囲及び２次元フレーム解析モデル（1/5） 

  

解析モデル範囲

凡例

：解析モデル範囲
：仮設耐震構台

原子炉建物

第１ベントフィルタ格納槽 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

仮設耐震構台



（参考）4-6 

 

 

横構①：L130×130×9 ＠1.0m，横構②：H125×125×6.5×9 ＠1.0m 

横構③：L130×130×9 ＠2.0m，横構④：H125×125×6.5×9 ＠2.0m 

注：＠以降は主桁間隔を示す。 

（２次元フレーム解析モデル（横構）） 

図 5 解析モデル範囲及び２次元フレーム解析モデル（2/5） 

 

 

対傾構①：上弦材・下弦材（L75×75×6）斜材（L75×75×6）＠1.0m 

対傾構②：上弦材・下弦材（L75×75×6）斜材（L100×100×10）＠1.0m 

対傾構③：上弦材・下弦材（L75×75×6）斜材（L75×75×6）＠2.0m 

対傾構④：上弦材・下弦材（L130×130×9）斜材（H125×125×6.5×9）＠2.0m 

注：＠以降は主桁間隔を示す。 

（２次元フレーム解析モデル（対傾構）） 

図 5 解析モデル範囲及び２次元フレーム解析モデル（3/5） 
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（２次元フレーム解析モデル（境界条件）） 

図 5 解析モデル範囲及び２次元フレーム解析モデル（4/5） 

 

 

（２次元フレーム解析モデル（荷重作用イメージ）） 

図 5 解析モデル範囲及び２次元フレーム解析モデル（5/5） 

 

表 3 横構及び対傾構の仕様及び物性値 

材料 仕様 
単位体積重量 

（kN/m3） 

断面積 

（cm2） 

ヤング係数 

Ｅ 

(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

横構①,③ L130×130×9 SS400 77.0 22.74 2.00×105 0.3 

横構②,④ H125×125×6.5×9 SS400 77.0 30.00 2.00×105 0.3 

対傾構①,②,③ L75×75×6 SS400 77.0 17.45＊ 2.00×105 0.3 

対傾構④ L130×130×9 SS400 77.0 45.48＊ 2.00×105 0.3 

注記＊：対傾構の断面積は上弦材及び下弦材の断面積を考慮する。 

  

：設計震度（1.36）
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（単位：mm）                  

上・下弦材：L75×75×6（SS400） 

斜 材 ：L75×75×6（SS400）   

（対傾構①） 

 

 

（単位：mm）                  

上・下弦材：L75×75×6（SS400） 

斜 材 ：L100×100×10（SS400） 

（対傾構②） 

 

図 6 対傾構の概略断面図（1/2） 
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（単位：mm）                  

上・下弦材：L75×75×6（SS400） 

斜 材 ：L75×75×6（SS400） 

（対傾構③） 

 

 

（単位：mm）                  

上・下弦材：L130×130×9（SS400） 

斜 材 ：H125×125×6.5×9（SS400） 

（対傾構④） 

 

図 6 対傾構の概略断面図（2/2） 
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4. 評価結果 

4.1 フレーム解析結果 

フレーム解析結果を表 4 に示す。 

 

表 4 フレーム解析結果 

部位＊1 軸力（kN）＊2 

横構① L130×130×9＠1.0m 83.26 

横構② H125×125×6.5×9＠1.0m 111.43 

横構③ L130×130×9＠2.0m 68.41 

横構④ H125×125×6.5×9＠2.0m 174.58 

対傾構① L75×75×6＠1.0m 33.61 

対傾構② L75×75×6＠1.0m 77.06 

対傾構③ L75×75×6＠2.0m 40.60 

対傾構④ L130×130×9＠2.0m 206.10 

注記＊1：＠以降は主桁間隔を示す。 

     ＊2：圧縮及び引張を含めた絶対値最大を示す。 
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4.2 横構及び対傾構（上弦材・下弦材）の評価結果 

横構及び対傾構（上弦材・下弦材）の耐震性評価を実施した。横構及び対傾構（上弦

材・下弦材）の照査結果を表 5 に示す。 

横構及び対傾構（上弦材・下弦材）に発生する圧縮力及び引張力が許容限界以下であ

ることを確認した。 

 

表 5（1） 横構及び対傾構（上弦材・下弦材）の照査結果（圧縮） 

部位 
発生応力度 

（N/mm2） 

許容圧縮 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

横構① L130×130×9＠1.0m 37 52 0.72 

横構② H125×125×6.5×9＠1.0m 37 129 0.29 

横構③ L130×130×9＠2.0m 30 48 0.63 

横構④ H125×125×6.5×9＠2.0m 58 99 0.59 

対傾構① L75×75×6＠1.0m 19 65 0.30 

対傾構② L75×75×6＠1.0m 44 65 0.68 

対傾構③ L75×75×6＠2.0m 23 49 0.47 

対傾構④ L130×130×9＠2.0m 45 63 0.72 

 

表 5（2） 横構及び対傾構（上弦材・下弦材）の照査結果（引張） 

部位 
発生応力度 

（N/mm2） 

許容引張 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

横構① L130×130×9＠1.0m 49 

140 

0.35 

横構② H125×125×6.5×9＠1.0m 37 0.27 

横構③ L130×130×9＠2.0m 40 0.29 

横構④ H125×125×6.5×9＠2.0m 58 0.42 

対傾構① L75×75×6＠1.0m 26 0.19 

対傾構② L75×75×6＠1.0m 59 0.43 

対傾構③ L75×75×6＠2.0m 31 0.23 

対傾構④ L130×130×9＠2.0m 60 0.43 
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4.3 対傾構（斜材）の評価結果 

（1）対傾構① 

対傾構①における評価を以下のとおり実施し，対傾構（斜材）に発生する圧縮力

及び引張力が許容限界以下であることを確認した。 

 

対傾構（斜材）に発生する軸力 

 𝑁𝐵𝐷 = 𝐻𝐴𝐵 ÷ 𝑐𝑜𝑠𝜃 = 16.8 ÷ (500 1208⁄ ) = 40.62𝑘𝑁 

  𝑁𝐵𝐷：対傾構（斜材）に発生する軸力（kN） 

  𝐻𝐴𝐵：対傾構（上弦材）に発生する軸力（kN） 

 

対傾構（斜材）に発生する圧縮応力度 

 𝜎𝑐 = 𝑁𝐵𝐷 ÷ 𝐴 = 40.62 × 103 ÷ 872.7 = 47 𝑁 𝑚𝑚2⁄  <  𝜎𝑐𝑎 = 65 𝑁 𝑚𝑚2⁄  

  𝜎𝐶 ：対傾構（斜材）に発生する圧縮応力度（N/mm2） 

  𝐴  ：対傾構（斜材）の総断面積（mm2） 

 𝜎𝐶𝑎：対傾構（斜材）の許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

対傾構（斜材）に発生する引張応力度 

 𝜎𝑡 = 𝑁𝐵𝐷 ÷ 𝐴𝐿 = 40.62 × 103 ÷ 654.5 = 62 𝑁 𝑚𝑚2⁄  <  𝜎𝑡𝑎 = 140 𝑁 𝑚𝑚2⁄  

  𝜎𝑡 ：対傾構（斜材）に発生する引張応力度（N/mm2） 

  𝐴𝐿 ：対傾構（斜材）の純断面積（mm2） 

 𝜎𝑡𝑎：対傾構（斜材）の許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

（単位：mm）                  

上・下弦材：L75×75×6（SS400） 

斜 材 ：L75×75×6（SS400） 

図 7 対傾構① 
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（2）対傾構② 

対傾構②における評価を以下のとおり実施し，対傾構（斜材）に発生する圧縮力

及び引張力が許容限界以下であることを確認した。 

 

対傾構（斜材）に発生する軸力 

 𝑁𝐵𝐷 = 𝐻𝐴𝐵 ÷ 𝑐𝑜𝑠𝜃 = 38.53 ÷ (500 1208⁄ ) = 93.12𝑘𝑁 

  𝑁𝐵𝐷：対傾構（斜材）に発生する軸力（kN） 

  𝐻𝐴𝐵：対傾構（上弦材）に発生する軸力（kN） 

 

対傾構（斜材）に発生する圧縮応力度 

 𝜎𝑐 = 𝑁𝐵𝐷 ÷ 𝐴 = 93.12 × 103 ÷ 1900 = 49 𝑁 𝑚𝑚2⁄  <  𝜎𝑐𝑎 = 69 𝑁 𝑚𝑚2⁄  

  𝜎𝐶 ：対傾構（斜材）に発生する圧縮応力度（N/mm2） 

  𝐴  ：対傾構（斜材）の総断面積（mm2） 

 𝜎𝐶𝑎：対傾構（斜材）の許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

対傾構（斜材）に発生する引張応力度 

 𝜎𝑡 = 𝑁𝐵𝐷 ÷ 𝐴𝐿 = 93.12 × 103 ÷ 1425 = 65 𝑁 𝑚𝑚2⁄  <  𝜎𝑡𝑎 = 140 𝑁 𝑚𝑚2⁄  

  𝜎𝑡 ：対傾構（斜材）に発生する引張応力度（N/mm2） 

  𝐴𝐿 ：対傾構（斜材）の純断面積（mm2） 

 𝜎𝑡𝑎：対傾構（斜材）の許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

（単位：mm）                  

上・下弦材：L75×75×6（SS400） 

斜 材 ：L100×100×10（SS400） 

図 8 対傾構② 
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（3）対傾構③ 

対傾構③における評価を以下のとおり実施し，対傾構（斜材）に発生する圧縮力

及び引張力が許容限界以下であることを確認した。 

 

対傾構（斜材）に発生する軸力 

 𝑁𝐵𝐷 = 𝐻𝐴𝐵 ÷ 𝑐𝑜𝑠𝜃 = 20.3 ÷ (1000 1487⁄ ) = 30.18𝑘𝑁 

  𝑁𝐵𝐷：対傾構（斜材）に発生する軸力（kN） 

  𝐻𝐴𝐵：対傾構（上弦材）に発生する軸力（kN） 

 

対傾構（斜材）に発生する圧縮応力度 

 𝜎𝑐 = 𝑁𝐵𝐷 ÷ 𝐴 = 30.18 × 103 ÷ 872.7 = 35 𝑁 𝑚𝑚2⁄  <  𝜎𝑐𝑎 = 57 𝑁 𝑚𝑚2⁄  

  𝜎𝐶 ：対傾構（斜材）に発生する圧縮応力度（N/mm2） 

  𝐴  ：対傾構（斜材）の総断面積（mm2） 

 𝜎𝐶𝑎：対傾構（斜材）の許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

対傾構（斜材）に発生する引張応力度 

 𝜎𝑡 = 𝑁𝐵𝐷 ÷ 𝐴𝐿 = 30.18 × 103 ÷ 654.5 = 46 𝑁 𝑚𝑚2⁄  <  𝜎𝑡𝑎 = 140 𝑁 𝑚𝑚2⁄  

  𝜎𝑡 ：対傾構（斜材）に発生する引張応力度（N/mm2） 

  𝐴𝐿 ：対傾構（斜材）の純断面積（mm2） 

 𝜎𝑡𝑎：対傾構（斜材）の許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

（単位：mm）                  

上・下弦材：L75×75×6（SS400） 

斜 材 ：L75×75×6（SS400） 

図 9 対傾構③ 
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（4）対傾構④ 

対傾構④における評価を以下のとおり実施し，対傾構（斜材）に発生する圧縮力

及び引張力が許容限界以下であることを確認した。 

 

対傾構（斜材）に発生する軸力 

 𝑁𝐵𝐷 = 𝐻𝐴𝐵 ÷ 𝑐𝑜𝑠𝜃 = 103.05 ÷ (1000 1487⁄ ) = 153.2𝑘𝑁 

  𝑁𝐵𝐷：対傾構（斜材）に発生する軸力（kN） 

  𝐻𝐴𝐵：対傾構（上弦材）に発生する軸力（kN） 

 

対傾構（斜材）に発生する圧縮応力度 

 𝜎𝑐 = 𝑁𝐵𝐷 ÷ 𝐴 = 153.2 × 103 ÷ 3000 = 51 𝑁 𝑚𝑚2⁄  <  𝜎𝑐𝑎 = 132 𝑁 𝑚𝑚2⁄  

  𝜎𝐶 ：対傾構（斜材）に発生する圧縮応力度（N/mm2） 

  𝐴  ：対傾構（斜材）の総断面積（mm2） 

 𝜎𝐶𝑎：対傾構（斜材）の許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

対傾構（斜材）に発生する引張応力度 

 𝜎𝑡 = 𝑁𝐵𝐷 ÷ 𝐴𝐿 = 153.2 × 103 ÷ 3000 = 51 𝑁 𝑚𝑚2⁄  <  𝜎𝑡𝑎 = 140 𝑁 𝑚𝑚2⁄  

  𝜎𝑡 ：対傾構（斜材）に発生する引張応力度（N/mm2） 

  𝐴𝐿 ：対傾構（斜材）の総断面積（mm2） 

 𝜎𝑡𝑎：対傾構（斜材）の許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

（単位：mm）                  

上・下弦材：L130×130×9（SS400） 

斜 材 ：H125×125×6.5×9（SS400） 

図 10 対傾構④ 
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5．まとめ 

横構及び対傾構に発生する圧縮力及び引張力が許容限界以下であり，構造が成立するこ

とを確認したことから，横構及び対傾構を剛はり要素とする妥当性を確認した。 
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（参考資料５）桁受を剛はり要素とすることの妥当性確認について 

 

1. 概要 

Ａ－Ａ断面（南北方向（橋軸直交方向））における主要な構造部材の評価対象部位

は，水平材，斜材及び支持杭としており，桁受については，桁受－受桁間がスパン長の

短い補強材によりトラス構造となっていることから，評価対象部位と比較し，十分に剛

な構造とみなすことができるため，剛はり要素としている。 

桁受を剛はり要素とするにあたり，その妥当性確認のため，桁受を線形はり要素とし

てモデル化した場合においても，桁受が健全であり，構造が成立することを確認する。 

本文におけるＡ－Ａ断面（南北方向（橋軸直交方向））の解析モデルを図 1 に示す。 

 

 

図１ 本文におけるＡ－Ａ断面（南北方向（橋軸直交方向））の解析モデル 
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2. 評価方針 

桁受を剛はり要素とすることの妥当性確認においては，本文において剛はり要素とし

ている桁受を線形はり要素としてモデル化を行い，桁受に発生する応力度が本文「4.2.1 

主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界」に示す許容限界以下であるこ

とを確認し，構造成立性を確認する。また，桁受－受桁間の固定ボルトについても，発

生する応力度が本文「4.2.3 固定ボルトに対する許容限界」に示す許容限界以下である

ことを確認し，構造成立性を確認する。 

解析ケースについては，本文における評価において照査値が最大となるケースである

Ｓｓ－Ｄ(＋＋)とする。 

 

3. 解析モデル 

地震応答解析を実施する解析モデルを図 2 に示す。桁受の仕様及び物性値を表 1 に示

す。 

 

 

（全体） 

図 2 解析モデル（1/2） 
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（本文のモデル（モデル①））       （妥当性確認モデル（モデル②）） 

（構造部材のみ） 

 

         

（モデル①）               （モデル②） 

（部材の接合条件イメージ） 

図 2 解析モデル（2/2） 

 

表 1 桁受の仕様及び物性値 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

断面積 

（m2） 

ヤング係数Ｅ 

(N/mm2) 
ポアソン比ν 減衰定数 

桁受 77.0 2.0×10-2 2.00×105 0.3 0.03 
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4. 確認結果 

桁受を線形はり要素としてモデル化を行い，耐震性評価を実施した。桁受の曲げ軸力

に対する照査値を表 2 に，桁受のせん断力に対する照査値を表 3 に，桁受－受桁間の固

定ボルトの照査値を表 4 に示す。 

Ａ－Ａ断面（南北方向（橋軸方向））において，桁受を線形はり要素としてモデル化

した場合において，桁受及び固定ボルト（桁受－受桁間）に発生する曲げ軸力，せん断

力及び引張力が許容限界以下であり，構造が成立することを確認した。 

また，モデル①とモデル②の断面力図はおおむね同等であることを確認した。モデル

①とモデル②の全時刻における断面力図の比較を図 3 に示す。 

以上より，桁受を剛はり要素とする妥当性を確認した。 

 

表 2 曲げ軸力に対する照査値（桁受） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 桁受 255 -197 0.26 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 3 せん断力に対する照査値（桁受） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 桁受 53 120 0.45 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

  



（参考）5-5 

 

表 4（1） 桁受－受桁間の固定ボルトの照査値（せん断力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

せん断力 

（kN/本） 

許容 

せん断力 

（kN/本） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(桁受－受桁) 
30 128 0.24 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 4（2） 桁受－受桁間の固定ボルトの照査値（引張力） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

最大 

引張力 

（kN/本） 

許容引張力 

（kN/本） 
照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
固定ボルト 

(桁受－受桁) 
94 277 0.34 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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（モデル①）                 （モデル②） 

（曲げモーメント） 

注：モデル①の主桁，桁受及び受桁，並びにモデル②の主桁及び受桁は，剛はり要素のた

め，発生する断面力については比較対象としない。 

図 3 断面力図の比較（全時刻最大）（1/3） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 500.    (kN.m)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 1000.    (kN.m)
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（モデル①）                 （モデル②） 

（軸力） 

注：モデル①の主桁，桁受及び受桁，並びにモデル②の主桁及び受桁は，剛はり要素のた

め，発生する断面力については比較対象としない。 

図 3 断面力図の比較（全時刻最大）（2/3） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 2000.    (kN)
構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 2000.    (kN)
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（モデル①）                 （モデル②） 

（せん断力） 

注：モデル①の主桁，桁受及び受桁，並びにモデル②の主桁及び受桁は，剛はり要素のた

め，発生する断面力については比較対象としない。 

図 3 断面力図の比較（全時刻最大）（3/3） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 1000.    (kN)
構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 1000.    (kN)
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（参考資料６）道路橋示方書の網羅性と評価対象部位の選定の考え方について 

 

1. 概要 

仮設耐震構台は，主桁，桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭により構成され，主桁

に締結された覆工板による床面を有する鉄骨構造物であり，仮設構造物の鋼橋として設

計している。 

設計に用いる指針等については，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説

（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」及び「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解

説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」（以下「道路橋示方書」という。）を主に

適用している。 

また，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成

24 年 3 月）」において，軸方向力と曲げを同時に受ける部材の応力等の照査式に見直し

がなされたため，水平材等の許容限界算定においては当該指針を適用している。 

ここでは，道路橋示方書に規定されている鋼橋としての照査及び検討項目について網

羅していることを確認するとともに，耐震計算書で示している評価対象部位の選定の考

え方について整理するものである。 

 

2. 道路橋示方書の記載内容との比較及び整理結果 

道路橋示方書に記載されている鋼橋としての評価及び検討内容と仮設耐震構台の設計

において実施した内容を整理した結果を表 1 に示す。 

 

2.1 道路橋示方書の網羅性について 

仮設耐震構台の設計は，道路橋示方書に記載されている内容について以下の内容を

除き網羅しており，構造細目についても満足した材料を使用している。(表 1（◎）参

照) 

上部構造の落橋防止対策及び落橋防止システムの設置については，主桁の支承部

（沓座及びソールプレート）に加え，主要な構造部材及び連結・結合部が基準地震動

Ｓｓの地震力による耐震性を確保する設計とすることで省略する。 

また，耐久性の検討については，仮設構造物であるが供用期間中に定期的な点検・

維持管理を実施することから省略する。（表１（△）参照） 
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2.2 評価対象部位の選定の考え方について 

設工認図書で示す評価対象部位については，倒壊による上位クラス施設に対する波

及的影響の観点及びアクセスルートの通行性の観点から，主要な構造部材として，主

桁，桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭を，当該部材の連結・結合部として，支承

部（沓座，ソールプレート），固定ボルト（支承部－桁受，桁受－受桁，及び受桁－

支持杭）及び溶接部（水平材－支持杭及び斜材－支持杭）を，それぞれ選定する。 

なお，主桁間の横構及び対傾構についても，基準地震動Ｓｓの地震力による耐震性

を確保する設計とする。 
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表 1 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果（1/5） 

 

【Ⅴ耐震設計編】 ◎：設工認で設計，△：省略(補足欄に理由追記)，＼：対象外 

耐震設計編の記載内容 設工認の設計 補足 

1 総則 

 

照査と関連のない項目 
2 耐震設計の基本方針 

3 耐震設計上考慮すべき荷重 ◎ 

主荷重(活荷重及び活荷重

の衝撃を除いた荷重)及び

従荷重(地震の影響)を考慮 

4 設計地震動 

  

5 耐震性能の照査    

5.1 一般 

◎ 許容応力度による設計 

5.2 
耐震性能 1に対する橋の限界状

態 

5.3 
耐震性能 2に対する橋の限界状

態 

5.4 
耐震性能 3に対する橋の限界状

態 

5.5 耐震性能の照査方法 

5.6 上部構造の落下防止対策 △ 

上部構造（主桁）の支承部

に加え，構造部材及び連

結・結合部が基準地震動 

Ｓｓの地震力による耐震性

を確保する設計とすること

で省略する。 

6 静的照査法による耐震性能の照査方法 

 

動的解析のため対象外 

7 動的照査法による耐震性能の照査方法   

7.1 一般 ◎ 

 

7.2 動的解析に用いる地震動 ◎ 

 

7.3 解析モデル及び解析方法 ◎ 

 

7.4 耐震性能の照査 ◎ 

 

8 地震時に不安定となる地盤の影響 ◎ 地盤の支持性能を照査 

9 免震橋の耐震性能の照査 
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表 1 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果（2/5） 

 

【Ⅴ耐震設計編】 ◎：設工認で設計，△：省略(補足欄に理由追記)，＼：対象外 

10 鉄筋コンクリート橋脚の地震時保有

水平耐力及び許容塑性率 

 

鋼製橋脚のため対象外 

11 鋼製橋脚の応答値及び許容値 

 

11.1 一般 
◎ 

基準地震動Ｓｓに対して照

査結果が許容値以下とする 11.2 動的照査法による照査 

11.3 構造細目 ◎ 

 

11.4 アンカー部の照査 

  

12 橋脚基礎の応答値と許容値 

  

13 液状化が生じる地盤にある橋台基礎

の応答値と許容値 

  

14 地震の影響を受ける上部構造の許容値と上部構造端部

構造 

 

14.1 一般 ◎ 

 

14.2 鋼上部構造 ◎ 
横構で補強しており構造細

目を満足している 

14.3 コンクリート上部構造 

 

  

14.4 上部構造端部構造 ◎ 最大変位照査を実施 
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表 1 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果（3/5） 

 

【Ⅴ耐震設計編】 ◎：設工認で設計，△：省略(補足欄に理由追記)，＼：対象外 

15 支承部の照査  

15.1 一般 

◎  

15.2 
支承部の照査に用いる設計用

地震力 

15.3 支承部の照査 

15.4 支承部の構造 

15.5 変位制限構造 

16 落橋防止システム 

 

16.1 一般 

△ 

上部構造（主桁）の支承部

に加え，構造部材及び連

結・結合部が基準地震動 

Ｓｓの地震力による耐震性

を確保する設計とすること

で省略する。 

16.2 桁かかり長 

16.3 落橋防止構造 

16.4 段差防止構造 

16.5 変位制限構造 
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表 1 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果（4/5） 

 

【Ⅱ鋼橋編】   ◎：設工認で設計，△：省略(補足欄に理由追記)，＼：対象外 

鋼橋編の記載内容 設工認の設計 補足 

1 総則 

 

照査と関連のない項目 
2 設計の基本 

3 許容応力度   

3.1 一般 ◎   

3.2 鋼材の許容応力度 ◎   

4 部材の設計 

 

4.1 総則 ◎ 

 

4.2 圧縮応力を受ける板及び補剛

板 
◎ 

 

4.3 軸方向力と曲げモーメントを

受ける部材 
◎ 

 

4.4 孔あき板 

  

4.5 山形及び T 型断面を有する圧

縮部材 ◎  

4.6 引張山形鋼の有効断面積 

5 耐久性の検討   

5.1 一般 

△ 

仮設構造物であるが，供用

期間中に定期的な点検・維

持管理を実施するため省略

する。 

5.2 防せい防食 

5.3 疲労設計 

6 連結   

6.1 部材の連結 

◎  6.2 溶接継手 

6.3 高力ボルト継手 

6.4 ピンによる連結 
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表 1 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果（5/5） 

 

【Ⅱ鋼橋編】   ◎：設工認で設計，△：省略(補足欄に理由追記)，＼：対象外 

7 対傾構及び横構 

 

7.1 一般 ◎ 

 

7.2 対傾構及び横構の構造 ◎ 

 

8 床版 

 

  

9 床組 

  

10 鋼げた   

10.1 適用の範囲 

◎ 

 

10.2 設計一般 

 

10.3 フランジ 
構造細目を満足している 

既製品を使用 
10.4 腹板 

10.5 荷重集中点の構造 

10.6 対傾構及び横構 

 

10.7 そり 

 

11 コンクリート床版を有するけた構造 

 

構造が異なるため対象外 

12 トラス 

13 アーチ 

14 鋼管構造 

15 ラーメン構造 

16 ケーブル構造 

17 施工 
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（参考資料７）減衰定数の設定について 

1. 概要 

解析モデル全体に設定する Rayleigh 減衰については，「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計

編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 24 年 3 月）」（以下，「道路橋示方書」とい

う。）に示される橋脚の減衰定数 3％を参照し，仮設耐震構台（鋼材）の減衰定数を 3％

とした固有値解析結果を踏まえて設定している。一方，上部構造については，減衰定数

2％と示されていることから，減衰定数を変更した場合の影響確認を実施する。各構造要

素の減衰定数の標準値を図 1 に示す。 

 

 

図 1 各構造要素の減衰定数の標準値（道路橋示方書に一部加筆） 

 

2. 評価方針 

解析モデル全体に設定する Rayleigh 減衰について，仮設耐震構台（鋼材）の減衰定数

を 3％とした固有値解析結果と減衰定数 2％とした場合のα，βを算定し，影響確認を実

施する。 

 

3. 確認結果 

仮設耐震構台（鋼材）の減衰定数を 3％とした場合と減衰定数 2％とした場合の

Rayleigh 減衰における係数α，βを表 1 に，Rayleigh 減衰を図 2 に示す。 

減衰定数を変更した結果，影響は軽微であることを確認したため，仮設耐震構台（鋼

材）の減衰定数を 3％として耐震性評価を実施する。 
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表 1  Rayleigh 減衰における係数α，β 

評価対象断面 鋼材の減数定数 α β 

Ａ－Ａ断面 
3％ 6.5071×10-1 1.1093×10-3 

2％ 6.5071×10-1 1.1093×10-3 

Ｂ－Ｂ断面 
3％ 6.9780×10-1 1.1489×10-3 

2％ 7.0023×10-1 1.1411×10-3 

 

 

 

減衰定数 3％            減衰定数 2％ 

（Ａ－Ａ断面） 

 

 

減衰定数 3％            減衰定数 2％ 

（Ｂ－Ｂ断面） 

図 2 Rayleigh 減衰 
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（参考資料８）可搬型重大事故等対処設備の通行性について 

 

1. 概要 

仮設耐震構台は，地震後にアクセスルートとして使用することから，可搬型重大事故

等対処設備のうち車両総重量が最も大きい移動式代替熱交換設備（42620kg≒418kN）の

通行時における主要な構造部材の健全性評価を実施する。 

橋軸直交方向は，Ａ－Ａ断面（南北方向）及びＣ－Ｃ断面のうち，橋脚がより大きな

荷重を分担する区間であるＡ－Ａ断面を，橋軸方向は，橋脚がより大きな荷重を分担す

る区間であるＢ－Ｂ断面（東西方向）を評価対象断面とする。 

断面位置図を図１に構造図を図２に示す。 

 

 

（単位：mm）   

図 1 仮設耐震構台 断面位置図 
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（単位：mm）              

 

（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

（単位：mm） 

（Ｂ－Ｂ断面） 

 

図 2 仮設耐震構台 構造図 
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2. 評価方法 

可搬型重大事故等対処設備の通行時における健全性確認については，本文における解

析モデルに対して，可搬型重大事故等対処設備のうち車両総重量が最も大きい移動式代

替熱交換設備の車両総重量を保守的に集中荷重として作用させ，主要な構造部材（主

桁，桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭）に発生する曲げ軸力及びせん断力が許容限

界以下であることを確認する。 

なお，Ａ－Ａ断面（南北方向）は，桁受を線形はり要素によりモデル化した，モデル

②（（参考資料５）桁受を剛はり要素とすることの妥当性確認について）により評価を

実施する。 

 

3. 計算条件 

3.1 構造部材の諸元 

本文「2.4 使用材料及び材料の物性値」と同様とする。 

 

3.2 対象車両 

対象車両を図 3 に示す。 

 

 

図 3 対象車両 

  

前前軸：7181kg
（タイヤ数：2本）

前後軸：11039kg
（タイヤ数：4本）

後前軸：8130kg
（タイヤ数：4本）

後後軸：8135kg
（タイヤ数：4本）

後中軸：8135kg
（タイヤ数：4本）

計：42620kg≒418kN

車両全長：15.9m
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3.3 解析モデル 

本文「3.2 地震応答解析モデルの設定」と同様の解析モデルとする。 

 

3.4 荷重条件 

3.4.1 衝撃係数を考慮した車両荷重 

車両荷重は，移動式代替熱交換設備の車両総重量である 418kN に衝撃係数を考

慮した 538kN を考慮する。衝撃係数は以下のとおりとする。 

衝撃係数（鋼橋）ｉ ＝ 20／(50＋L) ＝ 20／（50＋19.4）＝ 0.288 

 L：支間長（m） 

 

3.4.2 Ａ－Ａ断面（南北方向）の荷重条件 

Ａ－Ａ断面（南北方向）は，上部工の重量を奥行 3 列の支持杭で負担するた

め，車両総重量の 1/3 の 179kN（538kN÷3）を荷重として作用させる。 

荷重の作用方法は，車軸間の距離を考慮した連行荷重ではなく，保守的な設定

として，集中荷重として載荷する。荷重条件のイメージを図 4 に示す。 

荷重の作用位置は，少ない部材で荷重を負担し，偏心荷重による曲げモーメン

トが最も大きくなるよう解析モデルの端部とする（ケース①）。荷重作用位置図を

図 5 に示す。 

 

 

図 4 荷重条件イメージ（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

  

奥行方向の３列の
支持杭で荷重を負担
⇒支持杭1列あたり179kNを負担

前前軸：7181kg
（タイヤ数：2本）

前後軸：11039kg
（タイヤ数：4本）

後前軸：8130kg
（タイヤ数：4本）

後後軸：8135kg
（タイヤ数：4本）

後中軸：8135kg
（タイヤ数：4本）

計：42620kg

車両総重量538kNを保守的に集中荷重として考慮

主桁

支持杭

桁受

受桁
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（全体図） 

 

 

（拡大図） 

 

図 5 荷重作用位置図（Ａ－Ａ断面（ケース①）） 
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3.4.3 Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の荷重条件 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）は，支持杭の奥行方向４列に対して主桁を７本設置し

ていることから，主桁の剛性及び重量を 7/4 倍とした線形はり要素でモデル化し

ている。主桁の奥行方向の 7/4 を考慮した際に，車輌左右間隔は 1.83m であるこ

とから，車両総荷重の片側重量である，269kN（538kN÷2）を荷重として作用させ

る。 

荷重の作用方法は，車軸間の距離を考慮した連行荷重ではなく，保守的な設定

として，集中荷重として載荷する。荷重条件のイメージを図 6 に示す。 

荷重の作用位置は，主桁の曲げモーメントが最も厳しくなると考えられる主桁

中央を作用位置としたケース②，及び下部構（受桁，水平材，斜材及び支持杭）

への作用荷重が大きくなると考えられる主桁端部を作用位置としたケース③とす

る。荷重作用位置図を図 7 に示す。 

 

 

 

図 6 荷重条件イメージ（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

 

  

主桁の7/4本（1.75本）をモデル化

車両総重量の片側重量269kNを
保守的に集中荷重として考慮

1.83m

1.75m

主桁

桁受

受桁

支持杭
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（全体図） 

 

 

（拡大図） 

 

図 7（1） 荷重作用位置図（Ｂ－Ｂ断面（ケース②）） 
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（全体図） 

 

 

（拡大図） 

 

図 7（2） 荷重作用位置図（Ｂ－Ｂ断面（ケース③）） 
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4. 許容限界 

本文「4.2.1 主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界」と同様の許容

限界とする。 

 

5. 評価結果 

5.1 Ａ－Ａ断面（南北方向）の評価結果 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の曲げ軸力に対する照査値を表 1 に，せん断力に対する照

査値を表 2 に示す。また，車両荷重考慮時と地震時の断面力図の比較を図 8 に示す。 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の仮設耐震構台の評価対象部位に発生する曲げ軸力及びせ

ん断力が許容限界以下であることを確認した。なお，耐震計算における照査値の方が

大きくなることを確認した。 

 

表 1 曲げ軸力に対する照査値（Ａ－Ａ断面） 

部位 ケース 

発生断面力 

照査値 

（参考） 

耐震計算による

照査値 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

桁受 ① 48 -11 0.05 0.26 

水平材 ① 0 18 0.04 0.32 

斜材 ① 1 -31 0.04 0.41 

支持杭 ① 4 -314 0.05 0.49 

 

表 2 せん断力に対する照査値（Ａ－Ａ断面） 

部位 ケース 
発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

（参考） 

耐震計算による

照査値 

桁受 ① 19 

120 

0.16 0.45 

水平材 ① 0＊ 0.00 0.05 

斜材 ① 0＊ 0.00 0.01 

支持杭 ① 1 0.01 0.24 

  注記＊：発生応力が 0.5kN 未満のため発生応力度は 0N/mm2 とする。 
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（車両荷重（ケース①））     （（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

（曲げモーメント） 

注：主桁及び受桁は，剛はり要素のため，発生する断面力について比較対象としない。 

図 8 断面力図の比較（1/3） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 500.    (kN.m)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 100.    (kN.m)
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（車両荷重（ケース①））     （（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

（軸力） 

注：主桁及び受桁は，剛はり要素のため，発生する断面力について比較対象としない。 

図 8 断面力図の比較（2/3） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 2000.    (kN)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 500.    (kN)



（参考）8-12 

 

 

（車両荷重（ケース①））     （（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

（せん断力） 

注：主桁及び受桁は，剛はり要素のため，発生する断面力について比較対象としない。 

図 8 断面力図の比較（3/3） 

 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 1000.    (kN)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 200.    (kN)
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5.2 Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の評価結果 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の曲げ軸力に対する照査値を表 3 に，せん断力に対する照

査値を表 4 に示す。また，車両荷重考慮時と地震時の断面力図の比較を図 9 に示す。 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の仮設耐震構台の評価対象部位に発生する曲げ軸力及びせ

ん断力が許容限界以下であることを確認した。また，作用させる荷重は連行荷重では

なく，保守的な設定として集中荷重としており，車両総重量の片側重量のうち，考慮

しない側の重量が覆工板を介してモデル化する主桁に作用した場合においても，照査

値に十分余裕があることから，評価対象部位に発生する曲げ軸力及びせん断力が許容

限界以下になると考えられる。なお，主桁以外の部材において，耐震計算における照

査値の方が大きくなることを確認した。 
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表 3 曲げ軸力に対する照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

部位 ケース 

発生断面力 

照査値 

（参考） 

耐震計算による

照査値 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

主桁 ② 1893 0 0.25 0.20 

受桁 ③ 103 -33 0.10 0.58 

水平材 ③ 0 23 0.06 0.32 

斜材 ③ 2 -44 0.06 0.46 

支持杭 ③ 15 -428 0.07 0.63 

 

表 4 せん断力に対する照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

部位 ケース 
発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

（参考） 

耐震計算による

照査値 

主桁 ③＊1 11 180 0.07 0.04 

受桁 ③ 37 

120 

0.31 0.62 

水平材 ③ 0＊2 0.00 0.05 

斜材 ③ 0＊2 0.00 0.01 

支持杭 ③ 2 0.02 0.29 

注記＊1：主桁のせん断については，荷重の作用位置を主桁端部付近（桁受直上から外

れた位置）にした場合の照査値が最も厳しくなることから，ケース③に車両

荷重（269kN）を足し合わせたせん断力により照査を行う。 

＊2：発生応力が 0.5kN 未満のため発生応力度は 0N/mm2 とする。 
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（車両荷重（ケース②）） 

 

 

（（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

 

（曲げモーメント） 

図 9 断面力図の比較（主桁）（1/6） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 2000.    (kN.m)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 2000.    (kN.m)
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（車両荷重（ケース②）） 

 

 

（（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

 

（軸力） 

図 9 断面力図の比較（主桁）（2/6） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 5.0×10-12 (kN)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 500.    (kN)



（参考）8-17 

 

 

（車両荷重（ケース②）） 

 

 

（（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

 

（せん断力） 

図 9 断面力図の比較（主桁）（3/6） 

 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 200.    (kN)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 200.    (kN)
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（車両荷重（ケース③））     （（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

（曲げモーメント） 

注：桁受は，剛はり要素のため，発生する断面力について比較対象としない。 

図 9 断面力図の比較（4/6） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 500.    (kN.m)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 100.    (kN.m)



（参考）8-19 

 

 

（車両荷重（ケース③））     （（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

（軸力） 

注：桁受は，剛はり要素のため，発生する断面力について比較対象としない。 

図 9 断面力図の比較（5/6） 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 2000.    (kN)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 500.    (kN)
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（車両荷重（ケース③））     （（参考）基準地震動Ｓｓ（全時刻最大）） 

（せん断力） 

注：桁受は，剛はり要素のため，発生する断面力について比較対象としない。 

図 9 断面力図の比較（6/6） 

 

  

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 1000.    (kN)

構造スケール

応答値スケール

0. 1.0(m)

0. 200.    (kN)
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6. まとめ 

可搬型重大事故等対処設備のうち車両総重量が最も大きい移動式代替熱交換設備の荷

重を保守的に集中荷重として作用させ，主要な構造部材（主桁，桁受，受桁，水平材，

斜材及び支持杭）に発生する曲げ軸力及びせん断力が許容限界以下であることを確認し

た。 

以上より，可搬型重大事故等対処設備の通行時の健全性を確認した。 
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（参考資料９）橋台（東側）の安定性について 

 

1. 概要 

図 1 に示す仮設耐震構台のＢ－Ｂ断面（東西方向）の東側の橋台については，主桁と

の間に支承部（水平可動支承）を設置していることから主桁からの西側方向の水平荷重

が作用しないため，構造部材(鉄筋コンクリート)を評価対象部位として選定している

が，本検討では，橋台の安定性を確認する。 

なお，橋台（東側）近傍のグラウンドアンカについては，安定性の評価を含む耐震計

算において期待しないため，モデル化しない。 

 

 

（単位：mm）  

（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

   

 

 

 

 

（単位：mm） 

（断面図）                 （水平可動支承） 

（単位：mm）  

（正面図） 

図 1 橋台（東側）概要図  

支承部（水平可動支承）

沓座

可動方向

支承部（水平可動支承）
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2. 評価方針 

橋台（東側）の安定性評価は，橋台と地盤との水平方向の相対変位を算定し，アクセ

スルートとしての通行性に影響を及ぼすような滑動が生じないこと，また，橋台の基礎

地盤に生じる最大接地圧が極限支持力度以下であることにより確認する。 

解析ケースについては，橋台（東側）の部材の照査結果が最大となるケースである 

Ｓｓ－Ｄ(＋＋)とする。 
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3. 確認結果 

3.1 橋台（東側）と地盤との相対変位による評価結果 

図 2 に示す位置において，橋台と地盤の水平方向の相対変位を算定した結果を，表

１に示す。 

橋台と地盤との滑動方向の水平相対変位は 0mm であり，アクセスルートとしての通

行性に影響を及ぼすような滑動の恐れはないことを確認した。 

 

（Ｂ-Ｂ断面 解析モデル図（拡大）） 

 

（橋台（東側）拡大図） 

図 2 橋台（東側）と地盤との水平相対変位算出位置 

 

表 1 橋台（東側）と地盤との水平方向相対変位（西側方向：＋） 

地震動 水平相対変位算定位置 水平方向最大相対変位 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 
① 0mm  

② 0mm  

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転

なしケースを示す。 

  

橋台（東側）拡大範囲

水平相対変位算定位置①

水平相対変位算定位置②

橋台（東側）

主桁
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3.2 橋台（東側）の基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

橋台（東側）の基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 2 に，基礎地盤の最大接

地圧分布図を図 3 に示す。橋台（東側）の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力

度以下であることを確認した。 

また，最大接地圧発生時刻における橋台（東側）付近の地盤の局所安全係数分布図

を，図 4 に示す。図 4 のとおり，構台(東側)周辺の岩盤は健全であることを確認し

た。 

 

表 2 橋台（東側）の基礎地盤の支持性能評価結果 

地震動 
最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限 

支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 0.23 9.8 0.03 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」

は反転なしケースを示す。 

 

 

  

図 3 橋台（東側）の基礎地盤の最大接地圧分布図 

 

  

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

橋台（東側）底面

圧縮：正

極限支持力度9.80（N/mm2）

接
地

圧
（

N/
mm

2 ）
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図 4 局所安全係数分布図 

（構台（東側）の接地圧が最大となるＳｓ－Ｄ（＋＋），t=10.10s） 

 

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0≦値＜1.2（せん断）

1.2 ≦値（せん断）
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4. まとめ 

本検討では，橋台と地盤との水平方向の相対変位を算定し，アクセスルートとしての

通行性に影響を及ぼすような滑動が生じないこと，また，橋台の基礎地盤に生じる最大

接地圧が極限支持力度以下であることから，基準地震動Ｓｓに対する橋台（東側）の安

定性を確認した。 
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（参考資料 10）置換コンクリート（西側）と水平材及び斜材を接合するアンカーボルト，

並びに置換コンクリート（西側）と受桁の接合部の健全性について 

 

1. 概要 

仮設耐震構台のＢ－Ｂ断面（東西方向）の西側の置換コンクリートと水平材及び斜材

の接合部は，埋込アンカーボルト及び接着系アンカーボルトにより接合しており，置換

コンクリートと受桁は，埋め込みにより接合している。置換コンクリート（西側）と各

接合部を図 1 に示す。アンカーボルトは，水平材及び斜材の地震時の応答を置換コンク

リート（西側）へ伝達することから，解析モデルにおいて 2 重節点 MPC 結合（鉛直及び

水平方向）によりモデル化しており，置換コンクリートと受桁の接合部は，受桁の地震

時の応答を置換コンクリート（西側）へ伝達することから，解析モデルにおいて共有節

点によりモデル化しているため，基準地震動Ｓｓに対する健全性を確認する。 
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（単位：mm）  

（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

 

 

（斜材接合部 拡大図） 

図 1 置換コンクリート（西側）と各接合部 概要図 
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2. 評価方針 

アンカーボルトの健全性は，アンカーボルトに発生する引張力及びせん断力に対し

て，アンカーボルトの許容限界以下であることにより確認する。 

置換コンクリート（西側）と受桁の接合部の健全性は，受桁に発生する引張力及びせ

ん断力に対して，許容限界以下であることにより確認する。 

評価対象とする解析ケースについて，アンカーボルトは，斜材及び水平材の部材の照

査結果が最大となるケースであるＳｓ－Ｄ(＋＋)とし，置換コンクリート（西側）と受

桁の接合部は，受桁の引張力が最大となるケースであるＳｓ－Ｄ(＋＋)とする。 

 

3. 許容限界 

アンカーボルトの許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学

会，2010 年改訂）」を踏まえて，表 1 の値とする。 

なお，埋込アンカーボルトが引張を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏に

より定まる許容引張力とする。接着系アンカーボルトが引張を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により定まる許容引張力と付着力により定まる耐力を比較してい

ずれか小さい値を作用する。また，アンカーボルトがせん断力を受ける場合において

は，アンカーボルトのせん断強度により定まる許容せん断力，定着したコンクリート躯

体の支圧強度により定まる許容せん断力及び定着した躯体のコーン状破壊により定まる

許容せん断力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

なお，埋め込みアンカーボルトの根入れ長さは，「鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説（（社）日本建築学会，2010 年改訂）」に基づき，必要定着長以上となるよう

に，また，接着系アンカーボルトの根入れ長さは，「各種合成構造設計指針・同解説

（（社）日本建築学会，2010 年改訂）」に基づき，有効埋め込み長さがアンカー筋径の

7 倍以上となるように設定した値を基に，許容限界の算定をしている。 

受桁の引抜きに対する許容限界は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］

（（社）土木学会，2002 年制定）」に示されるコンクリートと丸鋼の許容付着応力度に

基づき設定し，受桁のせん断に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋

編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。許容限界を

表 2 に示す。 
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表 1 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容引張力 

（kN） 

許容せん断力 

（kN） 

埋込アンカーボルト 

（M24，SD345） 
122 72 

接着系アンカーボルト 

（M24，SD345） 
24 72 

 

表 2 受桁の引抜きに対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容付着応力度 1.05 

短期許容せん断応力度 120 
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4. 確認結果 

   アンカーボルトの引張及びせん断に対する照査結果を，表 3 及び表 4 に，置換コンク

リート（西側）と受桁の接合部に対する照査結果を表 5 及び表 6 に示す。アンカーボル

トに発生する引張力及び発生せん断力とも，許容限界を下回っており，基準地震動Ｓｓ

に対する健全性を確認した。置換コンクリート（西側）と受桁の接合部に発生する周面

摩擦力及びせん断力は許容限界を下回っており，基準地震動Ｓｓに対する健全性を確認

した。 

 

表 3 アンカーボルトの引張に対する照査結果 

地震動 種類 
本

数 

最大 

引張力 

(kN/箇所) 

発生 

引張力 

(kN/本) 

許容 

引張力 

(kN/本) 

発生引張力 

/ 

許容引張力 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

埋込アンカー

ボルト 
6 39 7 122 0.06 

接着系アンカ

ーボルト 
6 36 6 24 0.25 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転

なしケースを示す。 

 

表 4 アンカーボルトのせん断に対する照査結果 

地震動 種類 
本 

数 

最大 

引張力 

(kN/箇所) 

発生 

せん断力 

(kN/本) 

許容 

せん断力 

(kN/本) 

発生せん断力 

/ 

許容せん断力 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

埋込 

アンカー 

ボルト 

6 96 16 72 0.23 

接着系 

アンカー 

ボルト 

6 48 8 72 0.12 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転

なしケースを示す。 

  



（参考）10-6 

 

表 5 置換コンクリート（西側）と受桁の接合部に対する照査結果 

地震動 
引張力 

(kN) 

引張応力度＊2 

Ｐｄ(N/mm2) 

短期許容 

付着応力度 

Ｐｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｐｄ/Ｐｕ 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊1 5.46 0.01 1.05 0.01 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転 

なしケースを示す。 

＊2：受桁（H700×300×13×24）の周面積は，保守的に下方のフランジ部のみの辺

（300mm）を考慮する。 

 

表 6 せん断力に対する照査値（受桁） 

地震動 
せん断力 

（kN） 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 256.37 30 120 0.25 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 




